
秋田県環境基本計画（改定版）

秋田県



本県は、山岳地等の変化に富んだ地形や湿潤な気候風土の中で豊かな自然環境に恵

まれており、わたしたちは、その自然の恵みの下で生活を営み、生産活動を行い、そ

れぞれの地域の特性に応じた伝統や文化をはぐくんできました。

しかし、近年の社会経済システムや県民一人ひとりの生活様式の変化に伴い、廃棄

物の増加や有害化学物質による環境汚染、さらには、地球温暖化、オゾン層の破壊と

いった地球的規模の問題などが顕在化し、本県でも重要な課題となっています。

このため県では、平成９年12月に「秋田県環境基本条例」を制定し、基本条例に基

づき、本県の環境政策の方向を示す「秋田県環境基本計画」を平成10年３月に策定し

ました。

以来、「風かおる緑豊かな秋田」を将来に継承するため、この計画を施策の羅針盤と

して活用してきましたが、策定後５年が経過し、この間に県では「温暖化対策　美の

国あきた計画」や「秋田県廃棄物処理計画」を策定しており、また一方、国において

も循環型社会の構築や地球温暖化防止に向けた新たな制度化が図られるなど、本計画

を取り巻く情勢は大きく変化してきております。

こうしたことを受けて県では、本計画の見直しを進めてまいりましたが、この度、

秋田県環境審議会からの答申や、県民の皆様からの御意見を踏まえながら、本計画を

改定することといたしました。

今後も引き続き、本計画に基づいて各種の環境保全施策を総合的に推進してまいり

たいと考えておりますので、県民・事業者の皆様方におかれましても、それぞれの立

場と役割に応じた取組を積極的に進められるよう御理解と御協力をお願いします。

終わりに、この計画の改定にあたり、熱心に御審議いただきました「秋田県環境審

議会」の委員の皆様をはじめ、貴重な御意見をお寄せいただいた県民の皆様に心から

御礼を申し上げます。

平成15年６月

秋田県知事　寺 田　典 城

風かおる
緑豊かな秋田を将来へ
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計画の基本的事項
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「秋田県環境基本条例」の前文には『秋田県は、緑の山々が連なる奥羽山脈や原生的ブナ林を有

する白神山地、静かなたたずまいの十和田湖や田沢湖など、四季折々の色彩あふれる豊かな自然を

擁し、日本海に向かって肥よくな平野が開けている。このすぐれた環境の中、私たちは、さわやか

な空気や清らかな水に触れ合いながら、個性的で豊かな伝統や文化をはぐくんできた』と述べられ

ています。

本県では過去に、休廃止鉱山が原因とされるカドミウムや鉛など重金属による水質汚濁、土壌汚

染などが発生し、また、一部では工場、事業場からのばい煙や排出水による環境汚染が問題となり

ましたが、これらの問題は、国の公害関係法令や「秋田県公害防止条例」の制定による各種行政施

策の推進や企業の公害防止に対する自主努力の積み重ねなどにより、これまで一定の成果を収めて

きました。

自然環境についても、「秋田県自然環境保全条例」などの適切な運用や県民の自然保護意識の高

揚などにより、総じて良好な状況にあります。

しかしながら、今、私たちは新たな環境問題に直面しています。

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済システムやライフスタイルが定着するなかで、生活

排水による水質汚濁やゴミ問題などの都市・生活型公害が生じています。

また、人間の活動により環境に加えられる影響が単に地域の問題にとどまらず、地球温暖化、オ

ゾン層の破壊、酸性雨など、地球的規模の環境問題を引き起こし、人類の生存基盤を脅かすまでに

至っています。

さらに、人々は、身近な水辺や里山、歴史的・文化的な雰囲気を持つ美しい街並など、ゆとりと

うるおいのある快適な環境を求めるようになってきました。

今日の環境問題のこのような特質は、私たちにライフスタイルや社会経済システムのあり方その

ものの転換をせまっています。

私たちは、環境問題が空間的・時間的広がりを有し、早急な対応が求められていることを危機感

を持って認識するとともに、この解決には行政や事業者の努力はもとより、県民一人ひとりを含め

た全ての主体が一体となって取り組むことが何よりも重要です。

第１節　計画策定の背景

文中の●印が付いている語句については、巻末に附属資料として
「用語解説」を掲載しておりますので御参照ください。



第２節　計画の性格と役割
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第１章　計画の基本的事項

○本計画は、「秋田県環境基本条例」に揚げる基本理念の実現に向け、環境保全に関する施策を総

合的、計画的に推進するため、同条例第９条の規定に基づき平成10年３月に定めたものです。

○県では平成８年２月に環境審議会に「21世紀に向けた環境政策のあり方について」諮問しまし

たが、これに対して「環境保全施策を総合的かつ計画的に推進していくため、環境保全について

の中・長期的な目標や施策の基本方針を内容とする環境基本計画を策定すべきである」と答申さ

れました。本計画の策定は、このことも踏まえたものです。

○県が各施策を推進するに当たっては、本計画との整合を図ることにより環境への配慮がなされる

とともに、本計画に揚げる施策を着実に実施することにより、本県の豊かで快適な環境が確保さ

れるものです。

○本計画は、今日の環境の課題が県民、事業者、行政などの各主体の協力・連携並びに積極的な参

加なくしては解決できないことから、それぞれの主体が果たすべき役割や環境の保全に向けた具

体的な取組の指針を示すものです。

この計画は、平成10年３月に策定し、その後の環境保全施策の羅針盤として活用されてきました

が、策定後の平成12年３月に県政運営の指針となる「あきた21総合計画」が策定されたほか、平成

11年３月に「温暖化対策美の国あきた計画」、平成14年５月に「秋田県廃棄物処理計画」がそれぞ

れ策定されるなど、本県の環境施策を取り巻く状況は大きく変化してきました。

策定後５年を経過する間におけるこのような状況変化を踏まえ、平成15年６月に、次の点を中心

に計画の見直しを行いました。

環境保全施策は、経済の活性化や高度情報化への対応などに関する施策も踏まえつつ総合的に検

討し、推進する必要があることから、今後も県政運営の指針である「あきた21総合計画」との整

合を図りつつ、適切に見直しを図ることとします。

○新たな環境保全施策や行政運営方針の反映

○本県の環境特性等の変化の反映

○重要施策に関わる施策目標の設定

○計画期間（最終年度）の変更

第３節　計画の見直し
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本計画は、次の範囲を対象とします。

第４節　計画が対象とする環境の範囲

第５節　計画の期間

自然環境
動物、植物、生態系など

生活環境
公害、水循環、廃棄物など

快適環境
緑・水辺、景観、歴史的・文化的遺産など

地球環境
地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など

今日の環境問題は、その原因の複雑さとともに地球規模の空間的広がりと、将来世代にわたる時

間的広がりを持つことから、中・長期的な視野に立って取り組んでいく必要があります。その一方

で、社会情勢がかつてない早いテンポで大きく変化する中、環境保全施策についても、この動きを

的確に捉え、他の重要施策とも関連づけながら総合的に推進し、進行管理していく上でも、県政運

営の指針となる「あきた21総合計画」との整合を適切に図ることが大切です。

このことから、策定時に平成24年度（2012年度）としていた本計画の計画最終年度について

「あきた21総合計画」と整合を図ることとし、計画の期間は平成10年度（1998年度）から平成

22年度（2010年度）までとします。



第６節　計画の構成
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第１章　計画の基本的事項

本計画の全体構成は、次のとおりです。

第１章第１章
計画の基本的事項
計画策定の背景、計画の性格と役割、計画が対象とする環境の範囲、計画の期間、
計画の構成

第３章第３章
目指すべき環境像と実現に向けての基本方針

長期的目標、基本方針

第５章第５章
環境保全に関する重点プロジェクトの推進

重点的に取り組むべき課題、具体的施策の展開

第２章第２章
秋田県のすがた

自然特性 社会特性

第７章第７章
計画推進のために

主体的行動指針 計画推進に当たって

第６章第６章

地域別環境保全施策の展開
地域の概況、環境特性と課題、施策の方向

米代川水系地域

子吉川水系地域

雄物川水系地域

男鹿・八郎湖地域

第４章第４章

環境保全に関する施策の展開

環境の現況・課題・施策の方向、共通的・基盤的施策の推進

自然と人との共存

環境への負荷の少ない循環を基調とした社会の構築

地球環境保全への積極的な取組

環境保全に向けての全ての主体の参加

共通的・基盤的施策
の推進





第２章

秋田県のすがた





第１節　自然特性
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第２章　秋田県のすがた

１. 位置・地形
本県は東北地方の北西部に位置し、総面積約

11,600H、全国第６位の広さを有しています。

県土には米代川、雄物川、子吉川の三大河川

をはじめ348の河川が走り、各地に水の恵みを

与えています。

田沢湖は全国一の水深を誇り、十和田湖は二

重式のカルデラ湖として有名です。

沿岸部の中央には寒風山などの火山群を擁す

る男鹿半島が雄大な造形美を誇り、その南北に

は長大な海浜がゆるやかな海岸線を形成してい

ます。また、県境部や内陸部の山岳地帯にはブ

ナ林をはじめとする自然林が広くみられます。

青森、秋田両県にまたがる白神山地は、広大

な原生的ブナ林を擁し、世界遺産に登録されて

います。

２. 気候・気象
気候特性は、海岸郡と内陸部で顕著な違いが

みられます。対馬暖流の影響を受ける八森海岸、

男鹿半島、由利地方は冬季でも比較的温暖です

が、内陸部では奥羽山脈沿いほど気温が低く、

寒暖の差が大きいのが特徴です。

年平均降水量は、山沿いでは平地より多く、

特に白神山地、森吉山、鳥海山、丁岳山地など

は降水量の多い地域です。

本県は、全域が積雪寒冷地域及び豪雪地帯に

指定されている日本有数の多雪地帯であり、北

部の森吉山周辺及び南部の雄勝地方は、特に降

雪の多い地域となっています。
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土地利用状況の推移 （単位：H・％）

資料：秋田県国土利用計画（S50、60）企画振興部（H4、12）

昭和50年 昭和60年 平成4年 平成12年
面　積 構成比 面　積 構成比 面　積 構成比 面　積 構成比

農用地 1,755 15.1 1,646 14.2 1,643 14.1 1,594 13.7
農地 1,625 14.0 1,616 13.9 1,595 13.7 1,547 13.3
採草放牧地 130 1.1 30 0.3 47 0.4 47 0.4

森林 8,355 72.0 8,393 72.3 8,392 72.3 8,375 72.1
原野 464 4.0 201 1.7 123 1.1 91 0.8
水面・河川・水路 386 3.3 390 3.4 403 3.5 407 3.5
道路 213 1.8 258 2.2 290 2.5 326 2.8
宅地 188 1.6 226 1.9 251 2.2 279 2.4

住宅地 132 1.1 152 1.3 161 1.4 174 1.5
工業用地 14 0.1 15 0.1 17 0.1 15 0.1
その他宅地 43 0.4 59 0.5 73 0.6 90 0.8

その他 248 2.1 498 4.3 512 4.4 540 4.7
総面積 11,609 100.0 11,612 100.0 11,613 100.0 11,612 100.0

第２節　社会特性
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２. 土地利用
平成12年現在の土地利用状況は、森林が

72.1％、次いで農用地が13.7％などとなって

います。森林の割合は全国（66.0％）に比べ

て高く、宅地は全国（4.7％）の二分の一の割

合となっています。

昭和50年以降、利用区分別の構成に大きな

変化はありませんが、農用地、原野が減少し、

道路、宅地は増加しています。

１. 人口
平成13年現在、総人口は118万人、世帯数

は392千世帯であり、65歳以上の老年人口は

24.3％と全国（18.0％）に比べて高くなって

います。

人口の推移は、秋田市など一部の市町村を除

き減少傾向を示し、若年層の流出、高齢化、少

子化が進行しています。

また、人口密度は101.9人／Hで、全国

（336.9人／H）に比べて低くなっています。

65歳以上 15～64歳 0～14歳 

年齢別人口及び世帯数の推移 
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資料：国勢調査（総務省）  
　　 都道府県の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

（千世帯） （千人） 



業種別県内総生産の推移 （単位：百万円）

資料：統計課（注）昭和55～平成元年度については｢68SNA（平成２暦年基準）｣、平成2～12年度については｢93SNA（平成７暦年基準）｣に基づく。

総　　生　　産 増　減　額

昭和50年度 昭和60年度 平成元年度 平成7年度 平成12年度

第1次産業 250,477 260,832 245,957 185,231 132,571 10,355 ▲ 52,660
農業 202,791 227,015 203,712 162,244 120,450 24,224 ▲ 41,794
林業 40,496 29,064 37,188 19,171 8,624 ▲ 11,432 ▲ 10,547
漁業 7,190 4,753 5,057 3,816 3,497 ▲ 2,437 ▲ 319

第2次産業 357,345 720,249 910,241 1,128,925 990,123 362,904 ▲138,802
鉱業 33,757 37,407 22,674 19,916 16,783 3,650 ▲ 3,133
製造業 172,357 429,007 546,200 643,326 577,151 256,650 ▲ 66,175
建設業 151,231 253,835 341,367 465,683 396,189 102,604 ▲ 69,494

第3次産業 751,749 1,640,938 1,921,637 2,629,086 2,854,836 889,189 225,750
電気・ガス・水道業 28,463 84,095 86,377 154,847 176,422 55,632 21,575
卸売・小売業 199,898 368,258 432,852 570,428 554,716 168,360 ▲ 15,712
金融・保険業 45,927 91,206 109,370 157,134 170,093 45,279 12,959
不動産業 97,278 266,741 323,653 407,451 495,986 169,463 88,535
運輸・通信業 70,178 140,874 178,843 282,691 249,174 70,696 ▲ 33,517
サービス業 226,364 528,369 599,390 755,739 883,605 302,005 127,866
公務 83,641 161,395 191,152 300,796 324,840 77,754 24,044

輸入税 1,207 2,213 4,874 4,424 4,719 1,006 295
控除 34,401 66,184 80,901 127,057 124,119 31,783 ▲ 2,938

帰属利子 34,401 66,184 69,676 116,346 102,436 31,783 ▲ 13,910
その他 0 0 11,225 10,711 21,683 0 10,972

県内総生産 1,326,377 2,558,048 3,001,808 3,820,609 3,858,130 1,231,671 37,521

平成7年
～平成12年度

昭和50年
～60年度
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第２章　秋田県のすがた

３. 産業・経済

（１）産業構造
平成12年度の県内総生産は386百億円であ

り、昭和50年度の2.9倍となっています。産業

別内訳は、第一次産業が3.3％、第二次産業が

24.9％、第三次産業が71.8％となっています。

第一次産業は、農業、林業、漁業とも減少傾

向にありますが、平成12年度の水陸稲収穫量

及び作付け面積は、北海道、新潟に続き全国第

三位であり、日本有数の米生産県となっていま

す。

第二次産業は、鉱業、製造業、建設業で平成

８年頃をピークに減少傾向にあり、第三次産業

はサービス業、不動産業、電気・ガス・水道業

を中心に総じて増加しています。

産業別県内総生産の推移 

資料・統計課 

0

100

200

300

400

500

平成12年度 平成７年度 昭和60年度 昭和50年度 

386382

256

133

県内総生産 

第２次産業 

第１次産業 

（百億円） 
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（２）就業者数
平成12年の就業者数は、588千人と県内総

人口の49.5％を占めており、全国（49.6％）

と同程度となっています。

また、産業別就業者数の割合は、農業人口が

大部分を占める第一次産業が11.0％であり、

全国（5.3％）に比べて大きな割合を占めてい

ます。

就業者数の推移は、昭和60年以降微減傾向

にあり、第一次産業は減少、第二次産業は平成

12年から減少に転じ、第三次産業のサービス

業は増加しています。

４. 水利用
平成12年度の上水道・簡易水道の実績年間

給水量は、133百万Kであり、昭和55年度の

1.3倍となっています。

水道普及率は87.9％であり、全国（96.6％）

に比べて低くなっています。普及率が低い地域

では、地下水や湧水に恵まれ、井戸等への依存

傾向が強く見受けられます。

上水道・簡易水道の年間取水量は、145,411

千�であり、水源別では表流水が52.7％、次い

で浅井戸、湧水、ダム放流などとなっています。

上水道の給水量（有収水量）は89,925千K

であり、用途別では生活用が66.1％、次いで業

務用・営業用、工場用などとなっており、日常

生活における利用が大部分を占めています。

産業別就業者数の推移 

資料：国勢調査（総務省） 

（千人） 
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資料：生活衛生課 
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第２章　秋田県のすがた

５. エネルギー
平成13年度の県内のエネルギー需要は、

2,405千S（原油換算）であり、石油が62.2％、

次いで電力、LPGなどとなっています。

エネルギー需要は平成10年以降微減傾向に

あり、石油の需要が減少傾向にある一方、電力

の需要は増加しています。また、県民一人当た

りのエネルギー使用量は2.03Sであり、平成

10年以降減少傾向にあります。

燃料油の販売量は2,117千Sで、灯油が

32.0％、次いで揮発油、軽油、重油などであ

り、減少傾向にあります。

電力需要は7,434百万kWhで、事業者用電力

が64.2％、次いで家庭用電力、自家発電事業

者の自家消費量となっています。また、県民一

人当たりの電力使用量は6.28千kWhであり、

増加の一途をたどっています。

燃料油販売量の推移 

資料：資源エネルギー課 

（千S） 
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エネルギー需要及び県民一人当たりのエネルギー使用量の推移 

LPG石油 電力 その他 県民一人当たりのエネルギー使用量 資料：資源エネルギー課 
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第３章

目指すべき環境像と
実現に向けての基本方針

郷土の環境特性を踏まえ、緑豊かな秋田を
将来に継承していくため、目標とする４つ
の環境像を掲げ、県民の皆さんとともにこの
実現を目指します。

《 ４つの環境像 》

①自然と人が共存する秋田
②環境への負荷の少ない循環を基調とする秋田
③地球環境保全に積極的に取り組む秋田
④環境保全に向けての全ての主体が参加する秋田
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１. 自然と人との共存

全ての県民は、豊かな自然環境を享受するとともに、環境の保全と改善に協力し、これを良

好な状態で将来に受け継いでゆく責任があります。このため、人間優先的な考え方を改め、多

様な自然環境と生物の生息環境を確保し、自然と人とが共存可能な社会の構築が必要です。

●多様な生物を育む原生的自然や里山的自然を保全するとともに、都市とその周辺では身近な

自然の保全・創出に努めます。

●過疎化、高齢化などに対処しながら、自然環境と調和した農林漁業を推進し、森林、農地、

沿岸域の持つ水源かん養や生物多様性保全などの環境保全機能の維持・向上を図ります。

●自然と人とのふれあいを進めるとともに、秋田の歴史的・文化的遺産に対する理解を深め、

その保全に努めます。

２. 環境への負荷の少ない循環を基調とした社会の構築

自然の持つ再生能力や浄化能力を超えて環境に負荷を与え続けることは、自然の物質循環を

損なうことであり、今日の環境問題の根源もそこにあります。

私たちは、環境への負荷を可能な限り低減し、自然の持つ再生能力、浄化能力の保全・回復

を図るとともに、大量生産・大量消費・大量廃棄型社会を改め、循環を基調とした地域社会を

構築することが必要です。

●産業型公害、都市・生活型公害、化学物質などによる汚染から郷土を守り、安全で健康な暮

らしができる生活環境を確保します。

●大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済システムを改め、環境への負荷の少ない循環を

基調とした社会システムを構築します。

３. 地球環境保全への積極的な取組

大陸などの大気汚染の影響が酸性雨となって本県にも及んでいます。また、地球温暖化、オ

ゾン層の破壊のような実感を伴わないものは、気付かないうちに影響が長期化、深刻化するお

それがあります。

●地球環境問題が、私たち一人ひとりの様々な活動に起因していることを認識し、資源、エネ

ルギーを無駄づかいしない地域社会を形成します。

●長期的視点に立って地球環境を保全するための調査・研究、情報の収集・提供など、各種の

取組を積極的に推進します。

４つの環境像の実現に向けた基本方針
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第３章　目指すべき環境像と実現に向けての基本方針

４. 環境保全に向けての全ての主体の参加

私たちは環境問題に対する正しい理解と認識を深め、環境に配慮する意識を育むことにより、

新しい価値観に立ったライフスタイルや社会経済システムを構築する必要があります。

全ての県民の緊密な協力・連携のもとに、事業活動や日常生活を通して自主的かつ積極的な

環境保全活動を行い、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会をつくり上げる必要があ

ります。

●県民、事業者、民間団体、行政の各主体が、環境に関する正しい情報と問題意識を共有します。

●全ての主体が協力・連携して地域の環境保全活動やライフスタイルの転換など、環境に配慮

した取組に自主的かつ積極的に参加できるよう、環境の保全に向けた普及・啓発と基盤整備

を進めます。

自然と人が 
共存する秋田 

環境への負荷の少ない 
循環を基調とする秋田 

地球環境保全に 
積極的に取り組む秋田 

環境保全に向けての 
全ての主体が参加する秋田 

風かおる緑豊かな秋田を将来へ 

目指すべき環境像





第４章

環境保全に関する施策の展開

本章では、環境の現況と課題を踏まえ、本
県の目指すべき環境像を目標として、この実
現のために計画的かつ総合的に取り組むべき
施策の方向を示します。
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自然と人との共存

～ 恵み豊かな自然環境を次世代へ ～

風かおる緑豊か　風かおる緑豊か　

豊かな自然環境の体系的保全

●すぐれた自然の保全
・郷土の誇りであるすぐれた自然を適正に保全し、

将来へ引き継ぎます。
●動植物の生息・生育地、渡り鳥の飛来地の保全
・野生生物の生息・生育空間を確保するとともに、

多様な生態系を保全します。

自然とのふれあいの確保

・自然とふれ親しむための条件づくりに努めます。

農地、森林、沿岸域の環境保全機能の維持・向上

●農地
・適正な営農を推進し、農地の持つ環境保全機能

を維持・増進します。
●森林
・森林を適正に整備・保全し、森林の有する環境

保全機能の発揮に努めます。
●沿岸域
・藻場、砂浜などの持つ環境保全機能を維持します。

快適環境の確保

●快適な都市環境の確保・創出
・豊かでうるおいのある都市づくりに努めます。

●自然景観、歴史的・文化的遺産の保全
・県民の心のよりどころとなるよう、郷土の豊か

な自然景観を保全します。

・歴史的・文化的遺産を保全し、秋田の伝統と文

化を後世に引き継ぎます。

「水と緑の秋田」の創造

・県民が将来にわたって広く自然の恩恵を享受で

きるよう、豊かな「水と緑」に包まれたふるさ

と秋田を創造します。

環境への負荷の少ない循環を
基調とした社会の構築

～ 安全で健康に暮らせる環境づくりを目指して ～

公害対策、化学物質対策

●大気環境
・良好な大気環境を将来に継承していきます。

●水環境
・良好な水質を維持し、環境保全上健全な水循環

の確保に努めます。
●騒音、振動
・静かな生活環境を確保します。

●悪臭
・悪臭のないさわやかな環境をつくります。

●土壌環境
・安全な土づくりに努めます。

●化学物質等
・化学物質等による人の健康や生態系への影響の

防止に努めます。

廃棄物対策・リサイクル

●一般廃棄物（ごみ）
・県民、事業者、行政が一体となってごみの減量

化・リサイクルを推進し、循環型地域社会を構

築します。
●産業廃棄物
・排出事業者、処理業者、行政の連携並びに県民

の協力のもと、減量化と適正処理を推進します。
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第４章　環境保全に関する施策の展開

　な秋田を将来へ　な秋田を将来へ
地球環境保全への積極的な取組

～ 地球に住むひとりとして、
かけがえのない地球を守るために ～

環境保全に向けての全ての主体の参加

～ 環境への理解を深め、
率先して環境に配慮した行動を ～

地球温暖化

・地球温暖化対策を推進し、エネルギーを無駄づ

かいしない社会を構築します。

オゾン層の破壊

・フロンなど、オゾン層破壊物質の回収・処理を

促進します。

酸性雨

・酸性雨の監視・研究を通して、森林などへの被

害の未然防止に努めます。

国際協力

・海洋汚染や砂漠化など国境を越えた環境問題へ

の取組に、積極的に協力します。

環境教育・環境学習の推進

●すぐれた自然の保全
・環境問題の正しい理解を通して、一人ひとりの

環境に配慮する意識を醸成します。

環境に配慮した自主的行動の促進

・県民、事業者、民間団体、行政が協力・連携し、

環境に配慮した自主的行動を実践する地域社会

を目指します。

広域的な協力体制の確立

・行政間の広域的な協力体制を構築します。

環境影響評価の推進

規制的手法の充実

誘導的手法の導入

環境マネジメントシステムの普及・推進

環境に配慮した社会資本の整備

監視・測定体制の充実

環境汚染事故に対する迅速な対応の体制整備

共通的・基盤的施策の推進
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【現　況】
白神山地のブナ林に代表される原生的な自然

は、森林の開発などにより減少し、現在ではそ

の連続性が断たれ、県内各地に分散して分布し

ている状況です

また、人間活動との関わりで維持・形成され

てきたコナラ・ミズナラ林やススキ草原などの

二次的自然（里地・里山）も、生活様式の変化

や宅地開発などにより地域によっては減少して

います。

【課　題】
生物多様性の確保に必要な役割を果たしてい

る原生的な自然や、田園地帯における二次的自

然の重要性を認識するとともに、これらの保全

をさらに推進する必要があります。

【施策の方向】
●生物多様性の保全上重要な地域を、自然（緑地）

環境保全地域などとして指定し保全します。

●自然保護を基調とした自然公園計画の再検討

を実施します。

●市町村及びNPO法人などの参画のもとに二　

次的自然環境の維持・保全を図ります。

●自然環境に関する基礎的調査研究の充実を図

るとともに、調査研究機関の設置に努めます。

１. 豊かな自然環境の体系的保全

（１）すぐれた自然の保全

郷土の誇りであるすぐれた自然を保全し、将来へ引き継ぎます郷土の誇りであるすぐれた自然を保全し、将来へ引き継ぎます

秋田県の自然公園・自然環境保全地域等面積

区　　　分 箇所数 面積（ha） 備　　　考

国立公園 １ 26,796

国定公園 ３ 51,113

県立自然公園 ７ 50,471

世界遺産地域（自然遺産） １ 4,344

国自然環境保全地域 １ 4,336 世界遺産地域と重複

県自然環境保全地域 14 686.2

県緑地環境保全地域 ４ 434.8
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第４章　環境保全に関する施策の展開

【現　況】
豊かな自然環境に恵まれている秋田には、多

様な野生生物が生息・生育しています。

秋田県の代表的な希少動物としては、哺乳類

ではカグヤコウモリ、ホンドザル、鳥類ではク

マゲラ、オオセッカ、イヌワシ、淡水魚類では

ゼニタナゴ、シナイモツゴ、イバラトミヨ雄物

型などが生息しています。

貴重な植物群落としては、天然秋田スギの混

生するブナ－スギ群落、由利地方の海岸に散在

する暖地性のタブノキ群落、田沢湖町柴倉峠の

ユキツバキ自生北限群落、コケ沼の高層湿原な

どがあげられます。

秋から春にかけて、八郎潟周辺や雄物川流域

の平鹿地方には、ハクチョウ類、ガン類、シギ、

チドリ類などの渡り鳥が多数飛来し、男鹿半島

の海岸域ではカモメ類、カモ類などが数多くみ

られます。

【課　題】
多様な野生生物の現状を把握し、その保護対

策を強化するとともに、生息・生育環境の保全

を推進する必要があります。

また、渡り鳥の飛来地である湖沼、湿地など

を保全するとともに、生物の移動・分散経路を

考慮した生物回廊を設置する必要があります。

【施策の方向】
●生物多様性に関する調査・研究に基づき、自

然環境の体系的な保全対策を推進します。

●野生生物の調査・研究を推進するため、人材

の育成を図るとともに、関係研究機関のネッ

トワーク化を推進します。

●渡り鳥の飛来地の鳥獣保護区化や、「国有林

緑の回廊」との連携による生物回廊の確保を

図ります。

●県自然環境保全地域の新規指定などにより、

希少な動植物の生息・生育環境の保全を図り

ます。

●河川、湖沼、湿地の保全を図るため、関係各

機関、市町村との協力体制の確立を図ります。

●砂浜や藻場など海岸の生態系の保全を図り、

環境浄化機能や多様な生物の生息環境を確保

します。

●外来種などの移入の防止に努め、郷土の生態

系の維持・保全を図ります。

野生生物の生息・生育空間を確保するとともに、
多様な生態系を保全します。
野生生物の生息・生育空間を確保するとともに、
多様な生態系を保全します。

（２）動植物の生息・生育地の保全、生物回廊の設置
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【現　況】
本県は広大な森林をはじめとして、大小多数

の河川や湖沼、海岸線の約三分の二を占める砂

浜海岸など、豊かな緑地空間と水辺空間に恵ま

れています。

これらを代表する自然公園には、県内外から

年間1,000万人以上の人々が訪れ、すぐれた自

然にふれ親しんでいます。

また、沿岸域は様々な自然とのふれあいの場

となっており、海水浴場では多くの人々が浜辺

に憩い、男鹿半島や県南、県北部の岩礁海岸で

は釣りや磯遊びを楽しんでいます。

県は、これらの人々に自然の大切さなどへの

理解を深めてもらうために様々な人材を配置し

ており、平成14年度末で、自然保護指導員93

人、自然公園管理員23人、鳥獣保護員73人、

自然観察指導員276人を確保しています。

このほか、「東北自然歩道」や「奥森吉青少年

野外活動基地」、「世界遺産センター」、「環境と

文化のむら」自然公園内の「ビジターセンター」

などを整備し、身近な自然や地域の歴史・文化

とのふれあいの場を提供しています。

また、近年多くの人々が自然への回帰を願望

しており、農山漁村との交流が活発に行われつ

つあります。

【課　題】
豊かな緑地、水辺空間の保全を図るとともに、

自然の大切さへの理解を深めるため、都市部と

農山漁村との交流を進める必要があります。

また、自然とのふれあいの機会を増やすため、

各種施設の整備や資料の作成を進めるととも

に、今後とも自然保護指導員や自然観察指導員

などの人材を育成していくことが必要です。

【施策の方向】

緑地空間の保全・整備

●土地の公有化やナショナルトラストによる緑　

地空間の保全を図ります。

●農業体験を通して自然とふれあうことのでき

る市民農園などの整備を推進します。

●住民の憩い、やすらぎの場となる市民参加型

の森づくりを推進します。

水辺空間の保全・整備

●自然とふれあえる親水空間、生物の生息・生

育空間として、水辺の生態系を保全しながら、

河川、湖沼、海岸などの整備を図ります。

●用水路、ため池などの農業用水利施設の保全

・管理を推進し、快適な生活環境と生物多様

性の確保を図ります。

●地域住民の協力を得ながら、清掃などの実践

活動を通し、人々にうるおいを与える河川、

湖沼、海岸の保全に努めます。

自然とふれ親しむための条件づくりに努めます。自然とふれ親しむための条件づくりに努めます。

２. 自然とのふれあいの確保
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施設の整備

●緑あふれる自然ふれあい施設、自然体験型施

設の整備・活用を推進します。

●交流体験施設、海洋レクリエーション施設な

どの整備・活用を図ります。

人材の育成

●自然保護意識の高揚、自然環境の保全と適正

な利用などを推進するため、県の非常勤職員

である自然保護指導員、ボランティアである

自然観察指導員などの人材の育成に努めま

す。

交流の促進

●農山漁村地域の自然環境を活用し、グリーン

ツーリズムの実施、受入れ体制などの整備を

行います。

●都市と農山漁村との交流を促進するため、市

町村の枠を越えた組織づくりに努めます。
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【現　況】
平野、盆地、山間地に展開する水田は、美し

い田園風景を形づくるとともに、洪水防止、水

源かん養、生物多様性の確保など多くの環境保

全機能を持っています。

一方、担い手である農業就業者の減少、高齢

化などに伴う労働力の低下により、農地の面積

は年々減少しています。

また、農薬や肥料などの不適切な使用により、

河川、湖沼、地下水などが汚染されるおそれが

あり、生態系への影響や地球温暖化の原因とな

るメタンガスの発生も懸念されています。

【課　題】
農地の環境保全機能が十分発揮できるよう努

めるとともに、「環境保全型農業」を推進する

必要があります。

【施策の方向】
●水源かん養、生物多様性の確保など、農地の

持つ環境保全機能の維持・増進を図ります。

●農薬、化学肥料などの効率的利用、防除・施

肥技術の開発・普及を推進し、「環境保全型

農業」を確立します。

●啓発活動などにより、「環境保全型農業」に対

する農業従事者の意識の向上を図ります。

●新規就農者の確保・育成のため、総合的な対　

策を実施します。

●農業体験学習などを通じて、次世代を担う年

齢層への環境教育の推進を図ります。

適正な営農を推進し、農地の持つ環境保全機能を維持・増進します。適正な営農を推進し、農地の持つ環境保全機能を維持・増進します。

３. 農地、森林、沿岸域の環境保全機能の維持・向上

（１）農　地

経営耕地面積の推移 
（百ha） （％） 

畑 田 樹園地 水田率 

資料：東北農政局統計情報部 ※畑：普通畑、 田：本地とけい畔の計 
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【現　況】
県土の約７割を占める森林は、林産物を供給

する機能のほか、国土の保全、水源のかん養、

自然環境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防

止等の様々な環境保全機能を有しています。大

切なこれらの機能が持続的に発揮されるよう、

将来にわたって森林を適正に整備・保全しま

す。

森林の環境保全機能等は森林を持続的に経営

することにより、初めて発揮されることから、

県民が森林の恩恵を将来にわたって享受するた

めには、森林整備が不可欠であり、平成15年

度から22年度までに、間伐を90,170ha、複

層林を330ha、広葉樹林を8,790ha整備する

こととしています。

さらに、森林の持つ環境保全機能等が高度に

発揮されるよう、水源かん養、土砂流出防備な

どの保安林について、計画的に整備を進めると

ともに、飛砂防止や防風機能を発揮している海

岸林や風致景観など生活環境の維持に寄与する

松林を保護するため、松くい虫防除対策を推進

します。

また、森林整備の担い手を確保するため、若

い林業技能者を平成15年度から22年度まで

に、160人育成することとしています。

【課　題】
水源かん養、地球温暖化防止、生物多様性の

保全など、森林の有する環境保全機能の維持・

増進に努める必要があります。

【施策の方向】
●間伐、複層林施業、天然林施業などにより、

森林の有する環境保全機能の質的向上を図り

ます。

●保安林の計画的な指定・整備を行い、森林の

環境保全機能が高度に発揮できるように努め

ます。

●広葉樹の適地には、林種転換による広葉樹林

への誘導などを推進します。

●荒廃森林を整備することにより、水資源の確

保と県土の保全を図ります。

●伐倒駆除、無人ヘリ等による薬剤散布、防除

帯の設置など松くい虫防除対策を実施します。

●林業就業者の確保、技術習得の促進に努め、

人材育成を推進します。

●「緑のグランドデザイン」基本構想に基づき、

森林の連続性の確保等を実現するため、「 民

有林緑の回廊」の設定を図ります。

森林を適正に整備・保全し、森林の有する
環境保全機能の発揮に努めます。
森林を適正に整備・保全し、森林の有する
環境保全機能の発揮に努めます。

（２）森　林
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【現　況】
生命の源と言われる海洋は、未解明な部分が

多いものの様々な物質の循環機能、地球の状態

を一定に保つ恒常性維持機能など、人間を含む

生態系の維持に欠かせない働きをしています。

また、海洋は世界人口の増加とともに食料供

給の場としての重要度が高まり、国際的な漁獲

規制が始まっています。漁業は海洋環境に大き

く依存していることから、将来的に安全な魚を

安定して供給するためにも、海洋環境の保全が

必要です。

日本の沿岸域では各種の開発、人間活動によ

って生じる負荷の増大により、豊かな生産能力

や水質浄化機能を持つ藻場、砂浜などの消失と

同時に、生物多様性が失われつつあり、本県も

楽観できない状況にあります。

【課　題】
海洋環境を保全するため、石油類などの汚染

物質の流出を防止し、陸上からの負荷を低減す

る必要があります。

また、藻場、砂浜などの持つ環境保全機能を

維持し、生物多様性と良好な海洋環境の保全に

配慮するとともに、「つくり育てる漁業」を推

進する必要があります。

【施策の方向】
●藻場、砂浜などにおける水質浄化機能や多様

な生物の生息環境を維持し、「つくり育てる

漁業」を推進します。

●海洋の水質を保全するため、汚濁負荷の流入

防止・低減を図ります。

●自然環境に配慮した漁業施設の整備を推進し

ます。

藻場、砂浜などの持つ環境保全機能を維持します。藻場、砂浜などの持つ環境保全機能を維持します。

（３）沿岸域
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【現　況】
近年は、都市化の進行に伴って都市の緑が少

なくなっており、緑が身近に感じられる都市空

間の保全・創出が求められています。

都市公園は、スポーツ、文化活動など、快適

な生活環境を提供するオープンスペースである

と同時に、公害の緩和、災害時の避難場所とし

ての機能を持つことから、平成17年度までに、

都市公園を県民一人当たり18.6㎡に整備・拡

充することとしています。

また、都市周辺に、公衆の衛生や大気浄化な

どの環境保全機能が高度に発揮できる生活環境

保全林を平成17年度までに、33地区整備する

こととしています。

都市河川においては、主に生活排水の流入に

よる水質の悪化がみられ、快適な生活環境が損

なわれています。

【課　題】
身近な緑や清らかな流れなど、都市の人々に

うるおいを与える環境を創出する必要がありま

す。

【施策の方向】
●生態系や生物多様性の確保に配慮した公園緑

地や河川の整備を推進し、ビオトープネット

ワークの形成を図ります。

●公共施設の緑化、道路の植栽、都市公園の整

備を進め、うるおいのある身近な緑を増やし

ます。

●大気の浄化など、環境保全機能を高度に発揮

できる緑の整備に努めます。

●都市河川の浄化・整備に努めます。

●電線類の地中化などにより、良好な都市景観

の形成、ゆとりある道路空間づくりを推進し　

ます。

豊かでうるおいのある都市づくりに努めます。豊かでうるおいのある都市づくりに努めます。

４. 快適環境の確保

（１）快適な都市環境の確保・創出
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（２）自然景観、歴史的・文化的遺産の保全

【現　況】
本県は、出羽富士と称される鳥海山、豪壮な

断崖の続く男鹿半島、のどかな田園風景など、

多彩な自然景観に恵まれています。

景観の保全には、日常の啓発活動と長期的視

点に立った施策の推進が必要です。本県は「秋

田県屋外広告物条例」や「秋田県の景観を守る

条例」を制定し、乱雑な屋外広告物や大規模建

築物などに対する指導を行っています。

また、歴史的・文化的遺産についてはこれら

を永く後世に引き継ぐため、史跡の復元事業や

文化財の修理・保存、民俗文化財の伝承事業な

どを進めています。

【課　題】
すぐれた自然景観を保全するとともに、乱雑

な屋外広告物を規制するなどの措置による良好

な景観の保全・創出が必要です。

また、秋田の伝統と文化を後世に継承してい

くため、歴史的建造物などと調和した街づくり

が必要です。

【施策の方向】
●条例に基づく規制・指導を強化し、地域特性

に応じた良好な景観の保全・創出を推進しま

す。

●角館町に代表される歴史的街並や建造物の保

全を図るとともに、秋田城跡など、地域の拠

点となる史跡の復元・整備を図ります。

県民の心のよりどころとなるよう、郷土の豊かな自然景観を保全します。
歴史的・文化的遺産を保全し、秋田の伝統と文化を後世に引き継ぎます。
県民の心のよりどころとなるよう、郷土の豊かな自然景観を保全します。
歴史的・文化的遺産を保全し、秋田の伝統と文化を後世に引き継ぎます。
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第４章　環境保全に関する施策の展開

【現　況】
本県の豊かな「水と緑」は人々の生活と一体

となって、私たちに心の安らぎとゆとりをもた

らす「ふるさとの原風景」を育んできました。

これらは、先人が守り育て、伝えてきてくれた

貴重な財産であるとともに、未来からの預かり

ものであると言えます。

近年の飛躍的な社会経済の進展に伴い生活の

利便性が向上する一方で、私たちの周りから、

「ふるさとの原風景」は失われてきています。

このため、「秋田県ふるさとの森と川と海の保

全及び創造に関する条例」を制定し、豊かな

「水と緑」に包まれたふるさと秋田を創造しつ

つ次の世代に引き継いでいくこととしています。

【課　題】
条例の趣旨を踏まえた、森林、河川、海岸等

の整備を進めるとともに、県民総参加による

「水と緑の秋田」の創造を図るため、多様な県

民運動を展開していく必要があります。

【施策の方向】
●県が実施・助成する事業に関する「水と緑」

への配慮の指針を定めます。

●森林、河川、海岸等について、健全な生態系

及び良好な景観の維持・回復等に向けた整備

を進めます。

●ボランティアによる森林整備や県民参加によ

る身近な自然環境の調査など、県民とともに

取り組む「水と緑の秋田」の創造に努めます。

県民が将来にわたって広く自然の恩恵を享受できるよう、豊かな
「水と緑」に包まれたふるさと秋田を創造します。
県民が将来にわたって広く自然の恩恵を享受できるよう、豊かな
「水と緑」に包まれたふるさと秋田を創造します。

５.「水と緑の秋田」の創造



県内自動車保有台数の推移 

資料：秋田県勢要覧 
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【課　題】
大気環境を現在の良好な状態のまま維持・保

全する必要があります。
また、ベンゼンなどの有害大気汚染物質につ

いては、今後より一層の対策が求められています。

【施策の方向】

固定発生源対策

●工場、事業場に対して排出抑制を指導すると
ともに、監視を継続します。

●一般環境大気測定局の適切な配置など、監視
体制の充実を図ります。

●有害大気汚染物質については、監視を継続し
ます。

移動発生源対策

●関係機関との連携を図りながら、発生源対策、
交通総量抑制対策、交通管理など、総合的、
計画的な道路交通対策を推進します。

●低公害車の積極的な導入を支援し、普及を図
ります。

●自動車排出ガス測定局の適切な配置など、監
視体制の強化を図ります。

【現　況】
大気環境は概ね良好な状態を保っています。

二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素及び浮

遊粒子状物質は、全測定局で長期的評価に基づ

く環境基準を達成しています。光化学オキシダ

ントは環境基準を達成していませんが、光化学

スモッグの発生はみられません。

人の健康を損なうおそれがあるベンゼンなど

の有害大気汚染物質については、調査を進めて

います。

32

第２節　環境への負荷の少ない循環を
基調とした社会の構築

１. 公害対策、化学物質対策
（１）大気環境

良好な大気環境を将来に継承していきます。良好な大気環境を将来に継承していきます。

大気汚染物質濃度（年平均値）の推移 

資料：環境政策課 

二
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（ppm） （mg/K） 
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第４章　環境保全に関する施策の展開

普及・啓発

●稲わらスモッグの発生防止のため、「稲わら

焼き禁止」の指導、普及・啓発を継続すると

ともに、循環利用を推進します。

●自転車、公共機関の利用に努めるとともに、

自動車の急発進・空ぶかしの自粛、アイドリ

ング・ストップなど、実行可能な大気汚染低

減策の普及・啓発を推進します。

大館 

大曲 

横手 

本荘 

能代東 

昭和 

茨島 

船越 

資料：環境政策課 

【
凡
例
】 
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主要地点の大気汚染物質濃度の推移 
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（２）水環境

a. 水質
【現　況】
河川や海域の水質は、全般に良好な状態を維

持していますが、都市部を流れる草生津川、猿

田川など一部の河川では、流域からの生活排水

などを原因とする水質汚濁がみられます。

十和田湖、八郎湖などの閉鎖性水域では、水

質環境基準が未達成となっている水域が多く、

特に八郎湖では干拓地を含む流域からの窒素、

リンの流入などにより、水質の富栄養化が進ん

でいます。

県内には温泉や休廃止鉱山からの流出水によ

り酸性化し、下流域に影響を与えている河川が

あります。特に田沢湖では、酸性河川である玉

川から導水しているため、湖水の酸性化が進行

していました。このため、玉川上流部において

酸性水の中和処理事業を実施し、田沢湖のpH

は回復しつつあります。

また、各種の化学物質は人の健康を脅かし、

生態系にも影響を与えるおそれがあることか

ら、県は工場、事業場からの排水や地下水の監

視を実施しています。

【課　題】
一部の都市河川や湖沼では、生活排水流入に

よる汚濁負荷の低減化など個別対策を実施し、

河川や湖沼本来の水質を取り戻す必要がありま

す。

温泉や休廃止鉱山からの流出水による河川の

水質悪化防止を図るとともに、下流域への影響

の監視・対策を継続する必要があります。

化学物質による地下水汚染が確認された地域

の監視を継続するほか、汚染が確認された地域

においては、飲用に使用しない対応をとるなど

の必要があります。

また、クリプトスポリジウムなど病原性微生

物による水道水の汚染防止対策を図る必要があ

ります。

【施策の方向】

汚濁防止対策

●下水道等（公共下水道や農業・漁業集落排水

施設、合併処理浄化槽など）の整備を促進し、

河川、湖沼の水質の保全に努めます。

●農薬、化学肥料の適正使用や環境に優しい農

法など「環境保全型農業」を推進し水質の保

全を図ります。

●公共用水域及び地下水に対する監視の継続と

監視体制の充実を図ります。

●工場、事業場などの排水や排水の地下浸透に

対する監視・指導を強化します。

●酸性河川の下流域への影響を監視し、適正な

汚染防止対策を推進します。

●化学物質等による地下水の汚染が確認された

地域においては、水道の整備とともに加入を

促進します。

●病原性微生物による汚染に対しては、ろ過施

設の整備などによる水道水の汚染防止を図り

ます。

良好な水質を維持し、環境保全上健全な水循環の確保に努めます。良好な水質を維持し、環境保全上健全な水循環の確保に努めます。

資料：環境政策課 
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第４章　環境保全に関する施策の展開

普及・啓発

●県民の環境保全意識の高揚に努め、生活排水
による汚濁負荷の低減を図ります。

●公共用水域などへのごみ投棄禁止啓発活動や
清掃運動などを推進します。

米代川水系地域 
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子吉川 

南沢 

横手川 
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主要地点の水質（BOD・COD）の推移 

１．十和田湖湖心 

1

２．八幡平橋 

1

４．十二所橋 

3

５．餅田橋 

3

６．鷹巣橋  

3

７．落合橋 

2

８．高長橋 

2

９．能代橋 

3

３．御山橋 

3

１．八郎湖湖心 

3

２．竜馬橋 

2

３．川尻橋 

2

１．田沢湖湖心 

1

２．南沢 

1

３．雄物川橋 

2

４．藤木上橋 

3

５．丸子橋 

3

６．玉川橋 

2

７．岳見橋 

2

８．秋田大橋 

2

９．開橋 

3

10．新旭橋 

3

11．面影橋 

3

１．長泥橋 

1

２．二十六木橋 

2

３．芋川橋 

2

４．本荘大橋 

3

５．象潟橋 

2

凡　　　例 

環境基準達成地点 

環境基準未達成地点 

環境基準達成河川 

環境基準未達成河川 

（平成13年度評価） 

資料：環境政策課 

年度 
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BOD（河川）・COD（湖）の75％値 
（mg/R） 

環境基準 
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b. 水循環
【現　況】
水は、大地への降水が土壌に保水され、表流

水や地下水と形を変えながら流下し、湖沼や海

域に流入していく過程で大気中に蒸発して再び

降水となるという、自然の循環を行っています。

そうした循環系のなかの河川や湖沼、地下水の

水資源が、多様な生態系を支えています。私た

ちも身近にある豊富な水資源から様々な恩恵を

受け、今日の郷土を築き上げてきました。

しかし、産業の発展や生活様式の変化により、

こうした自然の水循環系が変化し、一部河川で

の流量低下や地下水の枯渇を招き、湿地の消失

なども懸念されています。

【課　題】
私たちの生活は、様々な形で自然の水循環と

関わっています。水を使用することは水循環の

経路を変え、ダメージを与えることにもつなが

ります。

環境保全上健全な水循環系を確保するために

は、事業者はもとより県民一人ひとりが節水に

心懸け、水が有限の資源であることを理解する

ことが重要であり、自然の水循環系に配慮した

適正な水利用を図るとともに、水源かん養機能

を持つ森林や農地の保全を図る必要があります。

【施策の方向】
●水資源の有効活用を図るため、工場、事業場

などの指導を行います。

●水源かん養機能を持つ森林や農地を保全し、

維持・管理を推進します。

●河川や湖沼、湿地を保全するとともに、その

整備に当たっては生態系や自然の水循環に配

慮します。

●浸透設備による雨水の地下還元を図ります。

●環境教育、環境学習を推進し、節水意識の高

揚を図ります。
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蒸　発蒸　発 

蒸　発蒸　発 

水　田水　田 

降　雨降　雨 
降　雨降　雨 

湖沼湖沼 湧水湧水 

湿地湿地 

土壌土壌 

浸透浸透 

河川河川 

地下水地下水 

蒸　発 

蒸　発 

蒸　発蒸　発 蒸　発 

水　田 

降　雨 
降　雨 

湖沼 湧水 
流 

出 
流 

出 

湿地 

土壌 

浸透 

河川 

海 海 

海からの蒸発 

地下水 

樹木樹木 樹木 

水源かん養機能水源かん養機能 水源かん養機能 

水源かん養機能水源かん養機能 水源かん養機能 

水循環の概念
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（３）騒音、振動

【現　況】
騒音については全般に問題が少なく、比較的

静かな生活環境が保たれていますが、主要幹線

道路、工場周辺では影響がみられます。

自動車騒音の環境基準の全時間達成率は

60％程度（全国平均40％程度）にとどまって

います。また、秋田空港周辺の航空機騒音につ

いては環境基準を達成しています。

飲食店や家庭から発生する近隣騒音について

は、「近隣騒音防止指導指針」に基づき、苦情

処理や未然防止に努めています。

工場、事業場から発生する騒音に対しては、

必要に応じて市町村と協力しながら防止対策を

指導しています。

また、振動については例年苦情もほとんどな

く、良好な状態が持続しています。

【課　題】
自動車騒音については、総合的な道路交通対

策を実施するとともに、航空機騒音に関しては、

監視の継続が必要です。

飲食店営業や家庭生活に伴う近隣騒音をはじ

め、建設騒音、工場騒音についても指導を継続

する必要があります。

また、振動については、現在の良好な状態を

維持するため、監視を継続する必要があります。

【施策の方向】

防止対策

●主要幹線道路、空港周辺などの監視に努めます。

●自動車騒音について、関係機関との連携を図

りながら、発生源対策、交通総量抑制対策、

交通管理など総合的、計画的な道路交通対策

を推進します。

●飲食店営業に伴う深夜騒音や商業宣伝のため

の拡声機騒音については、使用制限や音量制

限などの規制を継続します。

●工場、事業場に対しては、必要に応じて市町

村と協力し、防止対策を指導します。

●低周波騒音の調査を実施するとともに、発生

源対策を推進します。

●都市の拡大を考慮し、土地利用の適正化を念

頭に置きながら規制地域、規制基準の見直し

を実施します。

普及・啓発

●ノーマイカーデーの普及など、全県的な運動

を推進します。

●学校教育での充実を図るなど、啓発活動を推

進し、生活騒音に対するモラルの向上を図り

ます。

静かな生活環境を確保します。静かな生活環境を確保します。

資料：環境政策課 

昼・夜のいずれかが超過 

全時間帯が達成 

全時間帯が超過 

（％） 

環境基準達成状況の推移（道路に面した地域） 

0
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13年度 12年度 

45.8

78.6

12.5

7.1 41.7

14.3
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第４章　環境保全に関する施策の展開

（４）悪臭

【現　況】
主な悪臭発生源は、畜舎、家庭生活、不適切

な屋外焼却など多様化しており、また、影響範

囲は局所的となっています。

悪臭苦情は、畜産業や農作業に対するものが

最も多く、宅地化の進行に伴う畜産農家と一般

住宅の混在が原因と考えられます。

県は悪臭濃度の測定を実施するとともに、

「悪臭防止法」に基づく規制地域を指定し、生

活環境の保全に努めています。

【課　題】
工場、事業場については、引き続き監視・指

導を実施する必要があります。

畜産業や農作業については、家畜排せつ物の

処理などの技術的対策を講じる必要がありま

す。

生活排水やごみの不適切な取扱いによる悪臭

など、家庭生活に起因した悪臭を防止するため、

近隣に配慮した生活意識の向上を一層促す必要

があります。

【施策の方向】
●工場、事業場に対しては、必要に応じて市町

村と協力し、防止対策を指導します。

●市町村や関係機関と協力して家畜排せつ物の

肥料化など、悪臭防止対策を推進します。

●農家や畜産業者に対して、悪臭解消の指導と

技術的援助を行います。

●悪臭防止の普及・啓発を推進します。

●悪臭の実態把握を継続し、規制地域の指定を

図ります。

悪臭のないさわやかな環境をつくります。悪臭のないさわやかな環境をつくります。

悪臭苦情件数（平成11～13年度） 

資料：環境政策課 

その他 
19％ 

家庭生活 
24％ 

サービス業 
10％ 

飲食店など 
9％ 

製造業 
13%

農業,畜産など 
25%
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（５）土壌環境

【現　況】
本県のカドミウム等による農用地の土壌汚染

の主な原因としては、鉱山からカドミウムなど

の重金属を含む抗廃水等が河川に流入し、利水

によって長い間に蓄積したことが上げられます。

その対策として、県内の汚染農用地

（1,610ha）のうち、97％について恒久対策

（客土等）を実施しており、原因となった休廃

止鉱山（248カ所）については、発生源対策を

実施しています。

また、汚染のおそれのある地域においては、

出荷前に食品衛生法に基づいた検査方法により

ロット調査を実施し、消費者に対して「安全・

安心な秋田米」を提供しています。

【課　題】
平成９年から11年における食糧庁のカドミ

ウム調査結果を受けて、平成12年度から農用

地土壌汚染防止法に基づいた再調査を実施して

います。

その結果、汚染地域が特定され次第、早期に

地域指定するとともに、恒久対策を実施する予

定です。

また、休廃止鉱山鉱害防止工事を強力に推進

するとともに、指定地域外についても監視を継

続する必要があります。

さらに、消費者ニーズに対応した「安全・安

心な農産物」の生産･流通体制を一層整備する

必要があります。

一方、工場跡地の再開発などに伴い、重金属、

有機塩素化合物等による地下水や土壌汚染が懸

念されます。土壌の汚染による人への健康や環

境への影響を防止するため、汚染防除対策を推

進する必要があります。

【施策の方向】
●米に関する細密調査等により重金属に汚染さ

れた農用地を特定するとともに、恒久対策を

推進します。

●休廃止鉱山や下流域の汚染状況の監視・汚染

防除対策を推進します。

●安全・安心な農産物の生産・流通体制の充実

を図ります。

●「土壌汚染対策法」に基づき、土壌の汚染が

判明した区域を指定、公示するとともに、汚

染の除去等を推進するための必要な措置を講

じます。

安全な土づくり・汚染土壌対策に努めます。安全な土づくり・汚染土壌対策に努めます。

区　　　分 恒久対策実施状況(ha)

農用地土壌汚染防止法に
実施面積　1,525

汚染農用地 基づく指定地域

1,610ha 1,555 ha
未完了面積　 30

13市町村　21地域

（17市町
未指定地域 実施面積　 34.5

31地域)
55 ha

10市町　12地域 未完了面積 20.5

汚染農用地における対策実施状況

農用地の汚染土壌の復元対策 

河川浄化対策河川浄化対策 

山元対策山元対策 排煙対策排煙対策 

転用転用 

排水対策排水対策 

土壌還元対策土壌還元対策 

河川浄化対策 

山元対策 排煙対策 

転用 

排水対策 

土壌還元対策 
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第４章　環境保全に関する施策の展開

（６）化学物質等

【現　況】
科学技術の進展や生活形態の多様化に伴い、

様々な化学物質が生産・使用され、様々なとこ

ろで環境中へ排出されています。多種多様な化

学物質の中には、その性状、環境への排出量に

より、生活環境、人の健康、生態系に多大な影

響を及ぼす可能性を有しているものもありま

す。

化学物質による環境汚染を未然に防止するた

め、県はダイオキシン類等の規制物質について

各種法令に基づき発生源の監視や指導を実施す

るとともに、環境の汚染状態について監視を行

っています。

内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）のよう

な未規制の物質については、環境濃度の実態把

握を行い、国内外の動向を注視しながら、適正

かつ迅速な対応策を検討しています。

【課　題】
規制・未規制にかかわらず有害化学物質の排

出実態、環境中の濃度を把握し、化学物質が人

の健康や生態系へ影響を及ぼすおそれを「環境

リスク」として評価を行い、未然防止の観点か

ら化学物質による環境リスクの低減と適切な管

理が図れるように総合的な対策を講じる必要が

あります。

【施策の方向】
●ダイオキシン類等の規制物質については法令

に基づく発生源の監視・指導を強化して排出

量の削減に努め、環境汚染の状況について監

視を継続します。

●化学物質の調査・研究体制を強化拡充し、関

係機関と協力して化学物質の総合的な調査・

研究を推進します。

●化学物質の地域における排出実態や生態系を

含めた環境汚染状況等を把握し、化学物質の

環境リスク評価に努めます。

●県民に対するわかりやすい化学物質情報の提

供に努めます。

●県、県民、事業者とリスクコミュニケーショ

ンを図り、自主管理の推進や条例等による規

制により化学物質の環境リスクの低減に努め

ます。

化学物質等による人の健康や生態系への影響の防止に努めます。化学物質等による人の健康や生態系への影響の防止に努めます。
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【現　況】
県内の一般廃棄物（ごみ）の排出量は、平成

12年度は474千トン（家庭系ごみ：315千ト

ン、事業系ごみ：159千トン）で、県民一人一

日当たりに換算すると1,080gとなっています。

種類別の内訳では、可燃ごみが67％、資源ご

みが13％、粗大ごみが2.4％を占めています。

リサイクル率は、平成９年４月に「容器包装

リサイクル法」が施行され、市町村においてガ

ラス製容器やペットボトルなどの分別収集が進

んでいることなどから年々上昇し、平成12年

度は16.9％となっています。

ごみ処理にかかる経費（処理施設建設費など

を除く）は、県民一人当たりに換算して年間約

7,600円ですが、ダイオキシン類対策など施設

の維持管理に要する費用が増加していることか

ら、市町村の負担が年々大きくなっています。

ごみ処理施設は、平成12年度末現在、中間

処理施設が36施設（焼却施設が20、粗大ごみ

処理施設が12、資源化施設が４）あります。

また、最終処分場が54施設ありますが、全体

の残余容量は2,628千�、残余年数は20.7年

となっています。

県民、事業者、行政が一体となってごみの減量化・リサイクルを
推進し、循環型地域社会を構築します。
県民、事業者、行政が一体となってごみの減量化・リサイクルを
推進し、循環型地域社会を構築します。

２. 廃棄物の発生抑制と循環的利用、適正処理の推進

（１）一般廃棄物

資料：環境整備課 

総排出量 県民一人一日当たり総排出量 

（千t/年） （g/人・日） 

県内ごみ排出量の推移 
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資料：環境整備課 県民一人当たりの処理経費 

（千円/人・年） 
県民一人当たりごみ処理経費の推移 
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資料：環境整備課 

（％） 
リサイクル率の推移 
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第４章　環境保全に関する施策の展開

【課　題】

発生抑制及びリサイクルの推進

循環型社会を構築するためには、県民、事業

者、行政が連携しながら、「3R」（リデュー

ス：発生抑制、リユース：再使用、リサイク

ル：再生利用）の取り組みを推進していくこと

が必要です。

ごみ処理施設の計画的な整備

ごみ処理施設の整備については、リサイクル

の一層の推進や環境への負荷の低減などの観点

から、広域的な処理体制を確保できるよう調整

し、計画的に進めていくことが必要です。

不法投棄等に対する監視・指導の強化

廃棄物のリサイクルや適正処理に向けた体制

が整いつつある中で、排出者の負担が増加する

ことにより不法投棄や不適正な処理の増加が懸

念されることから、監視・指導の強化を図って

いくことが必要です。

【施策の方向】
●循環型社会の形成を促進するため、廃棄物の

発生抑制、適正な循環的利用、適正処分の確

保を図る新しい各種制度の円滑な推進に努め

ます。

●国の「基本方針」を踏まえて策定された「秋

田県廃棄物処理計画」や市町村が策定してい

る「一般廃棄物処理計画」に基づき、“ごみ

ゼロあきた”を目指す地域主体の取り組みを

展開します。

●「秋田県ごみ処理広域化計画」、「秋田県リサ

イクル拠点施設整備構想」に基づき、ごみ処

理施設の計画的な整備を進めるとともに、適

切な維持管理の徹底を図ります。

●廃棄物の不法投棄や不適正処理を防止するた

め、市町村との連携のもとに、監視・指導の

強化を図ります。

ごみ種類別排出量（平成12年度） 

自家処理等 
4

粗大ごみ 
11不燃ごみ 

31
直接搬入ごみ 

45

資源ごみ 
63 可燃ごみ 

320

資料：環境整備課 
総量：474千t/年 

紙くず・生ごみ  
プラスチック類  
木くず・吸い殻など 

家具類・ふとん  
自転車など 

事業所などが処理施設 
や埋立処理場へ直接 
搬入するごみ 

缶・びん・新聞紙  
雑誌・段ボールなど 

小型電化製品  
スプレー缶・陶磁器  
ガラスなど 



【現　況】
県内の工場や工事現場などから排出される産

業廃棄物は、平成11年度で2,651千トン（農

業系を除く。）となっています。

地域別には中央地域が53％と最も多く、県

北地域が35％、県南地域が12％となっており、

業種別では製造業が最も多く、次いで電気・水

道業、建設業の順となっています。

最終処分量は1,109千トンとなっています

が、減量化や再生利用などを推進し、平成17

年度までには減量化率と再生利用率を71％に

高めることなどにより、最終処分量を平成11

年度の67％に当たる740千トンに削減するこ

ととしております。

資料：環境整備課 

県北の業種別排出量(平成11年度)

493
156

266
4 (単位：千t)

製造業 建設業 電気・水道業 その他 

県南の業種別排出量(平成11年度)
(単位：千t)

製造業 建設業 電気・水道業 その他 

100

192

31 10

県央の業種別排出量(平成11年度)
(単位：千t)

製造業 建設業 電気・水道業 その他 

712
307

372
9

地域別排出量 

920

1,399

332

920

1,399

332

資料：環境整備課 

製造業 建設業 電気・水道業 その他  

（千　） ト 
　ン 

業種別排出量の推移 

11年度 ８ ４ 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（1,486） 

（2,356） 

（2,651） 

（２）産業廃棄物

排出事業者、処理業者、行政の連携並びに県民の協力のもと、
減量化と適正処理を推進します。
排出事業者、処理業者、行政の連携並びに県民の協力のもと、
減量化と適正処理を推進します。
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資料：環境整備課 

 

（千　） ト 
　ン 

産業廃棄物の排出量並びに減量化量、 
再生利用量及び最終処分量の目標 

22　年度 1711
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（2,520） 
（2,640） （2,651） 

最終処分量 減量化量 再生利用量 

740 590

1,109

970
1,010

966

810 1,040

576
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【課　題】

発生抑制及びリサイクルの推進

循環型社会を構築するために、より一層の排

出抑制、再使用、再生利用等による廃棄物の減

量を推進する必要があります。特に、多量排出

事業者においては、処理計画の策定に当たり循

環的利用への取組みを促進する必要があります。

監視体制の強化と指導の徹底

不法投棄や不適正処理など、廃棄物処理全体

に対する県民の不信感や不安感を招く事例がみ

られます。このため、監視体制を強化するとと

もに、排出事業者、処理業者に対する指導の徹

底を図る必要があります。

処理施設の整備

産業廃棄物の処理施設は、地域住民に迷惑施

設と受け取られる傾向があり、新たな処理施設

の整備は困難になってきています。このため、

民間と公共関与による処理施設の機能分担を図

りながら処理施設の立地を推進する必要があり

ます。

特別管理産業廃棄物対策の推進

感染性廃棄物をはじめとする有害産業廃棄物

は、適正処理を確実に実施する必要があります。

特に、PCBを含む廃棄物については、その保

管・管理について、指導の徹底を図る必要があ

ります。

広域処理への適切な対応

廃棄物の移動の広域化や処理過程の複雑化、

更に不適正処理による環境への影響が広い範囲

に及んでいることから、北東北３県による広域

的な産業廃棄物対策を講じる必要があります。

【施策の方向】
●「秋田県廃棄物処理計画」に基づき、減量化

の推進、適正処理の推進、処理施設の確保な

どに努めます。

●廃棄物の排出の抑制及びその適正な処理を確

保するための知識及び意識の向上を図るため、

普及・啓発を推進します。

●産業廃棄物税制度や環境保全協力金制度など

の経済的手法を導入し、廃棄物の発生抑制や、

適正処理の促進を図ります。
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地球温暖化

人間活動に伴って排出される二酸化炭素など

の温室効果ガスにより、地球の平均気温が上昇

し、生態系などに深刻な影響を及ぼします。

オゾン層の破壊

太陽から放出される有害な紫外線を遮る働き

を持つオゾン層が、フロンなどにより破壊され、

人の健康や生態系などに影響を及ぼします。

酸性雨

化石燃料の燃焼に伴って生じる硫黄酸化物や

窒素酸化物によって酸性化した雨により、森林

の衰退や湖沼の酸性化、建造物への被害などが

懸念されます。

熱帯林の減少

熱帯林は気候の安定化、野生生物の種の維持、

土壌や水の保全に重要な役割を果たしていま

す。焼畑耕作の行き過ぎ、農地への転用、不適

正な商業伐採などにより熱帯林が急激に減少し

ており、様々な影響が懸念されます。

生物多様性の減少

人間活動による生息域の破壊、乱獲などによ

り野生生物種が急激に減少し、貴重な遺伝資源

の消失、生態系への影響が心配されています。

砂漠化

干ばつなど自然的原因のほか、過度な放牧や

耕作、薪炭材の過剰な伐採などの人間活動によ

り砂漠化が進行しています。砂漠化の影響を受

ける面積は、地球上の全陸地の約四分の一に達

しています。

環境問題は国境を越えて地球規模の広がりをみせており、地球環境を破壊し、ひいては人類の生

存をも脅かしつつあります。

地球環境問題は、人間の様々な経済活動や日常の活動そのものが原因となっています。将来世代

に良好な環境を継承していくためには、一人ひとりが地球環境の構成員であることを自覚するとと

もに、これを郷土の問題として意識し、問題解決のために積極的に取り組むことが必要です。

国は、地球環境問題への対応策を総合的に推進するため、「地球環境保全に関する関係閣僚会議

（平成元年）」、「“アジェンダ21”行動計画（平成５年）」、「生物多様性国家戦略（平成７年）」など

を決定しました。

各県は、地域の具体的な行動計画である「ローカルアジェンダ21」を策定するなど、各種の取組

を進めています。

地球環境問題
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海洋汚染

陸域からの汚染物質の流入、船舶からの廃棄

物の投棄、タンカー事故による油の流出などに

より、海洋環境に多大な影響を及ぼします。

有害廃棄物の越境移動

先進国で処分困難な有害廃棄物が、規制が緩

く処理費用のかからない開発途上国へ不法に搬

入・投棄され、環境汚染が生じています。

開発途上国の公害問題

多くの開発途上国では、工業化の進展に伴う

人口の増大と都市集中化などにより、かつて先

進国が経験したような公害問題に直面していま

す。これらに対処するため国際間の協力が求め

られています。
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【現　況】
地球温暖化とは、大気中の温室効果ガス濃度

の増大により、地表の温度が過度に上昇する現

象です。

温暖化の原因となる温室効果ガスの代表が二

酸化炭素であり、日本では温暖化に対する二酸

化炭素の直接的寄与度は90％以上に達してい

ます。二酸化炭素は主に石油、石炭など化石燃

料の燃焼によって放出されます。

地球の平均気温は、20世紀の間で0.6℃上昇

しており、この変動は過去１万年の間に例をみ

ない急激なものです。日本でも年平均気温は、

この100年間で約0.9℃上昇しています。

IPCCによる試算では、2100年の平均気温は、

1990年に比べ最高で5.8℃、最低でも1.4℃

上昇すると予測しています。この結果次のよう

な様々な影響が懸念されています。

生態系への影響

温暖化の進行による急激な気候の変化に対応

しきれず、多くの生物の絶滅が予想されます。

食料生産への影響

気温、降水量の変化により、地域によって生

産量が増減します。また、本県の主要な農産物

である米は、病害虫の被害や気象災害による品

質低下が懸念されます。

地球温暖化対策を推進し、エネルギーを無駄づかいしない社会を構築します。地球温暖化対策を推進し、エネルギーを無駄づかいしない社会を構築します。

１. 地球温暖化

日射 

大気 

赤外線 

太陽 

日射の何割かは地表
面及び大気によって
反射される。 

2

赤外線の何割かは温
室効果ガスによって
吸収され、再放射さ
れる。その結果地表
面と下層大気が温め
られる。 

5
日射は澄んだ空気を
通過する。 

1

日射のかなりの部分
は、地表面で吸収さ
れ、地面を温める。 

3 赤外線が地表面から 
放出される。 

4

温室効果の概念

⁄全世界から排出された温室効果ガスによる 
　地球温暖化への直接的寄与度（1992年現在） 

温室効果ガスによる直接的寄与度 

¤わが国が排出する温室効果ガスの 
　地球温暖化への直接的寄与度（1999年単年度） 

資料：環境省 
　注：このほか、 CFC、 HCFCが温室効果を有しているが、 気候変動枠組条約に基づく排出量の通報を義務付けられておらず、 
　　　確立された排出量データがないため除外した。 

その他　1.2％ CFC及びHCFC 
10.2％ 

一酸化二窒素 
5.7％ 

メタン 
19.2％ 

メタン 2.1％ 

一酸化二窒素 1.3％ 
HFC 1.5％ 

PFC 0.8％ 
SF6 0.6％ 

二酸化炭素 
93.7％ 

二酸化炭素 
63.7％ 
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国土への影響

海水面が0.09～0.88m上昇することにより、

東京、大阪などのゼロメートル地帯は水没する

おそれがあります。本県でも砂浜の消失が予測

されています。

健康への影響

マラリアなどの伝染病や熱射病の増加が懸念

されます。

【課　題】
地球温暖化の主な原因物質である二酸化炭素

は、経済活動や日常生活に伴うエネルギー消費

により排出されます。環境への負荷の少ない健

全な経済発展を図ると同時に、二酸化炭素の排

出抑制に努めることが必要です。

日常生活においても、エネルギーを無駄づか

いしない生活が求められています。

また、森林などの二酸化炭素吸収源の確保や

温暖化に関する科学的調査研究、化石燃料に依

存しない新エネルギー導入の推進、温暖化が進

行した場合に備えての適応技術の調査研究が必

要です。

【施策の方向】
●新エネルギーの導入、ライフスタイルの転換

など二酸化炭素の排出を極力抑制するための

効果的な対策を検討・推進します。

●二酸化炭素吸収源である森林の整備に努めま

す。

●温暖化防止及び温暖化適応技術に関する調査

研究の推進を図ります。

わが国の温室効果ガスの総排出量の推移 

0

400

200

基準年 １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００（年度） 

600

800

1,000

1,200

1,400

資料：環境省 

（
単
位
　
百
万
ト
ン
Ｃ
Ｏ
２
換
算
） 

SF6　 六ふっ化硫黄 

PFCs  バーフルオロカーボン 

HFCs ハイドロフルオロカーボン 

N2O　一酸化二窒素 

CO4　メタン 

CO2　二酸化炭素 
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【現　況】
オゾン層は、地上から10～50km上空の成層

圏にあり、太陽光に含まれる有害紫外線を吸収

する働きがあります。フロンなどの排出により

オゾン層が破壊され、地上への紫外線到達量が

増大することによって、人の健康や生態系に影

響を及ぼします。

昭和60年には「オゾン層保護のためのウィー

ン条約」、昭和62年には「オゾン層を破壊する

物質に関するモントリオール議定書」が採択さ

れ、フロンなどオゾン層破壊物質の生産・消費

の段階的な、削減を行うことが合意されました。

国は「特定物質の規制などによるオゾン層の

保護に関する法律（昭和63年）」を制定し、特

定フロンに関しては平成７年末に生産が全廃さ

れました。

さらに平成13年６月に「フロン回収破壊法」

を制定し、フロン類の回収・破壊の促進等に関

する制度や、国、地方公共団体、事業者等の責

務を定めました。

県は「秋田県フロン回収推進協議会」を開催

し、事業者との情報交換に努めています。また、

平成８～13年度に国の「フロン破壊モデル事

業」を受けて、ロータリーキルン法によるフロ

ンの破壊処理試験を行った結果、充分な処理が

できることを確認しました。

【課　題】
「フロン回収破壊法」や「家電リサイクル法」、

「自動車リサイクル法」の制定により、エアコ

ンや冷蔵機器などのフロン回収が義務づけられ

ましたが、このほかに、建築用断熱材、消火器、

除湿器などのフロン類が使われている製品につ

いての回収体制の確立が必要です。

また、代替フロンは温室効果ガスとしての性

質を持つことから、脱フロン化に向けた研究・

開発などの対策が必要です。

【施策の方向】
●法律に基づいた回収・破壊の体制を堅持し、

関係箇所と協議をしながらフロン類の大気へ

の放出を抑制します。

●フロン以外のオゾン層破壊物質についても回

収・処理方法の検討を行います。

フロンなど、オゾン層破壊物質の適正な回収・処理を促進します。フロンなど、オゾン層破壊物質の適正な回収・処理を促進します。

２. オゾン層の破壊
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1979年10月、2000年10月の月平均オゾン全量の南半球分布

オゾンホール図

1979年10月 2000年10月
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【現　況】
酸性雨（霧、雪を含む）は、pH5.6以下の酸

性降下物で、化石燃料の燃焼により生じる硫黄

酸化物や窒素酸化物などが雨滴に取り込まれた

ものです。その影響は、原因となる硫黄酸化物

等の発生源から数千 km まで離れた地域にまで

及び、原因物質の沈着により、広範囲の湖沼、

森林などの生態系や遺跡などが被害を受けます。

県は平成２年度から監視を実施しており、全

県で酸性雨が確認されていますが、現在のとこ

ろ被害の報告はありません。

【課　題】
酸性雨の原因物質である硫黄酸化物や窒素酸

化物の排出抑制が必要です。

また、被害が顕在化してから対処するのでは

遅いことから、酸性雨の監視や森林などへの影

響に関する現況調査・研究を継続する必要があ

ります。

【施策の方向】
●自動車、工場などからの酸性雨原因物質の排

出抑制対策を推進します。

●森林の監視、影響調査などを継続し、適正な

対策を推進します。

酸性雨の監視・研究を通して、森林などへの被害の未然防止に努めます。酸性雨の監視・研究を通して、森林などへの被害の未然防止に努めます。

３. 酸性雨

酸 性 雨 の 状 況  

大館 

横手 

秋田 
4.4

4.6

4.8

5.0

5.2

5.4

5.6

１３ １２ １１ １０ ９ 平成８ 

4.4

4.6

4.8

5.0

5.2

5.4

5.6

１３ １２ １１ １０ ９ 平成８ 

4.4

4.6

4.8

5.0

5.2

5.4

5.6

１３ １２ １１ １０ ９ 平成８ 

（pH） 

（pH） 

（pH） 
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【現　況】
国は開発途上国への人材派遣、開発途上国か

らの研修員の受け入れ、国際会議の開催、技術

協力、交流などを通して、地球温暖化、酸性雨、

海洋汚染、砂漠化などの地球環境問題解決のた

めに国際協力を行っています。

県は中国への環境調査団派遣、技術者受け入

れなどを通して国際協力を進めています。

【課　題】
開発途上国では、公害が深刻な問題となって

おり、公害の抑制・未然防止に関する技術交流

を積極的に進める必要があります。

地球環境問題はその性質上、国際的な取組が

不可欠なことから、本県でも交流基盤の整備が

必要です。

【施策の方向】
●技術研修員の受け入れや専門家の派遣など、

開発途上国との技術交流を進めます。

●環境保全に関する国際的なネットワークづく

りの推進など、交流基盤を整備します。

海洋汚染や砂漠化など国境を越えた環境問題への取組に、積極的に協力します。海洋汚染や砂漠化など国境を越えた環境問題への取組に、積極的に協力します。

４. 国際協力
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【現　況】
私たちは日常生活の中で、直接的、間接的に

環境に負荷を与えており、地球温暖化など、今

日の環境問題の大きな要因となっています。良

好な生活環境を保全するためには、私たちがこ

のことを正しく理解し、ライフスタイルの見直

しや地域の環境保全活動への積極的な参加な

ど、環境に配慮した行動を起こすことが大切で

す。

平成14年度の県民意識調査によれば、県民参

加によって活発な環境保全活動が行われている

と感じている人は32％に止まっており、その

ような社会を実現するために優先的に取り組む

べき課題に、43％の人が環境教育・学習の推

進による意識の醸成の必要性を挙げています。

県では、「体験を通じて学び、考える」機会の

提供を基本としながら、子ども達を対象とした

体験型環境教育の推進や講師派遣などを通じた

地域の環境学習の活性化等に取り組んでいるほ

か、副読本・パンフレットの作成や環境イベン

トの開催などを通じて、県民の、環境を大切に

思い、行動する意識の醸成に努めています。

１. 環境教育、環境学習の推進

環境問題の正しい理解を通して、一人ひとりの環境に配慮する
意識を醸成します。
環境問題の正しい理解を通して、一人ひとりの環境に配慮する
意識を醸成します。

資料：平成１４年度秋田県民意識調査 

ある程度行われている 

どちらともいえない 

あまり行われていない 

44.6％ 44.6％ 

10.7％ 10.7％ 1.6％ 1.6％ 

30.5％ 30.5％ 

9.5％ 9.5％ 

3.1％ 3.1％ 

無回答 

行われていない 
55.3％ 

行われている行われている 
32.1％ 

行われている 
32.1％ 

平成14年度県民意識調査「県民参加による環境保全活動への取組み状況」 

行われていない 行われている 
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第４章　環境保全に関する施策の展開

【課　題】
環境教育、環境学習などが県内各地で行われ、

空き缶やごみの散乱防止などに効果を上げてい

ますが、これらの環境保全活動をさらに拡大す

るためにも取組の一層の強化を図る必要があり

ます。特に、次世代を担う年齢層への環境教育

は必要性も高く、その効果が大きいと考えられ

ることから、重点的に取り組んでいく必要があ

ります。

また、環境の保全に重要な役割を担うリーダ

ーを養成し、地域や家庭における環境配慮の促

進を図るとともに、その人材の活用等によりさ

らに次代のリーダーを養成する仕組みづくりが

求められています。

さらに、県民の環境学習意欲に応えるための

施設や教材等の充実を図るとともに、環境情報

の積極的な提供を通じて、県民の環境保全に関

する実践意欲を喚起する必要があります。

【施策の方向】
●県民の知識や経験等を活用し、小・中・高の

各段階に即した体系的な環境教育の構築を図

ります。

●「こどもエコクラブ」や「緑の少年団」の普

及・育成を図るとともに、北東北３県連携に

よる「子ども環境サミット」への参加促進な

どを通じて、体験型の環境教育の充実を図り

ます。

●環境カウンセラーや自然観察指導員など、地

域の環境学習や実践活動をリードする人材を

育成します。

●環境学習の機会の創設や講師派遣などを通し

て、環境学習の活性化を図ります。

●副読本、教材、教育プログラムの作成・配布

を推進するとともに、環境白書やホームペー

ジなどを通じて積極的に環境情報を提供しま　

す。

●マスメディアを活用した広報活動の充実に努

めます。

● 県民、事業者、行政が一体となった 
　 環境保全活動を活発にする 

● 県民、事業者、行政が一体となって、 
　 二酸化炭素の削減など地球温暖化の 
　 抑制に努める 

● 研修会の開催などにより、環境保全 
　 活動を行うボランティアを増やす 

● その他 1.8

4.7

21.1

51.0

43.3

34.9

24.7

● 無回答 

● 環境学習などにより環境に対する 
　 関心を高める 

● 風力や太陽光などの新エネルギーの 
　 利用量を増やす 

平成14年度県民意識調査「環境保全活動に対する優先的取組課題」 

資料：平成１４年度秋田県民意識調査 

0 10 20 30 40 50 60
（％） 
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【現　況】
今日の環境問題は、その多くが私たちの日常

の生活や通常の事業活動を主因とし、不特定多

数の人が原因者となり、そして被害者ともなっ

ていることに特徴があります。

中でも、地球温暖化などは、私たちには実感

を伴いにくい環境問題ですが、人類の生存基盤

にも大きな影響を及ぼしかねない問題であるこ

とを一人ひとりが認識し、大量生産、大量消費、

大量廃棄を基調とした社会経済システムやライ

フスタイルから脱却することが求められていま

す。

県内では、こうした問題を直視する県民等に

よって様々な環境保全活動が行われていますが、

その多くは特定の人や限られた地域での活動に

止まっているのが現状です。

【課　題】
様々な環境問題を解決し、本県の恵まれた環

境をより豊かなものとして将来の世代に継承し

ていくためには、県民一人ひとりが価値観とラ

イフスタイルを見直すとともに、事業者も事業

活動における環境への負荷の軽減に率先して取

り組むなど、全ての県民がそれぞれの立場で、

環境に配慮した自主的行動を実践していくこと

が必要です。

また、こうした自主的行動を、より広範で実

りあるものとするため、その実践団体等の交

流・連携を図るとともに、手を携えて行動して

いく仕組みづくりが必要です。

【施策の方向】
●環境あきた県民フォーラムの支援などを通じ

て、各主体間の連携を促進するとともに、県

民が率先して環境保全活動を展開する気運を

醸成します。

●環境美化運動、ごみ減量化・リサイクル運動

など、環境保全活動の実践の機会を提供しま

す。

●ボランティアなど民間団体への支援を行いま

す。

●県内のエコビジネスを育成します。

●各主体を結ぶ情報ネットワークを構築し、情

報提供を促進します。

●環境に配慮したライフスタイルの普及・啓発

に努めます。

●県は、ISO認証取得事業所として、率先して

事務・事業における環境配慮を行います。

県民、事業者、民間団体、行政が協力・連携し、環境に配慮した
自主的行動を実践する地域社会を自指します。
県民、事業者、民間団体、行政が協力・連携し、環境に配慮した
自主的行動を実践する地域社会を自指します。

２. 環境に配慮した自主的行動の促進

連
携
と

役
割
分
担

共に考え、共に決め、共に行動するための
推進母体（環境あきた県民フォーラム）

全国に誇れる

「循環を基調とした環境あきた」
の実現

行　政
（県、市町村）

支援

全国に誇れる

「循環を基調とした環境あきた」
の実現

環境あきた県民フォーラム

県　民 企　業

参
加

参
加
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第４章　環境保全に関する施策の展開

【現　況】
酸性雨や十和田湖の水質悪化、産業廃棄物の

広域移動に伴う不適正処理にみられるように、

本県の抱える環境問題の中には行政区域を越え

た広がりを持つものがいくつかあります。

また、地球温暖化など広域かつ複雑な問題に

対しては、本県単独で対策を講じるだけでは、

根本的な問題の解決になりません。

このことを踏まえ、個別の課題に関わる県間

連携が推進されているほか、青森、岩手、秋田

の北東北３県知事サミットでは、協力して環境

問題の解決に取り組んでいくことなどが合意さ

れ、様々な連携事業が行われています。

さらに、北海道や新潟県などを含めたより広

域的な範囲の連携についても具体的な連携の手

法などについて検討が進められています。

【課　題】
広域化・複雑化している環境問題の解決に向

けて、東北各県、首都圏、国との情報交換や協

力体制の確立など、積極的な対応が必要です。

また、首都圏等からの廃棄物の搬入抑制や、

県域を越えた廃棄物の不法投棄の防止のために

は、北東北３県を中心に広域的な協力体制を構

築していく必要があります。

【施策の方向】
●北東北３県知事サミットの合意により設置し

た「北東北環境フォーラム」を通じて、連携

による環境保全対策の充実を図ります。

●酸性雨など、実態把握等に広域の取組を必要

とするテーマについては、県間連携による調

査・研究等に積極的に参加します。

●行政区域を越えた環境問題、地球規模の環境

問題に広域的に取り組むため、国や県内外の

自治体との協力体制を強化します。

行政間の広域的な協力体制を構築します。行政間の広域的な協力体制を構築します。

３. 広域的な協力体制の確立
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第５節　共通的・基盤的施策の推進

１. 環境影響評価の推進

【現　況】
環境影響評価（環境アセスメント）は、各種

開発事業の実施に当たって、公害の未然防止と

自然環境の保全を図るため、事前に環境への影

響を調査・予測・評価する制度です。

国は、平成９年６月に「環境影響評価法」を

制定し、新しい環境アセスメント制度を法制化

しました。

県では、平成６年に「秋田県環境影響評価に

関する要綱」を定めて、数種類の対象事業につ

いて環境アセスメントを実施する制度を運用し

てきましたが、平成12年７月に「秋田県環境

影響評価条例」を制定しました。

「秋田県環境影響評価条例」は、「環境影響

評価法」との整合を図りつつ本県の地域特性を

考慮して対象事業（廃棄物最終処分場、レクリ

エーション施設、畜産施設等18種類）、評価項

目や手法、実施手続等を定めており、現在はそ

の適正な運用に努めています。

【課　題】
私たちには郷土の豊かな自然環境を将来に継

承していく義務と責任があります。

環境アセスメント制度は、環境汚染を未然に

防止し、郷土の良好な環境を保全するための共

通的・基盤的な施策であることから、この制度

の充実・強化を図る必要があります。

【施策の方向】
●環境アセスメントに関する審査・指導の充実

に努めるとともに、情報の収集や技術的手法

の見直しを図ります。

●各種事業について、環境アセスメント手続に

おける環境保全についての住民意見や知事意

見が事業計画に適切に反映され、その結果、

本県の良好な環境が保全されるよう努めます。

●現行の環境アセスメントの対象である個別事

業の実施段階より早い段階（政策や計画を検

討する段階）で行う環境アセスメント制度

（戦略的環境アセスメント制度）の導入の可

能性について検討を行います。

事業の構想

よりよい事業計画

総合的に判断

環境アセスメントとは

いろいろな観点から検討

●安全性

●必要性

●採算性

環境
アセスメント
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第４章　環境保全に関する施策の展開

２. 規制的手法の充実

【現　況】
環境保全を目的とした法律には、①自然環境

や歴史的、文化的遺産の保全を目的とした「自

然環境保全法」、「自然公園法」、「森林法」、「文

化財保護法」など、②公害発生源の規制では

「大気汚染防止法」、「水質汚濁防止法」、「ダイ

オキシン類対策特別措置法」など、③廃棄物対

策として「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

などがあります。

県では「秋田県自然環境保全条例」、「秋田県

文化財保護条例」、「秋田県公害防止条例」など

の県条例のほか、市町村条例、大規模工場との

公害防止、環境保全に関する協定などにより規

制・指導を行っています。

これらの規制的手法は、環境へのマイナス要

因を直接規制することから、自然環境保全や公

害の防止に大きな効果を発揮しており、将来に

わたって有効な手法です。

【課　題】
近年の環境問題は、いわゆる公害だけでなく、

個人の日常生活に起因する問題が増加してお

り、条例の制定や見直しに当たっては、地球環

境の保全に関する国内外の動向にも配慮するな

ど、時代の趨勢に合わせて適切に対処する必要

があります。市町村は郷土の環境問題を様々な

角度から見直し、地域特性に応じて適正に対処

することが必要です。

また、「国土利用計画法」に基づく土地利用

基本計画、「都市計画法」に基づく用途地域な

ど、土地利用規制については地域の自然・社会

特性を踏まえながら、都市的土地利用と自然的

土地利用の適正な配置・組合せを行い、調和の

とれた土地利用を推進する必要があります。

【施策の方向】
●必要に応じて条例、要綱などの整備・見直し

を実施するとともに、市町村条例の整備・見

直しの支援を行います。

●法令等に基づく各種の基準を厳正に運用し、

工場・事業場に起因する環境負荷の軽減を図

ります。

●土地利用については、地域特性を十分考慮し、

各種の土地利用関連法令、指導要綱などの的

確な運用と適正な見直しにより、自然環境の

保全及び公害の防止を図り、持続的発展が可

能な県土の利用に努めます。



60

３. 誘導的手法の導入

【現　況】
私たちが排出するごみの処理や、生活排水に

よる水質汚濁対策などには毎年膨大な費用を支

出しています。これらの身近な問題に加え、地

球温暖化など、今日の環境問題の多くは、通常

の事業活動や私たち一人ひとりの日常生活が主

因となっています。

これらの問題は、事業者の姿勢や個人の価値

観に起因するため、解決のために規制的手法を

用いるだけでは限界があり、様々な手法を組み

合わせながら、その解決やより豊かな環境あき

たの実現に取り組んでいます。

経済的手法もその一つで、「秋田県公害防止

設備資金融資制度」による中小企業の環境対策

の支援・助成などを行っていますが、平成16

年1月からは産業廃棄物の発生抑制及び再生利

用や適正処理の促進を主な目的とした「産業廃

棄物税制度」や「環境保全協力金制度」につい

ても本県を含む北東北３県が歩調を合わせて導

入することとしています。

また、県民や事業者の環境保全活動を評価す

るための褒賞制度なども、自主的な環境保全活

動の意欲を喚起する上で効果的と考えられるこ

とから、環境大賞の表彰事業なども実施してい

ます。

【課　題】
今日の様々な環境問題の解決や、本県の恵ま

れた環境をより豊かなものとしていくために

は、県民や事業者、行政などがそれぞれの立場

でその必要性を自覚し、率先して行動していく

必要があります。

こうした気運の醸成に向けた啓発事業は、引

き続いて推進する必要がありますが、そのほか

にも、事業者や個人の環境の保全への真摯な取

組に対する資金援助や技術支援、功績に報いる

制度の充実などを図るとともに、それらの手法

の組合せ（ポリシー・ミックス）を通じて、環

境の保全に向けた県民の行動意欲を喚起するこ

とが必要です。

【施策の方向】
●県民の自主活動や事業者の環境対策を効果的

に支援するため、融資・助成制度の充実や情

報の積極的な提供に努めます。

●産業廃棄物の発生抑制及び再生利用や適正処

理の促進を目的とした産業廃棄物税制度や環

境保全協力金制度の円滑な施行を図ります。

●県民や事業者等による環境保全活動を県民の

視点で評価する制度を創設します。

●エコ商品の開発に関する技術支援や公共事業

等への適切な活用などを通じて、県内の環境

事業の活性化を図ります。

●イベントの開催や環境情報の提供などを通じ

て、県民や事業者の自主的な環境保全活動を

広く紹介します。
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第４章　環境保全に関する施策の展開

４.環境マネジメントシステムの普及・推進

【現　況】
環境マネジメントシステムは、自主的行動を

支援する方法の一つであり、その国際規格であ

るISO14001が発行されました。

これは、従来の公害防止に対する法規制への

対応や周辺住民の苦情対策から一歩踏み出し、

事業経営全般について環境配慮の要素を取り入

れ、環境対策の推進について自らが方針・目

的・目標を設定し、期限を定めて実行・見直

し・改善を継続していくもので、環境への負荷

低減に極めて有効な手法です。

ISO14001の認証取得は、環境への配慮とと

もに、企業のイメージアップが図られ、ビジネ

ス上も有効であることから、取得する事業者数

は増加しています。しかしその一方で、多くの

労力や時間を要することなどから、そのほとん

どを大企業が占めているのが実態です。

【課　題】
環境への負荷を軽減し、循環を基調とした社

会を構築するためには、中小企業を含む全ての

事業者の環境に配慮する意欲を喚起する必要が

あります。

そのためには、ISO14001の認証取得を促進

する一方で、負担が軽く、かつ環境配慮への意

欲が湧く本県独自の制度を創設するなど、新た

な視点からの取組が必要です。

【施策の方向】
●環境マネジメントシステムに関する情報を県

民、事業者等に積極的に提供します。

●環境保全に関する県内企業等の取組を県民の

視点で評価する新たな制度の創設を検討しま

す。

PolicyAction

PlanCheck
Do

環境方針環境方針 

計画計画 
点検及び点検及び 
是正処置是正処置 

経営層による経営層による 
見直し見直し 

実施及び運用実施及び運用 

PolicyAction

PlanCheck
Do

環境方針 

計画 
点検及び 
是正処置 

経営層による 
見直し 

実施及び運用 

●環境目的、環境目標 
●環境管理プログラムなど 

●計画の実行 
●教育、訓練 
●情報伝達、文書管理 

●目標の達成度評価 
●目標の見直し 

●環境負荷の軽減 
●管理レベルの向上 

●監視　　　●記録 
●内部監査 

継続的改善 

審査審査 審査 
『審査（第三者認証）』 
   ●環境マネジメントシステムが、規格に 
　　適合しているかどうかを調べること 
   ●審査登録機関が実施 

導入のメリット 
1.「環境パスポート」の取得 

2.「グリーン調達」への対応 

3. 販路の拡大 

4. 企業のイメージアップ、社会的評価の拡大 

5. 環境調和型企業としての経営基盤の確保 

6. 潜在的環境リスクの認識と抑制 

7. 従業員の意識改革と着実な作業の推進 

環境マネジメントシステム 
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５. 環境に配慮した社会資本の整備

【現　況】
快適な生活環境を確保するためには、住宅を

はじめとして下水道などの社会資本整備が重要

です。

最近では環境対策を施した道路整備、水資源

の保全やゆとり空間の創出を考慮した河川改修

など、環境に配慮した社会資本整備が求められ

ています。特に、都市部における快適環境の創

出は今後の重要な課題です。

【課　題】
道路、河川、下水道、公園・緑地、住宅など

の社会資本の整備に当たっては、環境に配慮し、

自然との調和・共存を図るなど、自然環境の適

正な保全に努める必要があります。

【施策の方向】
●郷土らしさを継承する街並の形成を通じて、

秋田のかおりがする郷土づくり事業を推進し

ます。

●都市の緑とゆとり空間の保全・創出事業を推

進します。

●郷土の歴史的、文化的遺産を守り、後世に継

承していくための事業を推進します。

●きれいで豊かな水資源の保全事業を推進しま

す。

●環境に関する教育・学習ができる施設整備を

推進します。
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第４章　環境保全に関する施策の展開

６. 監視・測定体制の充実

【現　況】
県は「自然環境保全基礎調査（緑の国勢調査）」

などにより県内の動植物分布状況の把握に努め

ています。

また、地域環境を保全し、住民の健康を守る

ため、大気汚染や河川・湖沼・海域・地下水の

水質汚濁、土壌汚染などについて、県内各地で

監視・観測を継続しているほか、大規模な工場

とは協定を締結するなど、工場・事業場に対す

る監視指導に当たっています。

廃棄物の不法投棄に対しては、市町村、警察

本部等の関係機関などとの連携のもと監視・指

導に当たっているほか、平成13年３月に制定

した「ポイ捨て禁止条例」に基づき、空き缶等

の散乱の防止に努めています。

【課　題】
地球環境問題や化学物質による汚染など、将

来の郷土をおびやかす環境問題を視野に入れ、

監視・測定体制の充実に努める必要がありま

す。

近年は、貴重な動植物の不法採取、ごみの不

法投棄にみられるように、個人のモラル欠如に

よる環境問題が増加していることから、監視体

制の強化が必要です。

【施策の方向】
●テレメーターシステムの整備など、監視・測

定オンラインネットワークの充実を図ります。

●酸性雨や地球温暖化、化学物質等に関する監

視や情報交換に係る国内外のネットワークに

参加します。

●東北各県などとの連携によるスカイパトロー

ルの実施など、県境を越えた廃棄物の不法投

棄の防止に努めます。

●地域住民の協力を得ながら、自然保護、ごみ

不法投棄などに対する環境監視体制の充実・　

強化を図ります。
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７. 環境汚染事故に対する迅速な対応

【現　況】
県では日頃から、工場・事業場の立入検査を

行い、各種基準の遵守や公害事故の未然防止な

どの指導に努めていますが、作業上の不注意な

どによる油の流出事故が後を絶たないほか、時

として住民の健康や生活環境に重大な影響を及

ぼしかねない大きな事故も発生しています。ま

た、地震等の天災による環境汚染事故への備え

も必要です。

このような事故時において、環境への影響を

最小限にくい止めるため、県では、国等の関係

機関と連携しながら、迅速に対応するための日

頃の訓練や連絡体制の整備等を行っています。

また、工場・事業場に対しては、日頃の管理

体制の強化などについて、指導を行っています。

【課　題】
環境汚染事故の未然防止や発生時の迅速な対

応を図るため、工場・事業場における日頃の従

業員教育や管理体制の強化を一層促進する必要

があります。

また、県や市町村においても、庁内体制の整

備や関係機関との連絡網の整備、日頃の訓練な

どを適切に行い、万一の事故に備える必要があ

ります。

【施策の方向】
●環境汚染事故の未然防止を図るため、工場・

事業場における日頃の従業員教育や管理体制

の強化を促進します。

●本県の環境質を取り巻く状況の変化などを考

慮しながら、環境汚染事故発生時の対応マ

ニュアルを適切に見直します。

●環境汚染事故に迅速に対応するため、日頃か

ら訓練を実施します。



第５章

環境保全に関する
重点プロジェクトの推進

秋田県の目指すべき環境像を踏まえ、環境
の現況と課題の中から、具体的成果を上げる
必要のあるもの、あるいは着実に取り組んで
いかなければならない課題を「重点プロジェ
クト」として取り上げます。
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第１節　生物多様性の確保

【現状と課題】
本県は、平成５年に世界遺産に登録された白

神山地をはじめ、十和田八幡平国立公園、鳥海

国定公園、栗駒国定公園、男鹿国定公園などの

多様で多彩な自然環境に恵まれています。しか

しながら、豊かな自然が残されている本県にお

いても、近年の社会・経済システムや生活スタ

イルの変革により自然環境に様々な改変が加え

られ、県内に生息・生育する野生動植物にも大

きな影響が及んでいます。

多様な野生動植物が生息・生育する自然環境

を保全することは、我々が安全で安心な社会生

活を送るための基盤を確保することにつながり

ます。そのため、県では平成12年に生物多様

性の保全の総合的指針となる「秋田県生物多様

性保全構想」を策定するとともに、平成14年

には「秋田県の絶滅のおそれのある野生生物

2002 秋田県版レッドデータブック」を刊行し、

生物多様性の保全施策の充実とその重要性の普

及啓発に努めています。

【施　策】

生物多様性の保全

●秋田県版レッドデータブック掲載種など、希

少な種やその生息・生育地の保全に努めます。

●「民有林緑の回廊」の形成や鳥獣保護区の指

定を通じて、大型動物や渡り鳥等の移動・分

散経路（生物回廊）の確保・形成を図ります。

●里山・草地などの二次的自然の維持・保全に

努めます。

●里山などとの連続性を持つ耕地生態系、都市

生態系の保全、創出を推進します。

●県自然環境保全地域の新規指定を行なうとと

もに、既自然環境保全地域の再検討を行いま

す。

●国定公園及び県立自然公園の公園計画の再検

討を行います。

情報の整備・提供

●生物多様性データバンクの整備・拡充を行う

とともに、情報提供体制の整備を図ります。

●秋田県版レッドデータブックの見直しを行な

うとともに、レッドリスト掲載分類群数の増

加を図ります。

調査・研究・支援体制の整備

●自然環境保全地域等調査や鳥類分布調査等に

より、県内の野生動植物に関する調査・研究

及びモニタリング体制の整備を図ります。

●生物多様性の保全を支援する「生態系研究機

構（仮称）」の設置、関係調査研究機関との連

携に努めます。

●県内外の関係機関との協力体制の構築に努め

ます。
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第５章　環境保全に関する重点プロジェクトの推進

【施策目標】

項　　　目 単　位
現　　状 平成２２年

年 （２０１０年）

自然環境保全地域等の指定数 地　域 １３ １９ ２５

レッドリスト作成分類群数 群 １３ ８ １２

 

生 物 多 様 性 の 保 全  

生　物　多　様　性 

秋田県生物多様性保全構想 

生態系の多様性 

生態系及び生息地の保護 野生動植物の保護管理 

種 の 多 様 性 遺伝子の多様性 

保護地域の 
設置指定 

自然環境保全地域の指定 
鳥獣保護区の指定 
民有林緑の回廊の形成 
自然公園の適切な管理等 

生物の生息・生育 
環境の維持、保全、 
復元 

自然環境保全 
地域等調査 
鳥類分布調査 
等 

生物多様性 
データバンク 

生態系研究機構 
（仮称） 

二次的自然 
環境の保全 

自然環境の調査、 
モニタリング 

ＲＤＢ種の 
保護・保全 

野生動植物の 
適正な管理 

移入種 
対策 

施策への反映 

データ集積 

技 術 開 発 
 

情報のフィードバック 

調 

査 
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第２節　自然と人が共存した持続可能な
農業、林業、漁業の推進

【現況と課題】
農地は作物を育むだけではなく、独自の生態

系を形成し、昆虫類、両生頬など身近な生物の

生息地となっているとともに、美しい田園風景

を形成し、洪水防止や水源のかん養など多くの

環境保全機能を持っています。

また、森林も林産物の供給に加え、水源かん

養、生物多様性の維持などの環境保全機能を持

ち、地球温暖化防止にも役立っています。

これら農地・森林の環境保全機能等を維持す

るためには、適正な営農と管理が必要です。特

に、農業水利施設の適切な整備・更新と本県の

森林の約50％を占めるスギ人工林を健全な森

林に育成していくため、一層の間伐が必要です。

長い間、人間は農林漁業を通して自然と共存

し、自然環境を保全しながらその恵みを享受し

てきました。

しかし、高度経済成長とともに省力化や経済

性を重視するあまり、農薬、化学肥料への過度

な依存、人工林化が進み、農山村の環境は大き

く変貌しています。また、高齢化や過疎化の進

行に伴い、後継者がいない山間地では農地放棄

や森林荒廃が問題となっています。

また、主要魚介類の水産資源は、ハタハタな

ど一部の魚種では資源の回復が認められるもの

の、海洋環境の変動や過剰な漁獲の影響などに

より、依然として低水準にあります。

このような農林漁業の状況は、郷土の自然環

境に重大な影響を及ぼすおそれがあります。

これらの問題を解決するためには、後継者の

育成や担い手に対する各種支援などを通じ、農

山漁村の持つ環境保全機能を維持していくため

の仕組みづくりが必要です。特に林業について

は、植林から伐採まで長い年月を要するため、

経済的側面を重視するだけではなく、自然環境

を保全する観点からの位置づけが必要です。

漁業については、資源水準を考慮した合理的

な資源の利用、適正な漁業秩序の維持などに努

めるとともに、海洋環境の保全を推進すること

が求められています。

【施　策】

自然と共存した持続可能な農業対策

●有機物施用による土づくりを基本に、農薬や

化学肥料の使用量を抑制した環境保全型農業

への取組を広げ、特別栽培農産物の生産・流

通の拡大を推進します。

●生活排水などによる農業用水の汚染防止対策

を推進します。

●家畜排せつ物などを有機質肥料として有効利

用します。

●環境に配慮した農業資機材の開発・利用を推

進します。

●都市近郊の農村でビオトープネットワーク化

を推進し、多様な生物相を保全します。

●生産基盤の整備に当たっては、生態系等の環

境との調和に配慮した事業を推進します。

●親水性、景観、生態系に配慮して、農業水利

施設と周辺の整備を進めます。

●環境保全意識の高揚を図るため、地域住民が

協働してため池、水路などを保全する活動を

支援します。

●農業の持つ環境保全機能を調査・研究し、そ

の保全を図るための普及・啓発を推進します。

●秋田型のグリーンツーリズムの積極的な推

進・普及を図り、生産者と消費者の共生・対

流を促進します。



林業を通した豊かな森林資源の管理・整備

●地域の合意の下、森林を重視すべき機能に応

じて、水源かん養機能や山地災害防止機能を

「水土保全林」、生活環境保全機能や保健文化

機能を重視した「森林と人との共生林」に、

木材生産機能の高い森林を「資源の循環利用

林」に区分し、区分ごとに望ましい森林の姿

へ誘導するため適切な施業（育成単層林施業、

育成複層林施業、天然性林施業）を促進しま

す。

●県有広葉樹林の適正な整備を行うとともに、

森林づくりに興味のある県民に開放し、都市

住民との交流を促進します。

●特用林産物の生産体制の強化に努め、栽培技

術や新品種の研究・開発を推進します。

●若年林業従事者を確保するとともに、林業技

術教育により人材の育成を図ります。

●交流施設を整備し、エコツーリズム、グリー

ンツーリズムなどを積極的に推進します。

自然と共存した持続可能な漁業対策

●生物多様性と良好な海洋環境の保全に配慮し

た「生態系保全型漁業」を推進します。

●魚礁設置、藻場造成、種苗放流などにより、

「つくり育てる漁業」を推進します。

●船舶による廃油など、不法投棄防止の徹底を

図るとともに、海岸の清掃、漁場の廃棄物の

回収・除去などを実施し、水域の環境保全に

努めます。

●自然環境に配慮した漁港整備を推進します。
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第５章　環境保全に関する重点プロジェクトの推進

【施策目標】

項　　　　　目 単位
現　　状 平成２２年

年 （２０１０年）

県土の保全・自然生態系を育む基盤づくり
ha １３ ６,３００ ２８,０００

（農業用排水施設整備面積）

農地等の多面的機能の発揮
ha １３ ３７ ３００

（遊休農地等活用面積）

保安林の累積整備面積
ha １３ ４,２１６ ４０,０６６

（平成１３年度からの累積面積）

森林の総合的な整備（森林整備率） ％ １３ ５２ ７０

都市との積極的な連携・交流の促進
人 １３ ４５,３０９ ８５,０００

（農山村と都市住民等の交流参加者数）



第３節　三大湖沼の水質浄化
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【現況と課題】
十和田湖、八郎湖及び田沢湖の県内三大湖沼

は、構造や湖水利用の多様性などから県の水環

境を大きく特徴づけている一方で、その特性に

より水質汚濁が進みつつあります。湖周辺地域

住民の意向にも配慮しながら湖の特性に応じた

水質浄化対策をすすめ、広く県民に親しまれ国

内外に誇れる環境資産として将来に引き継ぐ必

要があります。

a.十和田湖

十和田湖は、青森県との県境に位置し、面積

61.0H、最大水深327mのカルデラ湖です。

年間を通じて湖に流入する河川は、宇樽部川

(青森県)や神田川等数えるほどしかなく、湖の

水位を確保し奥入瀬川下流域(青森県)のかんが

い用水として供給する等の目的で湖の流域外の

河川水を一時的に導入しています。

水質の指標であるCODについては昭和61年

度以降環境基準を達成できない状態が続いてお

り、長期的にみると水質の悪化傾向がみられま

すし、透明度（平均値）についても低下傾向が

みられます。

b.八郎湖

八郎湖は、秋田市の北方約20kmに位置し、

かつて我が国第２位の面積をもつ汽水海跡湖の

八郎潟を干拓した際に調整池として残した水面

で、東西両承水路と調整池からなる面積

45.6km2、平均水深4mの淡水湖です。

およそ20の中小流入河川からの汚濁負荷や、

干拓地の農業用水として循環使用されている特

異な利水方法などにより、水質汚濁の進行が著

しいものとなっています。

c.田沢湖

田沢湖は、面積25.8km2で我が国第一の最大

水深423mを持つカルデラ湖です。湖に流入す

る河川は殆どありませんが、かんがい用水確保

などのため近隣の玉川及び先達川の河川水を導

入しています。玉川は、上流部にあるpHの低

い源泉の影響を受けた酸性河川であるため、田

沢湖は殆ど魚の棲まない酸性湖沼となっていま

した。

しかし、平成３年度の玉川ダム建設を契機に

玉川酸性水の中和処理事業が行われ、湖の表層

のpHは回復しつつあります。一方で、湖の内

部生産や流域からの汚濁負荷などにより水質の

悪化傾向がみられ、平成12年度にはCODの環

境基準を達成できない状況にまでなりました。

【施　策】
a.十和田湖

十和田湖の水質改善とヒメマス資源量回復に

向けて青森県と共同で策定した「十和田湖水

質・生態系改善行動指針」に基づき、関係者が

一体となって積極的に取り組んでいきます。

●汚濁負荷量削減のため、下水道接続率100%

を目指し、未接続者の啓発に努めます。

●湖岸周辺環境の整備・清掃を行うとともに、

観光客へごみの散乱防止を呼びかけます。

●十和田湖の水質と生態系の動向を把握し、施

策の効果検証及び今後の施策の資料とするた

め、湖や流入河川、底質等の調査を行います。

●湖の水質汚濁機構を把握するため、未解明の

部分について調査・研究を行います。

●地域住民や事業者の環境保全意識向上のた

め、環境保全に関する活動や研修会を開催し

ます。
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b.八郎湖

八郎湖の水質悪化の原因が湖面の複雑な構造

による水の滞留や特異な利水形態、内部生産性

の高さなど複雑多岐にわたること、さらには費

用対効果の見極めが困難なこともあって、水質

改善の決め手となる対策を模索し続けている状

況にあります。今後は、流域や湖内対策の促進

及び地域住民の啓発活動など多方面からの取り

組みを行うとともに、水質改善対策に係る国の

関与等も要望していきます。

●流域下水道、公共下水道、農業集落排水施設、

合併処理浄化槽の計画的な整備を促進します。

●農業からの汚濁負荷量低減のため、環境保全

型農業の普及促進を図ります。

●水質汚濁が特に著しい西部承水路の水質改善

のため、非かんがい期における湖水の流動を

促す対策を行います。

●県及び八郎湖流域13市町村で運営する「八

郎湖水質対策連絡協議会」の事業として、ク

リーンアップや水を考える集いなどを実施し、

地域住民の環境保全意識の高揚を図ります。

●新たな調査研究や専門家などによる検討を進

め、有効で実現可能な水質浄化対策の実施を

目指します。

c.田沢湖

田沢湖は水深が423mと深く湖水の垂直循環

が行われにくいため、表層でのpHの回復は順

調であるにもかかわらず最深部付近での回復は

遅れており、湖水全体のpHが中性化されるま

でには相当の年月を要するものと考えられます。

●湖や玉川の水質調査を行い、玉川酸性水中和

処理事業が的確に行われるように努めます。

●流域からの汚濁負荷量の実態を把握し、流域

内の工場等からの汚濁負荷削減に向けた指導

を行います。

【施策目標】

項　　　　目 単位
現　　状 平成22年

年 （2010年）

十和田湖湖心のCOD
mg/l 13 １.４ １以下

75％値

八郎湖湖心のCOD
mg/l 13 ６.８ ４以下

75％値

田沢湖表層のpH年間
13 ５.６ ６以上

平均値

田沢湖湖心のCOD
mg/l 13 ０.８ １以下

75％値
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第４節　都市河川の浄化

【現況と課題】
都市やその近郊を流れる中小河川は、流域が

住宅地や田畑となっており、川幅が狭く延長も

短いものが多くあります。秋田市内を流れる猿

田川と草生津川は、BOD（生物化学的酸素要

求量）が長年にわたって環境基準未達成となっ

ています。

都市河川における水質悪化の最大の原因は生

活排水の流入であり、河川の水質浄化のために

は、これを防止しなければなりません。また、

周辺の田畑からの肥料、農薬の流入量削減は農

業関係者の協力が必要です。

このためにも、住民に親しまれる水辺空間を

創出することにより、快適な生活環境を確保す

るとともに、水環境を大切にする意識の向上を

図る必要があります。

【施　策】

流域対策

●流域下水道、公共下水道、農業集落排水施設、

合併処理浄化槽の整備を促進します。

●河川等への生活排水の影響を軽減するため、

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切り

替えを推進します。

●動植物の生息・生育環境や郷土の景観などに

配慮した河川づくりを推進します。

●「人に親しまれる川づくり」を推進し、親水

空間を確保します。

普及・啓発

●生活排水による汚濁負荷量を低減するため、

地域住民に対し環境保全意識の高揚を図りま

す。

●肥料、農薬の適正な使用・管理を指導します。

●地域住民や事業者などの協力のもとに、河川

の清掃活動を推進します。

【施策目標】

項　　　　目 単位
現　　状 平成22年

年 （2010年）

公共用水域環境基準適合率
％ １３ ７９.４ ９５

（BOD-COD）

生活排水処理施設普及率 ％ １３ ５３.８ ８０



都市河川の浄化

うるおいとやすらぎのある都市河川

日常生活と調和した
快適な水辺環境

多様な生物の生息・
生育環境

●生活排水による汚濁負荷量の低減

●都市の身近な自然ネットワークの形成

●住民参加の河川環境再生

●公共下水道などの整備

●合併処理浄化槽への切り替え

●親水空間の確保

など

流域対策

●環境保全意識の高揚

●肥料、農薬の適正使用・管理

●河川清掃活動の推進

など

普及・啓発
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第５節　化学物質による環境汚染の防止

【施策目標】

項　　　　目 単位
現　　状

平成２２年
年

化学物質等対策の推進　
％ １３ ９９.３ １００

（ダイオキシン類環境基準達成率）

【現況と課題】
化学物質は私たちの生活を便利で豊かにする

一方、化学物質の数が膨大で、有害性に関する

科学的知見が十分でないこと等から、個別物質

を対象とする規制手段では対応が困難となって

きています。このため、化学物質による環境汚

染の防止対策では、従来の個別物質を規制する

手法に加え、化学物質が環境に影響を及ぼすお

それを「環境リスク」として評価し、環境リス

クを効果的に低減させ、管理するための対策を

講じる必要があります。

県民、事業者、研究者、行政が化学物質に対

する各種の情報を共有し、各主体がコミュニケ

ーションを図り、共通の認識に立った環境リス

クの管理を行い、主体的に環境リスクの低減に

努めることが求められています。

【施　策】

情報の充実

●生態系を含めた環境モニタリングを計画的に

実施して化学物質による汚染状況の把握に努

めます。

●PRTRデータの活用を図り、地域における化

学物質の排出状況の把握に努めます。

●化学物質の有害性の情報や暴露情報を活用し

て、環境リスクの評価に努めます。

普及啓発

●県民に各種の化学物質の情報をわかりやすく

提供し、化学物質に対する不安の解消に努め

ます。

●県民や事業者の自主的な勉強会へ講師派遣を

推進します。

協力と連携

●県民、事業者、研究者、行政との化学物質の

リスクコミュニケーションを行う基盤づくり

に努めます。

●県民や事業者の自主的なリスクコミュニケー

ションの取組を促進します。

リスクの管理

●県民、事業者、行政との化学物質の環境リス

クを管理する制度の確立に努めます。

●法令に基づく発生源の監視・指導を強化する

とともに、事業者の化学物質の自主管理の改

善を促進し、使用量の削減、代替物質への転

換等による排出量の削減を推進します。

●県民の自主的な化学物質の排出量削減の取組

を推進します。



リスクコミュニケーションの場 
（情報交換） 

■ リスクコミュニケーション ■ 

行 政 

事業者 

リスクコミュニケーションの場 
（情報交換） 

研究者 

県 民 

● 情報の提供 
　 ＰＲＴＲデータ 
　 モニタリング結果 
● 場の基盤づくり 
● 取組の促進 

● 情報の提供 
　（有害性等の性質） 

● 情報開示 
　 化学物質の管理実態 
　 今後の管理計画等 

● 情報収集 
● 行政、事業者への提言 

　共通の目標＝環境リスクの低減 

■ 環境リスクの管理 ■ 

行 政 研究者 事業者 県 民 

リスクコミュニケーション（情報交換） 

情報の共有、相互理解 

　共通の目標＝環境リスクの低減 

○政策への反映 
　●規制の強化 
　（条例等） 
　●環境モニタリン 
　　グ計画の変更 

○取組優先物質の 
　決定 

○自主管理計画の 
　改善 
○周辺住民との 
　良好な関係構築 
 

○リスクの正しい 
　理解 
○ライフスタイル 
　の見直し 
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第６節　廃棄物の減量化・リサイクルの推進

【現況と課題】
県内の一般廃棄物（ごみ）については、リサ

イクル率は年々上昇しているものの、排出量は

横ばい傾向にあり、市町村における処理経費も

増加しています。

このため「ごみゼロ型社会」の実現に向けて、

県民、事業者、行政の連携のもとに、推進体制

の整備や普及・啓発に務め、各リサイクル関連

法に基づく廃棄物の発生抑制・リサイクルの取

り組みを一層充実させていく必要があります。

特に、事業系ごみの排出量がなかなか減少し

ないことから、その対策に重点をおいた取り組

みが必要です。

県内の産業廃棄物の排出量は平成11年度に

おいて2,651千トンとなっており、汚泥、がれ

き類、鉱さい、ばいじん、木くずが大部分を占

めています。そのうち、966千トンが焼却処理

などにより減量化され、また、576千トンが再

生利用されていますが、循環型社会を構築する

ためには、今後とも、一層の排出抑制、再使用、

再生利用等による減量化を推進する必要があり

ます。

特に、多量排出事業者においては、減量化等

適正処理に関する処理計画の策定に当たって、

循環利用への取組を促進する必要があります。

また、建設リサイクル法、食品リサイクル法

等のリサイクル関連法に対応するために必要な

資源化施設の確保や、資源化物の有効利用のた

めの使途開拓を進める必要があります。

さらに、ゼロエミッション構想に基づく環境

調和型社会の実現を目指し、「秋田県北部エコ

タウン計画」を推進し、全県に成果を普及して

いく必要があります。

【施　策】
◆廃棄物処理計画に基づく施策の展開

廃棄物処理法の規定に基づき策定した

「秋田県廃棄物処理計画」において、循環

型社会の構築に向けた廃棄物の減量その他

その適正な処理に関する具体な目標と方

策、処理施設の整備に関することなどを定

め、廃棄物処理対策を総合的かつ計画的に

推進します。

◆廃棄物処理の基本方針

環境への負荷の少ない循環型社会の構築

を目指し、廃棄物処理に当たっては、

①廃棄物の発生・排出をできる限り抑える

こと。（発生抑制：リデュース）

②廃棄物となったものについても、できる

限り繰り返し使用すること。

（再使用：リユース）

③再使用できないものでも、再生利用・熱

回収により資源としてできる限り利用す

ること。（リサイクル）

④どうしても資源として利用できないもの

については、適正な処分を行うこと。

を基本方針とします。



H１１現状 H１７ H２２

排　出　量（千ｔ） ４６４ ４０５ ３６４

１人１日排出量（ｇ／人日） 1,０５０ ９６０ ８９０

リサイクル率（％） １５.６ ２０.０ ２４.１

最終処分量（千ｔ） ８６ ７２ ６０

◆目標

県内における廃棄物の排出等の実態を踏まえ、排出量、リサイクル率、最終処分量等について

中長期的な数値目標を設定し、廃棄物の減量化・リサイクルを推進します。

●一般廃棄物（H11→H22）

・排　出　量・・・・・22％削減

・１人１日排出量・・・15％削減

・リサイクル率・・・・8.5ポイント増加（15.6％→24.1％）

・最終処分量・・・・・30％削減

資源投入 

■１番目：発生抑制 
 使えるものでも捨てて 
 いませんか？ 
 長持ちするものを作る 
 こと、ものを大事に長 
 く使うことが大事です。 

■２番目：再使用 
 使い終わったものでも、 
 繰り返して利用を！ 

経済活動での天然 
資源の消費を抑制 
します。 

■３番目：リサイクル 
 再使用できないものでも、 
 資源としてリサイクルを！ 

■４番目：適正処分 
 処分するのは、どうしても 
 使えないものだけです。 
 そのときは、きちんとした 
 処分を！ 

「３Ｒ」とは・・・ 
 廃棄物処理対策のキーワードである 
 Reduce（リデュース：発生抑制）、 
 Reuse（リユース：再使用）及び 
 Recycle（リサイクル）の頭文字を取って、 
 「３Ｒ」と言います。 

生　産 
（製造・流通等） 

消費・使用 

廃　棄 

処　理 
（焼却・再生等） 

埋立処分 

資源投入 資源投入  

出典：環境省資料 

循環型社会のイメージ 
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●産業廃棄物（H11→H22）

・排　出　量・・・・・・・同程度

・減量化・再生利用量・・・20ポイント増加（58％→78％）

・最終処分量・・・・・・・47％削減

H１１現状 H１７ H２２

排　出　量（千ｔ） ２,６５１ ２,５２０ ２,６４０

減 量 化 量（千ｔ） ９６６ ９７０ １,０１０

再生利用量（千ｔ） ５７６ ８１０ １,０４０

最終処分量（千ｔ） １,１０９ ７４０ ５９０

◆施策の方向

廃棄物の減量化・リサイクルの推進に当たっては、基本方針に基づいて、次の４つの施策の方

向を定め、県の施策を総合的かつ計画的に進めていきます。

●廃棄物の減量化・適正処理に向けた普及啓発、環境教育・学習の推進

●廃棄物減量化・リサイクルシステムの確立

●廃棄物処理施設の確保

●廃棄物の適正処理を確保するための監視・指導の強化

◆主要施策
●普及啓発活動の展開

「３Ｒ」の推進や適正処理に関する県民の理解を深めるため、各種媒体の活用やイベント等の

開催などによる普及啓発活動を展開します。

●住民参加型の地域活動の推進

各地域における「３Ｒ」の推進活動の担い手となる「リサイクルリーダー」を育成し、住民

参加型の地域活動を推進するとともに、散乱ごみの一掃を目指す美しいふるさとづくり運動を

展開します。

●リサイクル拠点施設の整備

一般廃棄物のリサイクルを推進するため、ごみ処理広域化計画と一体となって、市町村等が

広域的に取り組むリサイクル拠点施設（リサイクルプラザ）の整備を支援します。

●廃棄物適正処理対策の推進

処理基準等に基づく適正処理の周知徹底を図るとともに、処理状況の確認・指導を強化しま

す。また、不法投棄の防止対策として環境監視員による巡回指導やヘリコプターなどによるパ

トロールを強化します。

●産業廃棄物税制度や環境保全協力金制度を

活用した産業廃棄物対策の推進



項　　　　目 単　位
現　　 状

平成２２年
年

グラム １１ １,０５０ ８９０

リサイクルリーダー数 人 １３ １４４ ８８０

一般廃棄物リサイクル率 ％ １１ １５.６ ２４.１

産業廃棄物減量化・リサイクル率 ％ １１ ５８.２ ７７.７

産業廃棄物最終処分量 千ｔ １１ １,１０９ ５９０

県民１人１日当たり一般廃棄物
排出量

産業廃棄物の無秩序な広域移動や発生を抑制するため、北東北３県が連携して産業廃棄物税

制度や環境保全協力金制度を活用した産業廃棄物対策を推進します。

●環境保全センターの拡充整備

県内中小企業の産業廃棄物処理を補完するため、安全で信頼のおける公共施設として環境保

全センターの拡充整備を図ります。

●バイオマス等の利活用とゼロエミッション

に向けた取組の促進

・畜産経営に起因する環境汚染の発生を防止し、地域の有機資源として農地還元するシステム

の普及を推進します。

・家庭や事業所などから排出される食品廃棄物等を、堆肥や肥料等として利用促進します。

・食品産業での食品残さの発生抑制、再生利用、減量化など、ゼロエミッションに向けた取組

を促進します。

・木質資源の多段階利用とリサイクルを促進するため、木質バイオマス利用の基本方針を策定

するとともに、ゼロエミッション化の推進に向けた取組を支援します。

●農業用廃プラスチック等の適正処理の推進

ダイオキシンなどの発生を抑制するため、農業用廃プラスチックの適正処理を推進します。

●建設副産物対策の推進

建設副産物の発生抑制、再利用、再生処理を強力に推進するとともに、建設発生土等のスト

ックヤード（一時保管場所）の確保について検討します。

●県北部エコタウン計画の推進

本県の産業技術などをベースに、新たな資源リサイクル産業の創出及び育成を図るため、県

北部エコタウン計画を推進するとともに、その成果の全県への普及に務めます。また、リサイ

クルに関する地域コンセンサスの形成に向けた普及啓発を行います。
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【施策目標】
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第７節　地球温暖化対策の推進

【現況と課題】
私たちは人類の生存基盤を揺るがす地球環境

問題に直面しています。この中でも地球温暖化

問題は必要とする対策の幅広さ、対策の難しさ

から最大の環境問題の一つであり、早急に対策

を講じる必要があります。

1997年12月、「気候変動枠組み条約　第３

回締約国会議」（温暖化防止京都会議）が開催

され、先進国の温室効果ガスの削減目標を盛り

込んだ議定書を採択しました。主要国の削減率

は1990年の排出レベルに対し、2008年から

2012年の５年間平均で、日本６％、カナダ６％、

欧州連合（EU）８％などとなっています。

温暖化が進行する直接の原因は、二酸化炭素、

メタン、亜酸化窒素などの温室効果ガスですが、

このうち最も寄与度が高い二酸化炭素は、化石

燃料の燃焼に伴って排出されます。

全国的にみると二酸化炭素の排出量は民生部

門と運輸部門で増加しており、本県でも第三次

産業の増加、世帯数の増加、一世帯当たりのエ

ネルギー消費量の増大、自動車保有台数の増加

などにより民生部門、運輸部門での二酸化炭素

排出量が増加するものと予測されます。

排出の抑制には地域レベルでの具体的な施策

を展開するとともに、県民一人ひとりがエネル

ギーを無駄づかいしない生活に意識的に取り組

むことが必要です。特に自動車については主要

な二酸化炭素排出源の－つであることを深く認

識し、環境への負荷をいかに低減するかを考慮

して選択、使用する必要があります。

また、森林は二酸化炭素の吸収源であること

から、森林の適正な管理・保全を図ることは重

要な課題です。

温暖化防止技術、温暖化適応技術については

国際的視点に立ち、一層の調査・研究を推進す

る必要があります。

【施　策】

総合的施策の推進

●温暖化対策のマスタープランである「温暖化

対策　美の国あきた計画」（秋田県地球温暖

化対策地域推進計画）に基づき、温暖化対策

を総合的、具体的に推進します。

二酸化炭素の発生源対策

●「秋田県新エネルギービジョン」に基づき、

新エネルギーの導入促進を図ります。

＊県有施設へ率先導入するための調査等を

実施します。

＊新エネルギーの導入を支援します。

＊クリーンエネルギーフェア・セミナーを

開催します。

●省エネルギー対策普及のため、技術指導及び

支援を行います。

●公共施設の省エネルギー対策を実施します。

●二酸化炭素排出量の削減を図るため、公共交

通機関の活用を促進します。

●電気自動車、ハイブリッド自動車など低公害

車の導入を支援し、普及を図ります。

●節電、アイドリング・ストップなどエネルギ

ーを無駄づかいしない生活の普及・啓発を図

ります。

●温暖化に関する学習会の開催、情報提供を行

います。

二酸化炭素吸収源の確保

●森林の適正な管理・保全を推進し、吸収機能

の向上につとめます。

●間伐材の利用促進、古紙の再生利用など木材

資源を有効に活用します。



項　　　　目 単　位
現　　 状 平成２２年

年 （２０１０年）

県内の二酸化炭素排出量
（１９９０年の排出量を ％ １２ １３１ １００

１００％にした割合）

新エネルギー導入量
千ｋｌ １３ ２３１.４ ４５９.５（原油換算値）
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科学的調査・研究の推進

●温室効果ガスの吸収や固定化の研究に関する

国内、国際間の協力体制の整備を推進します。

●温室効果ガスの観測・監視を検討します。

●気候変動に伴う農産物の品種改良、動植物の

保護技術の確立など、温暖化適応対策を推進

します。

【施策目標】

地球温暖化対策

総合的施策の推進 ●「秋田県地球温暖化対策地域推進計画」の推進

二酸化炭素発生源
対策

●エネルギー対策

＊新エネルギー利用の推進

＊省エネルギー対策の推進

●移動発生源対策

＊公共交通機関利用の促進

＊低燃費・低公害車導入の支援・普及

＊マイカー利用時の環境配慮

●普及・啓発

＊エネルギーを無駄づかいしない生活の普及・啓発

＊学習会の開催、情報提供

二酸化炭素吸収源
の確保

●森林の適正な管理・保全

●木材資源の有効活用

科学的調査・研究
の推進

●国内及び国際間の協力体制の整備

●温室効果ガスの観測・監視の検討

●温暖化適応対策
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第８節　国際協力の推進

【施策目標】

項　　　　目 単　位
現　　 状 平成２２年

年 （２０１０年）

環境保全分野の海外技術
地域 １３ １ ２

交流地域数

【現況と課題】
開発途上国などでは経済活動の活発化、都市

への人口集中による大気汚染、水質汚濁などの

環境問題が深刻化しています。こうした現状は

開発途上国だけの問題ではなく、先進国を中心

に世界各国が協力して取り組まなければならな

い問題です。

国は、様々な環境問題に対して経済的、技術

的な国際協力を行っていますが、各自治体にも

積極的な協力や、問題の解決に貢献することが

求められています。

県は、友好関係にある中国甘粛省の技術研修

員、自治体職員協力交流研修員の受入れや調査

団の派遣を実施し、甘粛省の公害問題解決に協

力しています。

【施　策】
●海外からの技術研修員の受入れや技術者派遣

を通し、国と連携して国際協力を推進します。

●国際協力に関する国際会議への参加・誘致を

積極的に推進します。

●事業者、研究機関、民間団体と連携し、協力

体制の整備と人材育成を推進します。

●民間団体が行う国際協力を支援します。

●国、事業者などを通して、開発途上国の現状、

ニーズなどの情報収集を行います。
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【現況と課題】
県は、県民一人ひとりが自然と人との関わり

について理解を深め、環境に配慮して生活する

ことを目的に、各種の環境教育を推進していま

す。各学校では自然に対する豊かな感受性の育

成を目指し、環境教育の全体計画を作成して環

境保全運動などに積極的に取り組んでいます。

また、一般を対象としたパンフレットの配布や

自然観察会の開催など、環境問題に対する意識

の高揚に努めています。

環境に配慮する意識を醸成するためには、環

境問題の正しい理解と解決方法、自主的行動の

必要性などを、より早く、より広く、より平易

に普及する必要があります。

さらに諸外国の情報を入手し、本県からも情

報を発信して広く連携を図ることが求められて

います。

【施　策】
●環境センターの「環境監視情報システム」な

どを通じて、環境情報を適切に発信します。

●環境センターの「環境学習室」の充実を図り、

県教育委員会と連携して環境学習の充実を図

ります。

●環境あきた県民フォーラムなどとも連携しな

がら、環境教育・学習をリードする人材のネ

ットワーク化を図ります。

第９節　環境教育、環境学習の情報ネットワーク構築

【施策目標】

項　　　　目 単　位
現　　状 平成２２年

年 （２０１０年）

環境あきた県民フォーラム
団体 １３ ８３ １７５

会員数（団体、企業）

同　（個人） 人 １３ １９６ ３００

子どもエコクラブ登録数 クラブ １３ ５０ １００

環境カウンセラー登録数 人 １３ １９ ５０

環境学習室利用者数 人 １３ ８３６ ２,０００
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環境アセスメントなどに必要な、 
データ処理・予測など 

各種支援システム 

各種環境情報の提供 
環境情報提供システム 

工場、事業場の発生源の監視、 
環境基準の適合状況の監視など 

環境監視システム 

データベースデータベース データベース 
大気、水質、騒音などの 

測定データ 

工場、事業場届出 
立入データなど 

産業情報 
（工業出荷額など） 

社会基盤情報 
（人口、世帯数など） 

廃棄物関連情報 

河川流量情報 地理情報 

気象情報 公共用水域水質測定データ 

自然環境情報 
（動植物の分布データなど） 

公害関連情報 
（環境基準類型当てはめ状況など） 

環境監視情報システム 

研究関連情報 

他の都道府県 
国、世界 

秋田地域 
IX

情報ネットワーク





第６章

地域別環境保全施策の展開
山岳地帯に源を発して日本海へと注ぐ米代
川、雄物川、子吉川の雄大な流れは、県土を
潤し、秋田の多様な自然と文化を育んできま
した。
地域別の環境保全施策の展開に当たって
は、本県の豊かな自然環境を将来へ継承して
いくことを念頭に置き、三大水系とこれを取
り巻く植生などを軸とする自然環境の連続性
に着目して、これらに男鹿・八郎湖地域を加
えた４地域に区分しました。
本章ではそれぞれの地域の環境特性を踏ま
え、環境の保全に向けて取り組むべき施策の
方向を示します。
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八森町 

峰浜村 

藤里村 

鷹巣町 

比内町 

森吉町 

阿仁町 

田沢湖町 

西木村 

角館町 

河辺町 

協和町 

西仙北町 

中仙町 

神岡町 

南外村 
六郷町 

千畑町 

太田町 

仙北町 

大曲市 

横手市 
大雄町 

山内村 

東成瀬村 

皆瀬村 
雄勝町 

羽後町 

平鹿町 

湯沢町 

十文字町 

増田町 

稲川町 

大内町 

雄和町 

秋田市 

岩城町 

本荘市 

西目町 

金浦町 

象潟町 

仁賀保町 

由利町 

鳥海町 

東由利町 
雄物川町 

大森町 

仙南村 

矢島町 

天王町 

雄物川 

男鹿半島 

子吉川 

米代川 

昭和町 

井川町 
飯田川町 

田代町 

二ッ井町 

合川町 
能代市 

大潟村 

男鹿市 

山本町 

八郎潟町 五城目町 
上小阿仁村 

琴丘町 

八竜町 

若美町 

大館市 

小坂町 

鹿角市 
男
鹿
・
八
郎
湖
地
域 

米
代
川
水
系
地
域 

雄
物
川
水
系
地
域 

子
吉
川
水
系
地
域 

秋
あき

田
た

市、横
よこ

手
て

市、湯
ゆ

沢
ざわ

市、

大曲
おおまがり

市、河
かわ

辺
べ

町、雄
ゆう

和
わ

町、

神岡
かみおか

町、西仙北
にしせんぼく

町、角館
かくのだて

町、

六郷
ろくごう

町、中仙
なかせん

町、田
た

沢
ざわ

湖
こ

町、

協
きょう

和
わ

町、南外
なんがい

村、仙北
せんぼく

町、

西
にし

木
き

村、太
おお

田
た

町、千畑
せんはた

町、

仙南
せんなん

村、増
ます

田
だ

町、平
ひら

鹿
か

町、

雄
お

物
もの

川
がわ

町、大森
おおもり

町、十文
じゅうもん

字
じ

町、

山内
さんない

村、大雄
だいゆう

村、稲川
いなかわ

町、

雄
お

勝
がち

町、羽後
う ご

町、東
ひがし

成
なる

瀬
せ

村、

皆
みな

瀬
せ

村

４市20町７村

能
の

代
しろ

市、大館
おおだて

市、鹿
か

角
づの

市、小
こ

坂
さか

町、鷹
たかの

巣
す

町、

比
ひ

内
ない

町、森吉
もりよし

町、阿仁
あ に

町、田
た

代
しろ

町、合川
あいかわ

町、

上
かみ

小阿仁
こ あ に

村、二
ふた

ツ
つ

井
い

町、八森
はちもり

町、藤里
ふじさと

町、

峰浜
みねはま

村

３市10町２村

男鹿
お が

市、五城目
ご じ ょ う め

町、昭
しょう

和
わ

町、

八郎潟
はちろうがた

町、飯
いい

田
た

川
がわ

町、天王
てんのう

町、

井
い

川
かわ

町、若
わか

美
み

町、大潟
おおがた

村、

琴丘
ことおか

町、山本
やまもと

町、八竜
はちりゅう

町

１市10町１村

本
ほん

荘
じょう

市、仁賀保
に か ほ

町、金浦
このうら

町、

象潟
きさかた

町、矢
や

島
しま

町、岩
いわ

城
き

町、

由利
ゆ り

町、西
にし

目
め

町、鳥
ちょう

海
かい

町、

東
ひがし

由利
ゆ り

町、大内
おおうち

町
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第６章　地域別環境保全施策の展開

第１節　米代川水系地域
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（平成12年）

＊平成７年の人口に対する増減率

面　　　　　積 （対全県比率） ４,１５１km2 （ ３５.８％ ）

森　林　面　積 （対地域比率） ３,２７２km2 （ ７８.８％ ）

人　　　　　口 （対全県比率） ２５７,６６５人 （ ２１.７％ ）

人　口　密　度 （県　平　均） ６２ 人/km2 （ １０２人/km2 ）

人 口 増 減 率 （県　平　均）* －４.０％ （ －２.０％ ）

高　齢　化　率 （県　平　均） ２６.５％ （ ２３.５％ ）

産 業 別 第一次産業（県平均） １２.４％ （ １１.０％ ）

就 業 者 第二次産業（県平均） ３２.０％ （ ３０.９％ ）

人口比率 第三次産業（県平均） ５５.６％ （ ５８.１％ ）
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1. 地域の概況

米代川は源を秋田、岩手、青森県境の中岳に

発し、花輪盆地、大館盆地、鷹巣盆地、能代平

野を潤しながら、阿仁川などの大小の支流を合

わせ、日本海へと注いでいます。

本地域では、原生的なブナ林が評価され、世

界遺産に登録された白神山地をはじめ、十和田

八幡平国立公園や五つの県立自然公園が指定さ

れるなど、山岳部を中心に豊かな自然環境に恵

まれています。

海岸部は比較的温暖ですが、山間部は多雪で

根雪期間が長く、鹿角市をはじめ多くの市町村

が特別豪雪地帯に指定されています。

本地域では豊富な水資源や森林資源を背景

に、農業や林業が地域経済を支えてきました。

山間部では畜産、盆地・平野部では稲作を基幹

とした農業が盛んです。

森林の割合、林業純生産、林業就業者の割合

などが県内で最も高い地域ですが、人口の減少

や高齢化が最も進んでいる地域でもあります。

能代市や八森町では、ヒラメやハタハタなど

を増殖する「つくり育てる漁業」を推進してい

ます。

鹿角周辺では隣県との交通網が整備され、米

代川に沿って走る鉄道や国道のほか、平成10

年に開港した大館能代空港へのアクセス道や日

本海沿岸自動車道の整備が進められています。

２. 地域の環境特性と課題

環境特性

北部山岳地一帯、太平山北東部、森吉山、八

幡平などにはブナ林やスギ天然林など、原生的

な自然が広がり、動植物の宝庫となっています

が、天然林はわずかながら減少傾向が続いてい

ます。

田代岳、白地山、海岸砂丘後背地などの湿生

植物群落や長走風穴植物群落などは特殊な環境

下に成立する学術的に重要な植生であり、貴重

な鳥類や昆虫類の生息場所ともなっています。

十和田湖一帯は、イバラトミヨなどの淡水魚

や鳥類などの生息・飛来地となっていますが、

生活排水により水質悪化が認められます。

米代川流域はその清冽な流れとともに河口部

の広大な砂丘、海岸砂丘後背地の池沼、湿地な

ど多様な自然環境に恵まれ、シナイモツゴなど

の淡水魚類、ガン類、ヤマセミなどの鳥類が生

息・飛来しています。

流域の水質は環境基準を達成していますが、

生活排水などの流入による汚濁が懸念されま

す。また、本地域ではかつて休廃止鉱山の抗廃

水が河川に流入し、それを利水したことによっ

て農用地の一部が重金属に汚染されています。

このような県内の汚染地域の11％が本地域で

認められます。

本地域では、廃棄物の発生抑制などを図ると

ともに、地域産業の連携による新たな資源リサ

イクル産業の創出や新エネルギーの導入などに

よる豊かな自然と共生する環境調和型社会の構

築を目指し、北部エコタウン計画を推進してい

ます。

能代市の黒松林「風の松原」は、自然との憩

いの場として親しまれ、「残したい“日本の音

風景100選”」に選定されています。



91

第６章　地域別環境保全施策の展開

課　題

●白神山地世界遺産地域の厳正な保全と周辺地

域の厳正な保全・活用が必要です。

●十和田八幡平国立公園や田代岳県立自然公園

など、貴重な動植物の生息・生育地の保全を

図るとともに、森吉山のクマゲラの生態調査

などを進める必要があります。

●自然環境に配慮し、自然と共存した農林漁業

の活性化に努め、森林、農地、沿岸域の持つ

水源かん養や生物多様性の確保などの環境保

全機能の維持・向上を図る必要があります。

●十和田湖の水質汚濁については、「十和田湖

水質、生態系改善行動指針」に基づいて防止

対策を推進する必要があります。

●休廃止鉱山からの坑廃水等の発生源対策及び

下流域への影響防止対策を継続する必要があ

ります。

３. 施策の方向

豊かな自然環境の保全と次世代への継承

●白神山地世界遺産地域の厳正な保護・保全を

図るための拠点として整備された「世界遺産

センター」での各種普及啓発活動を行うとと

もに、周辺地域の保全と持続的活用を推進し

ます。

●太平山、森吉山などのほか、原生的な自然が

存在する地域においては、動植物の生態調査、

研究を推進するとともに、各種制度を活用す

ることにより、生息・生育環境の保全に努め

ます。

●都市部に隣接する長走風穴植物群落や小友

沼、落合沼などの低層湿原については、より

一層保全対策を推進します。

自然とのふれあい

●峰浜村での鎮守の森整備のように、地域住民

がやすらぎを感じる身近な緑を増やします。

●豊かな自然環境に恵まれた十和田八幡平国立

公園を自然学習、自然体験の場として整備し

ます。

●豊かな自然環境を活かした交流体験施設を整

備し、農林業・農山村体験交流や農山村滞在

型余暇活動（グリーンツーリズム）などを積

極的に推進します。

自然の恵みとの共存

●家畜排せつ物のリサイクルによるクリーン農

業を進めるなど、「環境保全型農業」を推進

します。

●圃場整備、農村生活環境整備などを行う際は、

農地の持つ水源かん養、生物多様性の確保な

どの環境保全機能に十分配慮します。



●峰浜村の生活環境保全林整備事業など、森林

の持つ水源かん養機能や、生活環境保全機能

の質的向上を図ります。

●海洋環境の保全に努めるとともに、漁港整備

を行う際は自然環境の保全や景観との調和に

配慮します。

安全で快適な生活環境づくり

●大館市などで進めている米代川流域下水道や

公共下水道整備、十和田湖での特定環境保全

公共下水道への接続率の向上、農業集落排水

事業、合併処理浄化槽整備事業など、生活排

水対策を推進し、水質の保全を図ります。

●休廃止鉱山の抗廃水等を原因としたカドミウ

ム汚染米対策としては、周辺細密調査やロッ

ト調査の実施により、被害地域の特定と汚染

米の流通防止を行うとともに、水管理の徹底

等によりカドミウムの吸収抑制を図ります。

●再生品の利用や分別収集の推進など、リサイ

クル運動を積極的に展開し、循環を基調とし

た地域社会の構築に努めます。

●本地域で蓄積されている産業技術などをベー

スに、資源循環型社会の実現に向け、廃家電

のリサイクルや木質バイオマス発電など、県

北部エコタウン計画を推進します。

環境配慮行動の普及

●地域の環境を調査し、情報提供を行い、住民

の環境問題に対する意識の啓発を図ります。

●地域で行われる環境学習や保全活動を積極的

に支援すると共に、その内容を広く紹介する

など、率先行動の拡大を図ります。

92
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第６章　地域別環境保全施策の展開

（平成12年）

＊平成７年の人口に対する増減率

第２節　雄物川水系地域

面　　　　　積（対全県比率） ４,９５２km2 （ ４２.７％ ）

森　林　面　積（対地域比率） ３,４００km2 （ ６８.７％ ）

人　　　　　口（対全県比率） ６８３,１２７人 （ ５７.４％ ）

人　口　密　度（県　平　均） １３８人/km2（１０２人/km2 ）

人 口 増 減 率（県　平　均）* －１.０％ （ －２.０％ ）

高　齢　化　率（県　平　均） ２２.３％ （ ２３.５％ ）

産 業 別 第一次産業（県平均） ９.８％ （ １１.０％ ）

就 業 者 第二次産業（県平均） ２７.９％ （ ３０.９％ ）

人口比率 第三次産業（県平均） ６２.３％ （ ５８.１％ ）
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1. 地域の概況
雄物川は県南部の山形県境に源を発し、玉川

など87の支流を合わせ、横手盆地、秋田平野

を経て日本海へと注ぐ県内最大の河川です。

本地域は、十和田八幡平国立公園や栗駒国定

公園をはじめとする豊かな自然で構成され、湯

量の豊富な温泉に恵まれています。

雄物川河口に広がる秋田市は、教育・文化施

設、都市機能が集中し、本県の政治、経済、生

活文化の中心です。

内陸部は積雪が多く、豊富な水資源を背景に、

横手盆地、秋田平野は穀倉地帯となっています。

大曲市は、総面積の約４割を水田が占め、稲

作の盛んな地域です。

横手市は稲作のほか、果物の栽培も盛んです。

また、冬の祭り「かまくら」が有名で、県内外

から多くの観光客が訪れます。

湯沢市は農業を基幹産業とし、良質な水を生

かした酒造りは、代表的な地場産業となってい

ます。

本地域は秋田新幹線、秋田自動車道などの高

速交通網の整備により、産業の振興とともに、

田沢湖に代表される豊富な観光資源の一層の活

用が期待されています。

２. 地域の環境特性と課題

環境特性

八幡平一帯や栗駒山周辺などには、ブナ林に

代表される原生的自然が残されており、カモシ

カ、イヌワシなど貴重な動物の生息地となって

います。

全国名水百選として六郷町の「六郷湧水群」

と湯沢市の「力水」が選定されています。「六

郷湧水群」は、また、平鹿町の琵琶沼などとと

もに、雄物型とされる淡水魚のイバラトミヨの

生息地ともなっています。

秋田市周辺は、工業化やこれに伴う人口の集

中、市街地の拡大など、都市化の進行による都

市・生活型公害がみられることから、引き続き、

工場等の監視・指導や県民への啓発活動などに

より、環境への負荷の低減に努めています。

田沢湖は、強酸性の玉川温泉が流入する玉川

河川水を導入したことにより、酸性化が進行し、

魚がほとんど住めない状態になっていました

が、玉川酸性水中和処理施設の設置による中和

事業により、一部魚類の回復が見られてきてい

ます。

県南部の増田町周辺では、かつて休廃止鉱山

の抗廃水が河川に流入し、それを利水したこと

によって農用地の一部が重金属で汚染されてい

ます。このような県内の汚染地域の88％が雄

物川流域で認められます。

角館町は、シダレザクラの並ぶ武家屋敷の街

並、城跡を利用した古城山公園など、歴史的雰

囲気を持つ景観を形成しています。

秋田市周辺は県内における情報の集積・発信

基地となっており、環境教育の普及・啓発の面

からも、中心的役割を果たすことが期待されて

います。
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課　題

●多様な生物が分布する原生的な自然の保全を

図る必要があります。

●六郷町の「六郷湧水群」など、湧水地の生態

系を保全する必要があります。

●自然環境に配慮し、自然と共存した農林漁業

の活性化に努め、森林、農地、沿岸域の持つ

水源かん養や生物多様性の確保などの環境保

全機能の維持・向上を図る必要があります。

●秋田市を中心とする都市地域の交通公害、水

質汚濁などについては、適正な対策を継続す

る必要があります。

●玉川酸性水中和処理事業を継続する必要があ

ります。

●休廃止鉱山からの抗廃水等の発生源対策及び

下流域への影響防止対策を継続する必要があ

ります。

●角館町の歴史的な街並、檜木内川堤の桜並木

などのすぐれた景観を将来へ継承していく必

要があります。

●秋田市周辺における情報の集積・発信基地と

しての機能を最大限に活用し、環境情報のす

みやかな提供を通して環境保全意識の高揚に

努める必要があります。

３. 施策の方向

豊かな自然環境の保全と次世代への継承

●動植物の生態調査、研究を推進するとともに、

各種制度を活用することにより、生息・生育

環境の保全に努めます。

●都市周辺の丘陵部における森林などの体系的

な整備を行い、水源のかん養を図り、湧水地

を保全します。

自然とのふれあい

●秋田市や大曲市など人口集中地区では、生態

系を考慮した公園の整備、公共施設の緑化、

道路敷の植栽を進めます。

●自然とふれあえる水辺空間の整備、保全対策

を推進します。

●豊かな自然環境を活かし、都市と交流するた

めの交流体験施設を整備します。

自然の恵みとの共存

●横手平鹿地域の生ごみ堆肥化運動、湯沢雄勝

地域の家畜堆肥利用の推進など、環境に配慮

した農業の展開を図ります。

●圃場整備、農村生活環境整備、森林整備など

を行う際は、農地、森林の持つ水源かん養、

生物多様性の確保、大気浄化などの環境保全

機能に十分配慮するとともに、これらの多様

な機能の質的向上を図ります。

安全で快適な生活環境づくり

●秋田湾・雄物川流域下水道や公共下水道整

備、農業集落排水事業、合併処理浄化槽整備

事業などの生活排水対策により、水質の浄化、

保全を図ります。

●田沢湖の酸性化防止のため、玉川の中和処理

を引き続き実施します。
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●休廃止鉱山による土壌汚染については、未指

定汚染地域の指定を推進するとともに、汚染

状況の監視、汚染防除対策を図ります。

●再生品の利用や分別収集の推進など、リサイ

クル運動を積極的に展開し、循環を基調とし

た地域社会の構築に努めます。

●歴史的な景観を次世代に継承していくため、

角館町の「重要伝統的建造物群保存地区」内

の重要建造物の修理をはじめ、文化財の保護

を図ります。

環境配慮行動の普及

●ホタルの生息域の保護・保全などの地域の環

境保全活動を積極的に支援するとともに、そ

の内容を広く紹介するなど、活動の拡大を図

ります。

●低公害車の普及促進、公共交通機関の活用促

進、新エネルギーの利用推進など、地球環境

の保全に配慮した施策を推進します。

●地域の環境を調査し、情報提供を行い、住民

の環境問題に対する意識の普及・啓発を図り

ます。



第３節　子吉川水系地域
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第６章　地域別環境保全施策の展開

岩城町 

大内町 

東由利町 

本荘市 

由利町 

矢島町 

鳥海町 

象潟町 

金浦町 

西目町 

仁
賀
保
町 

鳥海国定公園 

国
道
７
号
線 

羽
越
本
線 

由
利
高
原
鉄
道 

象潟川 
子
吉
川 

石
沢
川 

白雪川 

芋川 

日
本
海
沿
岸
東
北
自
動
車
道
予
定 

0 10 20km

N

（平成12年）

＊平成７年の人口に対する増減率

面　　　　　積（対全県比率） １,４５０km2 （ １２.５％ ）

森　林　面　積（対地域比率） １,０４２km2 （ ７１.９％ ）

人　　　　　口（対全県比率） １２３,１９０人 （ １０.４％ ）

人　口　密　度（県　平　均） ８５人/km2 （ １０２人/km2 ）

人 口 増 減 率（県　平　均）* －２.０％ （ －２.０％ ）

高　齢　化　率（県　平　均） ２３.7％ （ ２３.５％ ）

産 業 別 第一次産業（県平均） １０.４％ （ １１.０％ ）

就 業 者 第二次産業（県平均） ４２.９％ （ ３０.９％ ）

人口比率 第三次産業（県平均） ４６.７％ （ ５８.１％ ）



1. 地域の概況
子吉川は県南西部の鳥海山を源とし、石沢川

など大小の支流を合わせながら本荘平野を貫い

て、日本海に注いでいます。

鳥海山は日本海に裾野を引く独立峰で、鳥海

国定公園は豊かな自然に恵まれています。

海岸部は年間を通して県内で最も温暖な地域

ですが、内陸部は冬季に寒冷で多雪地帯となっ

ています。

鳥海山北麓に横たわる由利原高原は、大規模

酪農地帯であり、本荘平野では稲作が主体です。

海岸部の岩礁域ではイワガキやアワビを中心

に、「つくり育てる漁業」を推進しています。

仁賀保地区を中心に海岸部には機械・電子産

業を中心とした工業地帯が広がり、他の３地域

よりも第二次産業の割合が高くなっています。

本地域の交通網は、南北に走る鉄道と国道７

号が主軸となっており、高速道路へのアクセス

道や日本海沿岸自動車道の整備が図られていま

す。

２. 地域の環境特性と課題

環境特性

鳥海山周辺では、ブナを中心とする森林が豊

かな環境を形成しており、ここには稲倉岳のコ

メツガ群落や袖川のシロヤナギ群落など、原生

的で貴重な植生も残されています。

また、カモシカ、ツキノワグマなどが多数生

息し、イヌワシ、クマタカなどの繁殖地ともな

っています。

鳥海山北麓の仁賀保高原一帯には多くのため

池がみられ、その周囲にはノハナショウブ群落

やハンノキ林などの湿生植物群落が広がってい

ます。

断崖や岩礁、砂浜や防風林など多様な環境を

持つ象潟海岸は、ウミウ、クロサギの繁殖地と

なっています。また、象潟地区はかつて日本三

景の松島と並び称せられる内湾の景勝地として

知られていましたが、現在は地震により隆起し

て水田の中に当時の面影を残しています。

県内随一の砂丘植生が残る西目海岸は、その

背後にあるクロマツ防風林と相まって、白砂青

松の景観を形成していましたが、松くい虫被害

によるマツの枯損が進んでいます。

由利原高原に展開する牧場では、自然とのふ

れあい施設が整備され、人々にうるおいのある

空間を提供しています。

子吉川は、良好な水環境を背景として多くの

生物を育み、地域の人々の生活と密接なつなが

りを持ってきました。

白雪川などは、鳥海山の火山活動の影響によ

り水質の酸性化がみられます。
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第６章　地域別環境保全施策の展開

課　題

●多様な動植物の生息・生育環境である自然を

保全する必要があります。

●湿地を形成している流域を維持し仁賀保高原

などの湿生植物群落を保全する必要がありま

す。

●象潟海岸周辺を貴重な鳥類の繁殖地として保

全する必要があります。

●砂丘植生が広がる西目海岸は、郷土の景観と

して保全に努めるとともに、枯損した松林を

再生復活するための海岸林造成を図る必要が

あります。

●自然環境に配慮し、自然と共存した農林漁業

の活性化に努め、森林、農地、沿岸域の持つ

水源かん養や生物多様性の確保などの環境保

全機能の維持・向上を図る必要があります。

●象潟川の水質汚濁については、生活排水によ

る負荷の低減に努め、河川の良好な水質と生

物の生息環境を保全する必要があります。

●白雪川などの酸性河川による影響について

は、調査を継続する必要があります。

●本地域には工場が多いことから、取り扱う化

学物質の管理・監督を指導していく必要があ

ります。

３. 施策の方向

豊かな自然環境の保全と次世代への継承

●鳥海山麓や丁岳周辺のすぐれた自然地域など

における動植物の生態調査、研究を推進する

とともに、各種制度を活用することにより、

生息・生育環境の保全に努めます。

●仁賀保高原などの湿生植物群落を保全するた

め、湿地を形成している流域を損わないよう、

適正な保全対策を実施します。

●薬剤散布等防除対策を実施し、松くい虫被害

の拡大を防ぐとともに、枯損した松林につい

ては海岸林を再生するための造成に努めます。

自然とのふれあい

●本荘市の本荘公園などの整備を進めるととも

に、地域住民の身近な緑を保全します。

●沿岸、湖沼、中小河川などでは、多様な生態

系の保全を図りながら、身近な水辺空間づく

りに努めます。

●鳥海町のふれあい牧場の整備など、農山漁村

の環境を生かした交流体験施設を整備します。

自然の恵みとの共存

●堆肥の利用など、地域特性を生かした環境保

全型農業を推進します。

●圃場整備、農村生活環境整備などを行う際は、

農地が有する、水源かん養、生物多様性の確

保などの環境保全機能に十分配慮します。

●森林の持つ水源かん養や地球温暖化の防止な

どの環境保全機能の高度発揮を図ります。

●海洋環境の保全に努め、藻場、砂浜などにお

ける環境浄化機能やイワガキ、アワビなどに

代表される多様な生物の生息環境の確保を推

進します。
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安全で快適な生活環境づくり

●本荘市や象潟町の下水道整備、農業集落排水

事業、合併処理浄化槽整備事業など、生活排

水対策を推進し、水質の保全を図ります。

●白雪川などの酸性河川の水質調査を継続的に

実施します。

●工業地帯で取り扱う化学物質の管理・監督を

指導します。

●再生品の利用や分別収集の推進など、リサイ

クル運動を積極的に展開し、循環を基調とし

た地域社会の構築に努めます。

環境配慮行動の普及

●自然エネルギーなど新エネルギーの導入を図

り、地球環境保全に配慮した施策を推進しま

す。

●地域の環境を調査し、情報提供を行い、住民

の環境問題に対する意識の啓発を図ります。

●西目海岸の漂着物を調査するなど、青年会議

所や「こどもエコクラブ」と協力しながら環

境保全活動を推進します。

●ボランティア・民間団体等の環境保全活動に

対する組織化、ネットワーク化を図ります。
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第６章　地域別環境保全施策の展開

第４節　男鹿・八郎湖地域
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＊平成７年の人口に対する増減率

面　　　　　積 （対全県比率） １,０５９km2（ ９.１％ ）

森　林　面　積 （対地域比率） ５０１km2（ ４７.３％ ）

人　　　　　口 （対全県比率） １２５,２９７人（ １０.５％ ）

人　口　密　度 （県　平　均） １２１人/km2（ １０２人/km2 ）

人 口 増 減 率 （県　平　均）* －３.０％（ －２.０％ ）

高　齢　化　率 （県　平　均） ２４.１％（ ２３.５％ ）

産 業 別 第一次産業（県平均） １５.１％（ １１.０％ ）

就 業 者 第二次産業（県平均） ３３.１％（ ３０.９％ ）

人口比率 第三次産業（県平均） ５１.８％（ ５８.１％ ）
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1. 地域の概況
男鹿・八郎湖地域は八郎潟干拓地を中心とした

平野が広がり、東部は太平山地の馬場目岳、西

部は海岸段丘、海食崖が発達した男鹿半島、砂

丘が連なる天王海岸、若美海岸など、多彩な自

然環境に恵まれています。

男鹿半島一帯は、対馬暖流の影響を受け比較

的温暖で冬季の降雪も少ない地域です。

農業は米を基幹としており、特に八郎潟干拓

地の大潟村を中心に大規模な稲作を展開してい

ます。

天然の良港である船川港は県内－の漁獲量を

誇り、男鹿半島一帯ではハタハタ、マダイ、ヒ

ラメなどを中心に、「つくり育てる漁業」によ

る漁業振興を行っています。

また、男鹿国定公園や太平山県立自然公園を

はじめ、各所で新たな観光拠点整備を推進して

います。

２. 地域の環境特性と課題

環境特性

男鹿半島は比較的温暖な気候であり、半島の

南岸と北岸にはヤブツバキなどの暖地性植物が

生育するほか、半島西側の本山にはブナ林など

が分布しています。また、寒風山一帯には広大

な二次草原が広がり、多くの昆虫類、鳥類の生

息・飛来地となっています。

八郎湖一帯には、秋から春にかけてハクチョ

ウ類やガン類などが飛来するほか、貴重な鳥類、

魚類、昆虫類が生息しています。しかし、干拓

地や周辺市町村からの生活排水や農業排水など

による湖水の富栄養化が問題となっています。

天王海岸にはクロマツ防風林が広がり、後背

地には出戸湿原をはじめとする湿原や池沼が残

存し、多種多様な鳥類、昆虫類が生息していま

す。

五城目町周辺の森林は大部分がスギ植林です

が、馬場目岳にはブナ林や渓谷林が残るほか、

二次林がみられ、カモシカなどの森林性哺乳類

の生息地となっています。ここでは、民間団体

によるブナ植林運動が進められています。

課　題

●男鹿半島の海岸部、八郎湖一帯や天王海岸の

水辺に分布する動植物の保全が必要です。

●東部山岳部の原生的自然、男鹿半島の暖地性

植物群落やブナ林の保全、寒風山の二次草原

の維持を図ることが必要です。

●自然環境に配慮し、自然と共存した農林漁業

の活性化に努め、森林、農地、沿岸域の持つ

水源かん養や生物多様性の確保などの環境保

全機能の維持・向上を図る必要があります。

●八郎湖では流域からの窒素、リンの流入によ

り水質悪化が進行しており、生活排水による

水質汚濁の防止、水質改善対策が急務です。
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第６章　地域別環境保全施策の展開

３. 施策の方向

豊かな自然環境の保全と次世代への継承

●動植物の生態調査、研究を推進するとともに、

各種制度を活用することにより、生息・生育

環境の保全に努めます。

●男鹿半島一帯の多様な植生や貴重な鳥類を保

護するため、海岸部や湖沼の水質保全に努め

ます。

自然とのふれあい

●地域住民がやすらぎを感じる身近な緑を増や

します。

●沿岸、湖沼、中小河川などでは、多様な動植

物の保全を図りながら、これらと身近に接す

ることができる水辺空間づくりに努めます。

●五城目町の「環境と文化のむら」など、自然

とのふれあいを通してその理解を深めるため

の施設の整備を進めます。

●琴丘町、山本町で進めている散策路、林間広

場、コテージなど、地域の豊かな自然環境と

ふれあうための施設を整備し、農村体験ツア

ー、エコツーリズムを企画します。

自然の恵みとの共存

●五城目町の食品残渣による堆肥の有効活用な

ど、循環型農業を推進します。

●当地域南部の森林については、水源かん養、

生物多様性の確保など、森林の持つ多様な機

能の質的向上を図ります。

●圃場整備、農村生活環境整備などを行う際は、

農地が有する、水源かん養、生物多様性の確

保などの環境保全機能に十分配慮します。

●八郎湖の水質改善、男鹿半島の海洋環境の保

全に努め、藻場、砂浜などにおける環境浄化

機能や、多様な生物の生息環境の確保を推進

します。

安全で快適な生活環境づくり

●秋田湾・雄物川流域下水道や公共下水道整備、

農業集落排水事業、合併処理浄化槽整備事業

を推進し、海、河川、湖沼の生活排水による

汚濁を防止し水質の改善・保全を図ります。

●流域対策、湖内対策、普及・啓発など、引き

続き有効な対策を推進し、八郎湖の水質改善

を図ります。

●再生品の利用や分別収集の推進など、リサイ

クル運動を積極的に展開し、循環を基調とし

た地域社会の構築に努めます。

環境配慮行動の普及

●自然エネルギーなど新エネルギーの導入を図

り、地球環境保全に配慮した施策を推進しま

す。

●地域の環境を調査し、情報提供を行い、住民

の環境問題に対する意識の啓発を図ります。

●八郎湖一帯では、水質保全対策の一環として、

地域全体でクリーンアップ作戦や水を考える

集いなどを実施し、意識の高揚に努めます。





第７章

計画推進のために
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第１節　主体別行動指針

今日の広範な環境問題に的確に対処していく

ためには、県民、事業者、民間団体、行政の全

ての主体による環境の保全に向けての自主的な

取組が必要です。

本節では、計画の基本となる４つの目指すべ

き環境像を実現するため、各主体が果たすべき

具体的な役割、行動指針を示しました。

各主体はそれぞれの立場、能力に応じて相互

に協力・連携しながら、この行動指針を日常的

かつ継続的に実践することが重要です。

協力と連携 

行 政 

県 民 

民間団体 

事業者 

日
常
的 

・
継
続
的
な
取
組 

目
指
す
べ
き
環
境
像

目
指
す
べ
き
環
境
像
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1. 県民の役割
県民は、それぞれの地域はもとより地球レベ

ルの環境問題と日常生活の関わりについて認識

を深め、県や市町村などと協力・連携して環境

に配慮した自主的行動に取り組むことが期待さ

れます。

豊かな自然、身近
な自然を大切にし
ます。

●自然環境や野生生物を大切にします。

●すぐれた自然の保全活動に参加・協力します。

●自然観察会へ参加し、自然の大切さへの理解を深めま

す。

●都市と農山漁村との交流に努めます。

●里山、屋敷林、鎮守の森など、秋田の田園風景を大切

にします。

農地、森林、沿岸
域の持つ環境保全
機能への理解を深
めます。

●有機質肥料の使用など、環境に配慮した農業で生産さ

れた農産物を積極的に選択します。

●水源かん養や生物多様性の確保など、森林の役割を理

解し、保護・育成に協力します。

●沿岸域の自然浄化機能に対する理解を深め、藻場、砂

浜を大切にします。

自然と隣り合った
暮らしやすい環境
づくりに努めます。

●宅地内緑化、生垣の設置に努めるとともに公園、道路、

河川の緑の保護に協力し、身近な緑を守ります。

●都市の宅地内緑化に当たっては、鳥の餌となる樹木を

採用します。

●文化財の保護、歴史的街並などの景観の保全に協力し

ます。

自
然
と
人
と
の
共
存
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環境に配慮した
生活を心がけます。

●自転車や公共交通機関を積極的に利用します。

●自動車の点検整備は日頃からこまめに行い、窒素酸化

物などの排出抑制に努めます。

●生活排水による水質汚濁を低減します。

●低騒音型器具を選択し、生活騒音の防止に努めます。

●グリーン調達に努めます。

●浄化槽の管理や清掃の徹底、ペットの排泄物の適正処

理を心がけます。

●ダイオキシン類などの発生を抑制するため、廃棄物の

野焼きは行わず、適正処理を心がけます。

日常生活の中でご
みの減量化・リサ
イクルの習慣を身
につけます。

●再生資源を使った商品を積極的に選択します。

●詰め替えや再利用が可能な商品、耐久性に優れた商品

を選択します。

●生ごみの自家処理（コンポスト化）に努めます。

●買い物袋の持参、過剰包装の辞退、簡易包装への協力

を積極的に行います。

●ごみの分別収集や、トレイ、牛乳パック、アルミ缶の

回収活動に協力します。

貴重な水資源を有
効に活用します。

●住宅への雨水浸透ますの設置、地面の開放などにより、

雨水の地下還元に努めます。

●庭への散水は、雨水の利用を心がけます。

●水道水を流し放しにしないこと、蛇口に節水こまを取

り付けること、風呂の残り湯を有効に利用することな

どにより、節水を心がけます。

環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
循
環
を
基
調
と
し
た
社
会
の
構
築
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省エネルギー型の
ライフスタイルを
目指します。

●電気、燃料の節約に努め、省エネルギー行動を習慣化

します。

●住宅の建築に当たっては、採光や通気性に配慮しなが

ら、外壁や屋根に断熱材を使用し、高断熱化を図ります。

●太陽熱給湯設備など、自然エネルギーの活用を心がけ

ます。

●自動車やバイクを使用する際は、急発進、空ぶかし、不

必要な積載を控え、アイドリング・ストップに努めます。

●自動車購入の際は、環境への負荷がより小さな車種を

選択します。

●家電製品の購入に当たっては、省エネルギー型を選択

します。

●環境家計簿を活用し、日常生活の環境への負荷を認識

します。

フロン回収に協力
します。

●フロン使用製品を廃棄する際は、フロンの回収、適正

処理に協力します。

環境についての理
解を深めます。

●自然観察会、講演会を利用し、環境に関する理解を深

めます。

●家庭で環境問題について話し合う機会をつくります。

皆で協力し、環境
保全に努めます。

●事業者、民間団体、行政と協力・連携し、環境保全に

向けた取組に積極的に参加します。

環境保全活動に身
近なところから取
り組みます。

●ごみの不法投棄やポイ捨てはしません。

●リサイクル運動、地域の美化・清掃運動に参加・協力

します。

●エコマーク商品など、環境に配慮した商品を積極的に

利用します。

地
球
環
境
保
全
へ
の
積
極
的
な
取
組

環
境
保
全
に
向
け
て
の
全
て
の
主
体
の
参
加



２. 事業者の役割
事業者は、地域の一員として環境の保全に対

する社会的責任を自覚し、事業活動に伴う環境

への負荷を自主的に軽減することが求められて

います。

製造から廃棄までのあらゆる段階で環境に配

慮した事業活動を展開するとともに、地域にお

ける環境教育への参加、環境分野での国際協力

など、環境保全活動に積極的に取り組むことが

期待されます。
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自然環境の保全に
十分配慮して事業
を計画・実施しま
す。

●開発に当たっては、立地場所の選定、水源地保護、土

砂流出防止などの対策を行い、生態系や水環境への

影響を最小限度に抑えるよう配慮します。

●郷土の生態系を脅かす外来種の導入は極力避けます。

●地域社会で行われる自然環境保全活動に協力します。

環境保全型農林漁
業に取り組みます。

●環境保全型農業を推進し、より安全な農作物の生産に

努めます。

●有機物の利用による土づくりと輪作体系を積極的に導

入し、農薬や肥料の使用の軽減に心がけます。

●自然環境や生態系に配慮した森林の管理・経営を行い

ます。

●漁業資源の有限性を認識し、適正な漁業活動に努めます。

自然や周囲の景観
と調和した快適な
生活環境をつくり
ます。

●事業所敷地内の緑化や、ビル緑化など生物生息空間の

確保に努めます。

●建物や屋外広告物などの設置に当たっては、周囲の景

観に配慮します。

自
然
と
人
と
の
共
存
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環境への負荷の低
減に努めます。

●大気汚染物質や水質汚濁物質については、排出量の把
握・削減に努めます。

●工場、事業所から騒音、悪臭を出さないよう管理を徹
底します。

●化学物質に関わる環境リスクの低減のため、管理体制
を強化します。

●自動車の点検整備は日頃からこまめに行い、窒素酸化
物などの排出の抑制に努めます。

●低公害車の導入を推進します。
●原料取得、製造、流通、消費、廃棄の全般にわたり、
環境への負荷を最小限度に抑えるようライフ・サイク
ル・アセスメントの導入に努めます。

環境に配慮した事
業活動を心がけま
す。

●過剰包装の見直し、過度のモデルチェンジの回避など、
簡素化、適正化に努めます。

●工場、事業所での廃棄物の焼却に当たっては、関係法
令を遵守するとともに、排熱利用などエネルギーの効
率的利用を進めます。

●使い捨て容器の製造や使用を自粛し、繰り返し使用で
きる容器への転換を進めます。

●環境に配慮した製品の開発や利用に努めます。
●製品が環境に与える影響について、消費者への情報提
供に努めます。

リサイクルを念頭
に置いた事業活動
を行います。

●自動販売機への回収容器の併設、トレイ、牛乳パック
回収箱の設置など、リサイクル活動を支援します。

●解体・リサイクルが容易な製品の開発を進めるととも
に、使用部品の性質、種類を表示してリサイクルに貢
献します。

●事業所内での再生品使用、分別ボックスの設置、オフ
ィス町内会方式による古紙回収など、リサイクル活動
を推進します。

●地域のリサイクル活動に企業単位で積極的に参加・協
力します。

限られた水資源を
有効に活用します。

●工業用水の循環再使用など、クローズドシステムの検
討を行います。

●工場、事業所の敷地では、雨水浸透ますの設置など、
雨水の地下還元に努めます。

適正な廃棄物の処
理を行います。

●廃棄物の管理や処理に当たっては、排出事業者の役割
を認識し、関係法令を遵守して無害化、安定化、減量
化に努めます。

●産業廃棄物の処理の委託に当たっては、マニフェスト
制度を活用し適正処理を徹底します。

環
境
へ
の
負
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効果的なエネルギ
ー利用に努めます。

●電気、燃料の節約に心がけ、エネルギーの有効利用に
努めます。

●自然エネルギー、未利用エネルギー、コージェネレー
ションを積極的に導入します。

●自動車の効率的運行、公共交通機関の利用促進を図り
ます。

●フレックスタイム制の導入を推進し、交通渋滞の緩和
に努めます。

●自動車やバイクを使用する際は、急発進、空ぶかし、
不必要な積載を控え、アイドリング・ストップに努め
ます。

フロン対策を推進
します。

●フロン類を使用しない製品の開発、脱フロン型生産体
制の整備を積極的に推進します。

●フロン使用機器を廃棄する際は、確実なフロン回収に
努めます。

酸性雨対策を推進
します。

●酸性雨の原因物質である硫黄酸化物、窒素酸化物の排
出を抑制します。

快適な地域環境の
保全に努めます。

●地域の環境美化運動に積極的に参加するとともに、ボ
ランティア休暇などを導入し従業員の環境保全活動を
支援します。

●技術やノウハウを生かして環境保全に貢献するととも
に、環境保全に寄与する技術の開発など、県内のエコ
ビジネスの振興に努めます。

●環境担当部局や担当者を配置します。
●環境マネジメントシステム（ISO14001）を導入し、
環境保全対策を着実に推進します。

各主体間の相互協力・
連携を心がけます。

●名主体間の連携を図り、環境保全に関する情報の収集・
提供、人材育成を行います。

環境について理解
を深めます。

●従業員に対する教育・研修を行い、環境保全意識の向
上を図ります。

●施設や人材を利用した見学会や講演会を催し、地域の
環境教育、環境学習に協力します。

森林資源の節約に
努めます。

●両面コピーの徹底、再生紙の利用促進、情報の共有化
によるペーパーレス化などの推進を図ります。

●海外の環境保全活動に対し技術協力を行うとともに、
海外では環境に配慮して事業活動を進めます。

地
球
環
境
保
全
へ
の
積
極
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な
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国際協力に努めます。
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３. 民間団体の役割
県民や事業者によって組織される民間団体

は、環境の保全に対しても自主的活動を行って

おり、その役割は大きなものとなっています。

県民、事業者、行政と相互に協力・連携しな

がら、環境の保全に向けた様々な取組を進めて

いくことが期待されます。

●専門的な知識や技術を生かし、県民の自然保護活動にアドバイザー、

リーダーとして貢献します。

●各主体間のパートナーシップの構築に努めます。

自然と人との共存

●環境保全への取組、循環型社会の構築について行政や事業者に働きか

けを行います。

環境への負荷の少ない循環を基調とした社会の構築

●環境問題に対する民間レベルでの国際協力を推進します。

●開発途上国の環境保全対策への支援、地球環境保全に関するシンポジ

ウムの開催など、人や情報の交流に努めます。

地球環境保全への積極的な取組

●県民、事業者に対する環境教育、環境学習の普及・啓発を行います。

●県民、事業者、行政と連携して、人材育成、情報提供、環境保全活動

を行います。

●リサイクル活動や清掃活動に参加し、地域環境の保全に取り組みます。

環境保全に向けての全ての主体の参加
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４. 行政の役割
（１）県の役割

県は本計画に基づき、各種の施策を実施し、

郷土の環境保全を図る責務があります。

県民、事業者、民間団体が積極的な環境保全

活動を推進できるよう、主体相互の協力・連携

の確保に努めます。広域的な取組が必要な環境

問題については、国や他県、市町村との協力体

制を整備します。

また、県はISO14001の認証取得事業者とし

て、自ら率先して環境への負荷の低減に取り組

みます。

（２）市町村の役割

市町村は地域における行政の主体であり、地

域住民に最も身近な自治体です。地域の環境特

性を十分考慮した施策を展開するとともに、県

と同様に、自ら率先して環境への負荷の低減に

取り組むことが期待されます。

多様な生態系の
保全に配慮します。

●環境に配慮した土地利用計画を策定し、自然と人とが

共存できる地域づくりを推進します。

●自然環境の保全、野生生物の保護、災害防止に配慮し

た事業活動を行います。

●生物多様性の確保を図るため、専門分野の人材の確保・

育成、調査研究を推進します。

自然とのふれあい
の場を整備します。

●自然への理解を深めてもらうため、自然とのふれあい

の場所を整備します。

農地、森林、沿岸
域の持つ環境保全
機能を保全します。

●水源かん養、生態系の維持など農地、森林、沿岸域の

持つ環境保全機能を維持し、郷土の自然環境に配慮し

た生産基盤や生活環境の整備に努めます。

●森林の機能区分に応じた整備を促進し、森林の有する

多面的機能が高度に発揮される、緑豊かな秋田にしま

す。

自然や周囲の景観
と調和した快適な
生活環境をつくり
ます。

●快適な都市環境を確保するため、都市の緑を整備しま

す。

●電線の地中化などによる良好な都市景観の形成、郷土

の特性を生かした景観づくりを進めます。

●史跡の復元や文化財の保護活動を推進します。

自
然
と
人
と
の
共
存
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環境に配慮した
施策を展開します。

●汚染物質の監視体制の整備、工場、事業所などの排出

源に対する監視・指導を行い、適正な公害防止対策を

進めます。
●公害事故に迅速に対応する体制を整備します。
●公共交通機関の経営を支援するとともに、利用促進対

策を検討します。
●下水道、農業・漁業集落排水施設、合併処理浄化槽を

積極的に整備します。
●休廃止鉱山の監視、下流域の汚染防止対策を推進します。
●ダイオキシン類など有害物質の調査を実施するととも

に、対策の検討を行います。
●化学物質の環境リスクを管理し、低減を図る制度の確

立に努めます。
●環境センターの「環境監視情報システム」などを通じ

て、自然環境や公害の監視、情報の提供を行います。

ごみの減量化・リサ
イクルに努めます。

●生ごみの自家処理（コンポスト化）の支援、堆肥化施

設の整備に努めます。
●庁舎や公共施設での古紙回収の徹底、再生品の積極的

利用、リターナブル容器の使用に努めます。
●住民の資源ごみ回収活動を支援するとともに、再資源

化ルートの確立を図ります。
●庁舎や公共施設では、リサイクル活動を徹底して行い

ます。

産業廃棄物の適正
処理を図ります。

●産業廃棄物処理技術の普及を図るとともに、事業者に

よる廃棄物の適正処理を指導・監督します。
●産業廃棄物の排出の抑制、減量化、再生利用を推進し

ます。
●産業廃棄物の減量化・再生利用技術の研究・開発に努

めます。

貴重な水資源を
有効に活用します。

●庁舎や公共施設の整備に当たっては、雨水浸透ますの

設置などにより、雨水の地下還元に努めます。
●庁舎や公共施設での節水に努めます。

環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
循
環
を
基
調
と
し
た
社
会
の
構
築
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省エネルギーに
努めます。

●庁舎や公共施設での自然エネルギーの利用、省エネル

ギー型の設備機器の導入を促進します。
●公用車には低公害車を導入し、使用に際しては急発進、

空ぶかし、不必要な積載を控え、アイドリング・スト

ップを率先して実行します。
●電気、燃料の節約に努め、省エネルギー行動を習慣化

します。

フロン対策を推進
します。

●フロンの適切な回収・処理を推進するとともに、脱フ

ロンに向けた指導や情報提供を行います。

森林資源の保全に
努めます。

●両面コピーの励行による紙使用量の削減、情報の共有

化によるペーパーレス化などを推進します。

地域として国際協
力に取り組みます。

●研修員の受け入れや技術者派遣を通し、国際協力を推

進します。
●民間団体が行う国際協力を支援します。
●環境に関する国際会議への参加を支援します。

地
球
環
境
保
全
へ
の
積
極
的
な
取
組

環境教育、学習の
総合的推進を図り
ます。

●環境教育、環境学習、自主的活動の機会提供、教材配

布を行います。
●学校での環境教育は、教育委員会と協力・連携して推

進します。
●環境教育のための人材育成、施設整備を行います。
●環境情報ネットワークを構築し、積極的に情報を提供

します。

各主体間の相互連
携・協力に努めます。

●県民、事業者、民間団体に対する啓発・指導及び協力・

支援を行います。

自主的に環境保全
を実践します。

●環境に関する率先実行計画を自ら策定し、環境に配慮

した自主的行動を積極的に推進します。

環
境
保
全
に
向
け
て
の
全
て
の
主
体
の
参
加
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第７章　計画推進のために

第２節　計画推進に当たって

本計画に掲げた４つの目指すべき環境像を着実に実現し、緑豊かな秋田を将来へ継承していくた

め、環境施策を計画的かつ総合的に推進します。

１. 推進体制
本計画をより実効性のあるものとするために

は、県民、事業者の皆さんが本計画の推進に理

解を深め、環境行政に協力していただくことが

必要です。

県は、本計画の推進のため「環境調整会議」

を設置しています。ここでは、

①各主体の活動状況の把握

②計画の進捗状況や環境関連情報の提供

③各主体意見の施策への反映

④庁内における環境施策の点検・調整

⑤環境審議会への報告

などを行っていますが、引き続き、皆さんの環

境に関する考え方や要望の把握に努め、施策に

反映させるとともに、皆さんからも御理解、御

協力をいただきながら、本計画を着実に推進し

ていきます。

環境基本計画の推進体制

推進主体

県民

事業者

民間団体

●環境保全に関する
意見・提言

●環境保全に向けた
協働の推進

県

環境調整会議

●計画の進行管理

●各主体意見の施策
への反映

環境審議会

◆意見・提言 ◆報告

◆各主体の活動
状況の把握

◆情報提供

◆提言



２. 進行管理
本計画の実効性を高めるため、県が認証取得

しているISO14001の基本に則り「環境調整会

議」の下に進行管理を行います。

進行管理は、計画→実行→点検・是正→見直

しの手順を繰り返します。

（１）計画

本計画を推進するためには、郷土の環境問題

を全ての主体が共通に認識することが必要で

す。その上で各主体の基本的役割を踏まえ、具

体的行動を計画します。

県は、「あきた21総合計画」などの各種将来

計画に示した環境関連施策との調整を図ります。

（２）実行

各主体は計画に基づいて実行します。

県、市町村は行動推進のための指針、要綱の

整備など、適正な措置を講じます。

（３）点検・是正

推進結果について進捗状況を確認します。ま

た、進捗状況が不十分な場合は是正措置を講じ

ます。

（４）見直し

各主体の意見を取り入れながら適宜、本計画

の見直しを行います。

継続的推進 継続的推進 

見 直 し 

実　行 

点検・是正 計　画 

● 目標達成度の評価 
● 目標の見直し 

● 秋田県環境 
　 基本計画 ● 進捗状況の確認、是正 

● 各主体別の実行 

推進管理システム
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第７章　計画推進のために

３. 各主体の協力・連携
本計画を着実に実施するため、庁内関係部局

及び各市町村と密接な連携を図ります。

本県単独で解決できない問題については、国

及び他の都道府県と連携・調整を図りながら計

画を推進します。

また、県民、事業者、民間団体、行政の自主

的取組が積極的に行われるよう、情報の提供な

ど必要な支援を行います。

４. 職員の意識啓発、知識・技術の修得
本計画の推進に当たっては、県及び市町村職

員が広範な環境問題に的確に対処していくこと

が必要です。

このため、職員研修などの充実を図り、職員

の意識啓発、総合的な知識・技術の修得に努め

ます。





付属資料

●秋田県環境基本計画（改定版）策定の経緯
●将来に引き継ぎたい秋田の自然（写真集）
●用語解説
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秋田県環境基本計画（改定版）策定の経過

１　秋田県環境基本計画の策定（平成10年３月）

平成８年 ２月13日 ＊「21世紀に向けた環境政策のあり方について」環境審議会に諮問

２月22日 環境審議会

＊環境審議会に環境政策部会を設置

６月14日 第１回　環境政策部会

８月30日 環境審議会

＊環境政策部会の審議状況について（中間報告）

９月４日 第２回　環境政策部会

10月29日 第３回　環境政策部会

平成９年 １月14日 環境審議会

＊環境政策部会の審議状況について（中間報告）

１月28日 第４回　環境政策部会

３月10日 環境審議会

＊21世紀に向けた環境政策のあり方について（部会報告）

３月24日 ＊「21世紀に向けた環境政策のあり方について」

環境審議会から答申

12月15日 ＊環境基本計画（案）に対する県民意見の募集

12月26日 ＊秋田県環境基本条例の公布・施行

平成10年 １月８日 ＊「秋田県環境基本計画について」環境審議会に諮問

１月14日 環境審議会

＊秋田県環境基本計画について

２月13日 ＊環境基本計画（案）の市町村説明会

２月18日 環境審議会

＊秋田県環境基本計画について

３月９日 環境審議会

＊「秋田県環境基本計画について」環境審議会から答申

２　秋田県環境基本計画（改定版）の策定について（平成15年７月）

平成15年 ２月27日 ＊「秋田県環境基本計画の見直しについて」環境審議会に諮問

３月11日 ＊「秋田県環境基本計画の見直しについて」環境審議会から答申

３月18日 ＊「秋田環境基本計画見直し案」に対する県民意見の募集

４月17日
〜
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付　属　資　料

豊かな自然景観等

将来に引き継ぎたい秋田の自然環境

白神山地（二ッ森）

由利原高原

男鹿半島

十和田湖

鳥海山

栗駒山

玉川温泉大噴

田沢湖
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八郎湖

六郷町の湧水群

美しく広がる砂浜
（秋田市から男鹿半島を望む）

歴史的街並（角館町）

ブナ林カモシカ

イバラトミヨ雄物型クマゲラ

貴重な動植物



125

付　属　資　料

冬師ハンノキ林（仁賀保町）

田代岳湿性植物群落（田代町）

獅子が鼻湿原（象潟町）

コマクサ

太良峡の秋田スギ（藤里町）

コケ沼（皆瀬村）

ミズバショウ群生地（田沢湖町）

チングルマ
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生活環境保全林・ブナ二次林（峰浜村）

風の松原（能代市）

寒風山の二次草原（男鹿市）

スギの植林（五城目町）

民間団体による植林運動（鳥海町）

里山の風景

二次的自然の保全
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付　属　資　料

八郎湖クリーンアップ

西目海岸漂着物調査

秋田県環境センター ダイオキシン類分析棟

秋田県環境調査団　ドイツミュンヘンにて

不法投棄防止スカイパトロール（北東北３県連携事業）

オイルフェンス設置訓練

中国からの研修員

環境保全活動
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自然観察会 自然ふれあいセンター（五城目町）

都市公園の整備（小泉潟公園）親子による水生生物調査

自然とふれ親しめる環境の整備
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附属資料

●ISO14001（P61）
国際標準化機構（International Organization for

Standardization）が制定している環境マネジメントシス
テムに関する規格の総称。環境マネジメントシステムと
は、事業活動全般について環境配慮の要素を率先して取
り入れ、それを管理しつつ環境への負荷軽減に係り、組
織の最高経営層が環境方針を立て、その実現のために計
画（Plan）し、それを実行及び運用（Do）し、さらに点
検及び是正（Check）し、それを見直し（Action）、もし
不都合があれば計画等の変更を行うシステム（PDCAサイ
クル）を構築し、このサイクルの継続的改善を図るシス
テムのことで、それが規格を満足するものであれば、申
請に基づきISO14001の認証が得られます。県庁は、平
成13年３月にその認証を取得しています。

●IPCC（P48）
気候変動に関する政府間パネル

（Intergovernmental Panel on Climate Change）。気候
変動、特に地球温暖化に関する科学的知見、環境・社会
経済影響及び対応策を検討することや、気候変動枠組条
約の交渉と実施に関して科学的な助言を与えることを目
標として、国連環境計画（UNEP）と世界気象機関
（WMO）によって1988年に設立されました。

●アイドリング・ストップ（P33）
運転者が車から離れている間や荷物の積み下ろしの間

など、不要と考えられる場合は積極的にアイドリングを
止め、休息中、人待ちのための停車中のアイドリングに
ついても、自粛するように努めることです。

●秋田県環境基本計画（P３）
環境保全施策を総合的かつ計画的に推進していくた

め、秋田県環境基本条例第９条の規定に基づき、平成
10年３月に策定したものです。さらにその後、策定後の
社会情勢の変化等を踏まえ、平成15年６月に見直しを
行い、現在に至っています。（「環境基本計画」の項参照）

●秋田県環境基本条例（P２）
秋田県環境審議会の答申を踏まえ平成９年12月26日

に制定されました。環境の保全についての基本理念と県、
市町村、事業者、県民の役割、また環境の保全に関する
施策の基本的な事項を明らかにしています。

●秋田県新エネルギービジョン（P80）
県内における新エネルギー導入の基本的な指針とし

て、本県おける活用目標や活用方策等について提案した
ものです。

●秋田県地球温暖化対策地域推進計画（P81）
「温暖化対策　美の国あきた計画」の項参照

●秋田県北部エコタウン計画（P76）
世界自然遺産の白神山地や十和田・八幡平国立公園等

豊かな自然環境に抱かれた秋田県北部地域（米代川流域
拠点都市地域に指定された18市町村）において、鉱業
関連基盤を活用した家電リサイクルや、リサイクル精錬
拠点形成事業の金属リサイクル事業、住民参加による一
般廃棄物の減量化・地域産業を活用した再資源化に努め
るほか、風力発電所の建設等新エネルギー産業の積極的
な導入を図り、環境と調和したまちづくりを進める計画。

●あきた21総合計画（P３）
県政運営の指針として、平成12年３月に策定した基

本構想編と実施計画編から構成される総合計画で、「時
と豊かに暮らす秋田」を副題とし、2020年（平成32
年）頃を展望したうえで、2010年（平成22年）まで
の長期的、総合的な指針を示しています。
平成15年度からの３カ年は、第２期実施計画に基づ

いて各種施策を推進していくこととしています。
総合計画では、５つの基本目標の中に「環境と共に生

きる秋田」を掲げており、その実現のため、実施計画に
基づいて、
①県民総参加による環境の保全
②豊かな自然環境と人との共生
③環境への負荷の少ない循環型社会の構築
に取り組んでいくこととしています。

●アジェンダ21行動計画（P46）
「環境と開発に関する国連会議（地球サミット）

1992年」で採択された「アジェンダ21（21世紀に向
けて持続可能な開発を実現するための具体的な行動計
画）」のフォローアップのために、今後我が国が実施す
る具体的な事項を行動計画としてとりまとめたもので
す。
この行動計画の実施主体としては、地方公共団体の役

割が期待されており、地方公共団体が策定する行動計画
を「ローカルアジェンダ21」といいます。

※この解説は、特記しているものを除き、平成14年12月末時点の

状況等に基づいて示しています。

あ
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●硫黄酸化物（P46）
重油などの燃料に含まれている硫黄分が燃焼して生じ

るガスです。代表的なものには二酸化硫黄（ＳＯ２）と
三酸化硫黄（ＳＯ３）があります。無色で刺激臭が強く、
呼吸器系に影響を与えたり、植物を枯らしたりします。

●一酸化炭素（P32）
内燃機関や燃焼炉などからの排ガス中に含まれる大気

汚染物質の一つです。無色、無臭、非常に有毒な気体で、
炭素やその化合物が不十分な酸素供給の下で燃焼すると
きに生じます。

●一般環境大気測定局（P32）
環境大気中の二酸化硫黄、二酸化窒素などの大気汚染

物質を常時監視するために設置された測定局です。県内
には都市部を中心に22カ所設置されています。

●一般廃棄物（P42）
法令で特定されている産業廃棄物以外の廃棄物をい

い、日常生活から排出されるごみや粗大ごみ（家庭系）
と、工場、事務所、商店から排出される紙くずなど（事
業系）があります。

●イバラトミヨ雄物型（P94）
トゲウオの仲間で湧水地帯に生息しています。湧水の

消失により絶滅する危険性が高く、県では絶滅危惧種Ⅰ
A類にランクしています。秋田県に生息しているのは
「イバラトミヨ雄物型」と「トミヨ・淡水型」の２種で、
前者の背中のトゲの部分の膜は黒色、後者は透明です。

●雨水浸透ます（P108）
地下水のかん養を図るため、雨水を地下に浸透しやす

くするための設備のこと。

●エコタウン（P76）
ゼロ・エミッション構想を基本とした、自然にやさし

い環境と調和したまちづくりが進められている地域のこ
と。

●エコタウン計画（P76）
「秋田県北部エコタウン計画」の項参照

●エコツーリズム（P69）
生態系や動植物の観察、または地域独自の文化の観察

あるいは体験を目的とした旅行形態のことをいいます。

●エコ商品（P60）
環境への負荷の少ない循環を基調とした社会の実現を

目指し、廃棄物の抑制と資源の有効利用を図るため、廃
食用油による軽油、廃ガラスビンの再生建設資材、廃ト
ナーカートリッジの再商品化など環境に優しい新しい製
品の開発が進められています。

●エコビジネス（P56）
企業が環境保全へのニーズを捉えて行う経済活動。環

境省では、①環境への負荷を低減させる装置（水質汚濁
防止装置、コージェネレーションなど）、②環境への負
荷の少ない製品（エコマーク商品、代替フロンガスの冷
蔵庫など）、③環境保全に資するサービス（廃棄物処理、
環境アセスメントなど）、④社会基盤の整備（下水道整
備関連事業、新交通システムなど）の４分野に分類して
います。消費者や顧客も環境に優しい商品や企業を支持
する傾向にあり、今後の成長分野と期待されています。

●エコマーク（P109）
環境保全に役立つ商品に付けられる環境認証マーク

で、（財）日本環境協会が環境省の指導・助言のもとに
1989年より認定しています。エコマーク商品には、古
紙100％利用のトイレットペーパー、再生プラスチッ
ク製品、間伐材・廃木材再生製品、食用廃油を利用した
石鹸などがあります。

●オゾン層（P46）
オゾンは酸素原子が３個つながった構造をした気体

で、地表から10～50km上空の成層圏に集まってオゾ
ン層を作っています。オゾン層は、私たちが生きていく
上で多大な恩恵を受けている太陽の光のうち、波長
280～320nmの有害紫外線を吸収することにより、人
間はもちろん地球上の生命を保護する大切な役割を果た
しています。

●オゾン層破壊物質（P50）
フロン、ハロン、四塩化炭素、1,1,1－トリクロロエ

タン、臭化メチルなど、オゾン層を破壊する可能性のあ
る化合物の総称です。これらの物質が太陽からの強い紫
外線を受けると、光分解されて塩素原子や臭素原子を発
生し、これが連鎖的にオゾン分子と反応することにより
オゾン層を破壊します。

●オゾンホール（P51）
南極域上空では、冬から春にかけて南極上空を取り巻

く極夜渦と呼ばれる強い渦状の気流が安定的に生じるた
め、冬期には極めて低温になり、極域成層圏雲と呼ばれ
る雲が生じます。オゾン層破壊物質が分解してできた塩
素や臭素は、この雲の粒子表面での反応で活性度の高い
状態に変換されます。そして、春（９～11月）になっ
て日が当たるようになると、これらが分解して塩素原子
や臭素原子を生成し、オゾンの破壊反応が進行しやすく
なり、オゾンの量が大きく減少してしまいます。この減
少の生じた領域がオゾンホールと呼ばれています。

●汚濁負荷（量）（P70）
環境に排出される汚濁物質のことで、その量を「汚濁

負荷量」といい、排出量と濃度の積で表します。工場や
事業場などからの排水や排出ガスについては濃度による
規制が多く用いられていますが、濃度が小さくても排出
量が大きければ環境に与える影響は大きくなるので、通
常、環境への影響を推定・評価するには汚濁負荷量が用
いられます。
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●オフィス町内会方式（P111）
個々のオフィスから出る古紙は量が少なく回収費用が

高いため、同一地域のオフィスが「町内会」を作り、効
率的にまとめて回収業者に引き渡す方式をいいます。

●温室効果（ガス）（P46）
「地球温暖化」の項参照

●温暖化対策 美の国あきた計画（秋田県地球温暖
化対策地域推進計画）（P80）
「秋田県環境基本計画」に基づき、県として行うべき

具体的な温暖化対策を盛り込んだマスタープラン。京都
議定書や地球温暖化対策推進法などの日本としての温室
効果ガスの削減・抑制の取組みを受け、本県において県
民、事業所、行政が地球温暖化防止の行動を積極的に推
進するための方向や指針を体系的に示したものです。

●海岸段丘（P102）
海岸線に沿って階段状に発達した地形で、過去の海面

に関連してできた海成の平坦面が不連続に陸化したもの
です。県内では男鹿半島や岩館海岸に数列の段丘が発達
しています。

●海食崖（P102）
海に面した山地や台地で、波食作用が主な原因で削ら

れてできた崖。波食崖ともいいます。

●快適（な）環境（P２）
環境の快適性を表す言葉に「アメニティ（Amenity）」

があります。たとえば、豊かな緑、さわやかな空気、静
けさ、清らかな水辺、美しい町並み、歴史的なたたずま
いなどをいいます。

●外来種（P23）
過去あるいは現在の自然分布域外に導入された種、亜

種、それ以下の分類群であり、生存し、繁殖することが
できるあらゆる器官、配偶子、種子、卵、無性的繁殖子
を含みます。

●化石燃料（P46）
原油、天然ガス、石炭やこれらの加工品であるガソリ

ン、灯油、軽油、重油、コークスなどをいいます。
一般的に石油、天然ガスは微生物、石炭は沼や湖に堆

積した植物が、地中の熱や圧力などの作用を受けて生成
したといわれています。

●合併処理浄化槽（P34）
「浄化槽」の項参照

●カドミウム汚染米（P92）
食品衛生法における、食品添加物等の規格基準では、

玄米中のカドミウム含有濃度は、1.0ppm未満となって
おり、この基準値以上の玄米を汚染米といいます。

●環境あきた県民フォーラム（P56）
秋田県の環境をさらに豊かで全国に誇れるものとしよ

うと、県内の有志が発起人となり平成14年３月に設立

した組織で、県民・事業者・行政といった全ての主体が
連携し、県民総参加で環境にやさしい取組を推進するこ
とを目的にしています。
秋田の環境をもっと良くしたいと思う人であれば、個

人、団体等を問わず誰でも参加でき、ニュースレターや
ホームページを通じた会員相互の情報交換や、会員の創
造力、意欲を吸い上げた環境保全活動を推進します。

●環境影響評価（環境アセスメント）（P58）
大規模な開発事業を実施しようとする場合に、その事

業者が自ら、事業の実施が環境にどのような影響を及ぼ
すかについて、あらかじめ調査、予測、評価を行い、そ
の結果について地域の人々の意見を聴くことなどによっ
て、環境に配慮して事業を実施していこうとするもので
す。

●環境カウンセラー（P84）
環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を有し、そ

の知見や経験に基づき市民やNGO、事業者などの環境
保全活動に対する助言などを行う人材として、環境省の
行う審査を経て登録された人のこと。事業者を対象とし
た環境カウンセリングを行う「事業者部門」と市民や市
民団体を対象とした環境カウンセリングを行う「市民部
門」に区分されています。秋田県内では事業者部門８名、
市民部門10名が登録されています。

●環境学習室（P84）
環境学習室は、県民が環境学習や環境活動のために活

用する目的で、秋田県庁第二庁舎６階の秋田県環境セン
ターの中に設置されています。
環境学習室では、小学校へ出向いて行う｢空と水の環

境学習｣や｢夏休み子ども環境教室｣など、主に子どもた
ち(小、中学生)を対象とした各種環境講座を開催してい
ます。

●環境家計簿（P109）
毎日の生活で環境に負荷を与える行動や環境に良い影

響を与える行動を記録し、必要に応じて点数化したり、
収支決算のように－定期問の集計を行うものです。例え
ば温暖化問題に着目すると、毎月の電気、ガス、水道、
自動車燃料、廃棄物量などを記入し、所定の計算を行う
と各家庭の二酸化炭素排出量が分かるようになっていま
す。

●環境監視員（P79）
廃棄物の不法投棄及び不適正処理に対する監視体制の

強化を図るため、各保健所に配置されていて、管内のパ
トロールや事業所への立入検査を行います。

●環境監視情報システム（P84）
秋田県の環境データを収集・管理・公開するシステム

のこと。県内に設置された測定局から測定データを収
集・処理する環境常時監視システム、大気・水質データ
等を管理・処理する環境情報管理システム、さらに収
集・加工されたデータ等をインターネット等を通じて提
供する環境情報提供システムから構成されています。
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●環境基準（P32）
人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持さ

れることが望ましい基準として政府が定める行政目標で
す。大気汚染、水質汚濁、土壌汚染及び騒音については
「環境基本法」で、ダイオキシン類については「ダイオ
キシン類対策特別措置法」で定めています。環境基準の
レベルは「維持されることが望ましい基準」として、人
間の健康などの維持のための最低限度の基準よりも数歩
進んだところを到達目標とするという、積極的な意味を
持っています。

●環境基本計画（P３）
環境政策を体系的、総合的に展開することを目的とし

て作られる行政計画。地域の環境項目について、住民の
環境に対する考え方や地域の社会的､自然的環境特性を
踏まえつつ、中長期的に、①環境のあるべき姿を目標と
して明確化し、②目標の達成のための政策方針を明らか
にし、③その方針にもとづく個別の施策を体系化すると
ともに、新たな政策を提示するものです。（本県の基本
計画については「秋田県環境基本計画」の項参照）

●環境教育（P36）
人間と環境との関わりについて理解と認識を深め、個

人や集団が環境に配慮した責任ある行動を取ることを目
的として、家庭、地域社会、学校、企業、行政などで行
う教育のこと。生涯教育として幼児から高齢者までのあ
らゆる年齢層の人々が対象となります。

●環境審議会（P117）
環境基本法第43条及び自然環境保全法第51条の規定

に基づき環境の保全に関して、知事が環境基本計画を定
めるに当たって意見を聴いたり、知事の諮問に応じ、環
境の保全に関する基本的事項及び重要事項を調査審議す
るため、環境の保全に関する学識経験者を含む委員で構
成する合議制の機関です。

●環境大賞（P60）
秋田県内において地球温暖化防止や水環境の保全、ご

みの減量化・リサイクルなど環境保全全般に関する実践
活動が他の模範となる個人又は団体を表彰しその活動事
例を広く県民に紹介することにより、県民の環境保全に
関する自主的な取り組みを促進することを目的とした知
事表彰のこと。平成10年度から実施し、毎年５点が表
彰されています。

●環境調整会議（P117）
調整会議は、副知事を会長に、県庁の各部局長等で構

成し、環境マネジメントシステムや秋田県環境基本計画
の進行管理及び見直しについて審議する組織です。

●環境と文化のむら（P103）
山の自然とのふれあい、その自然のもたらす恵みによ

り築かれてきた文化について学ぶ施設です。この施設に
ある森林は「野鳥の森」に指定され、バードウオッチン
グを楽しむことができるほか、秋田県鳥獣保護センター
を併設しており、傷ついた鳥や動物を保護しています。

●環境パスポート（P61）⇒ 図の中の注釈
海外（特にヨーロッパ）との取引の際に、

ISO14001取得が条件とされるケースが増えてきてい
ることから、この言葉が使われています。

●環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会
（P17）
「環境への負荷」とは、「秋田県環境基本条例」では

「人の活動により環境に加えられる影響であって、環境
の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。」
と定義されています。また、「持続的発展が可能な社会」
とは、将来の世代が享受する経済的、社会的な利益を
損なわない形で、現在の世代が環境を利用していこうと
する考え方に基づく社会をいいます。

●環境保全（P5）
大気、水、土壌等の環境の自然的構成要素やそれらに

よって構成されるシステムに着目し、その保護及び整備
を図ることによって、これを人にとって良好な状態に保
持することです。
そもそも包括的な概念を指す言葉であり、多様な意味

に用いられるほか、考え方は社会の変化等に伴って変わ
っていく性格を有します。

●環境保全機能（P20）
森林の場合は、環境保全機能と多面的機能は同義です

が、農業の場合は、国土保全・水源のかん養・自然環境
の保全・良好な景観の形成などがあります。

●環境保全センター（P79）
県内の中小企業等から排出される産業廃棄物の処理を

補完することを目的として、県が昭和51年10月に仙北
郡協和町に設置した、産業廃棄物の最終処分を主とする
公共関与の廃棄物処理施設です。

●環境保全協力金制度（P45）
県外産業廃棄物の適正な処理を促進するために、県外の
排出事業者に一定の経済的負担（環境保全協力金）を求め
る制度です。搬入される県外産業廃棄物１トンにつき、そ
の処分目的に応じて50円～500円の協力金を求めます。
経済合理性に基づき企業や個人が負担を軽減しようとする
行動をとることにより、結果として社会全体がめざす政策
効果を上げようとする「経済手法」の一つであり、北東北
三県が全国に先駆けて、平成16年１月から導入を予定し
ている制度です。

●環境保全型農業（P26）
生態系を守るため、地域由来生物等の自然な生息を確

保する農地利用や、環境負荷低減のため農業の持つ物質
循環機能を活かし、家畜排せつ物等の堆肥化による土づ
くりを通じて化学肥料と化学農薬の使用量を減らす、環
境と調和した持続性の高い農業生産を行うことです。

●環境ホルモン（P41）
「内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）」の項参照。

●環境マネジメントシステム（P61）
「ISO14001」の項参照
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●環境リスク（評価）（P41）
人の活動によって加えられる環境への負荷が、環境中

の様々な経路を通じ、環境の保全上の支障を生じさせる
おそれ（可能性）を示す概念です。人間にとって好まし
くない出来事を「発生の不確かさ」と「影響の大きさ」
で評価するのがリスクの基本的な考え方です。例えば、
影響が相当大きなものであっても、その発生する確率が
ほとんどなければ、リスクは小さいと評価されます。

●間伐（P27）
森林の保育・保護のために行う間引き伐採のこと。病

虫害、雪折れ、風倒などの自然災害に対して抵抗力のあ
る健全な森林を育成し、目的に合った木材を生産するた
めには不可欠です。

●気候変動枠組条約（P48）図の中の注釈
地球温暖化を防ぐため、1994年３月に発効した「気

候変動に関する国際連合枠組条約」のこと。世界各国が
力を合わせて大気中の温室効果ガスの濃度を一定以上に
は増やさないようにすることが目的です。1997年12
月、京都においてこの条約の第３回締約国会議（COP3）
が開催され、先進工業国の温室効果ガスの排出量の削減
目標や、それぞれの国が目標を達成しやすくなるような
国際的な仕組みなどを定めた「京都議定書」が採択され
ました。

●汽水海跡湖（P70）
湖の成因はいろいろありますが、河川から海に運ばれ

た漂砂が堆積してできた州によって海の一部が切りはな
されてそこに淡水が流入して形成されたものがありま
す。
北海道のサロマ湖、島根県の宍道湖、かつて日本で２

番に広い面積を持っていた秋田県の八郎潟などがこの例
です。この様に、海の一部が陸内に封じられて湖となり、
海水と淡水が混じり合っているものを汽水海跡湖ととい
います。

●規制基準（P38）
法律や条例に基づいて事業者が遵守しなければならな

い悪臭、騒音、振動などの発生許容量。この基準は環境
基準と異なり、罰則の適用など事業者に対する直接の取
締基準としての効果を持ちます。これに違反すれば、行
政上の規制ないし制裁を受けることになっています。
（関連用語：環境基準、排出基準、排水基準）

●北東北３県知事サミット（P57）
青森、岩手、秋田の３県の知事が共通の政策課題等に

ついて意見を交換し、相互の連携や交流の一層の促進を
図ることを目的に、平成９年から毎年開催しています。
子ども環境サミットや廃棄物の不法投棄を監視するスカ
イパトロール、水と緑の条例の制定等は、このサミット
における合意の下に取り組まれています。平成13年の
第５回サミットから北海道が加わっています。

●北東北環境フォーラム（P57）
「環境」をテーマに開かれた第２回北東北３県知事サ

ミットの合意を受け、環境保全に係る合意事項について

具体的な進め方を検討することなどを目的として平成
12年４月に設立された３県の環境主管部長からなる組
織です。

●漁業集落排水施設（P34）
「農業・漁業集落排水処理施設」の項参照。

●魚礁（P69）
海底地形が周辺に比べて隆起している天然の礁や瀬で

漁場として利用される場所のこと。このような場所は地
形の影響を受けて海水の循環（上昇、下降など）が活発
で栄養に富んでおり、日光の透過も良好でプランクトン
などがよく発生することから、魚類が集まり良好な漁場
が形成されます。
この性質を利用して、コンクリートブロック等の魚礁

を海底に設置して人工的に漁場を造成し、漁業生産を高
める事業が行われています。

●グリーン調達（P61）⇒ 図の中の注釈　
環境への負荷ができるだけ少ない商品やサービスを選

択・購入すること。関連ビジネスをめぐる動きも活発化
しており、環境への負荷の少ない持続可能な社会経済の
構築に寄与します。

●グリーン・ツーリズム（P25）
都市の住民が、農山漁村の自然、文化、人々との交流

を楽しむための滞在型の旅行形態をいいます。

●クリーン農業（P91）
堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化

学肥料や化学農薬の使用を必要最小限度にとどめるな
ど、農業の自然循環機能を維持増進させ、環境との調和
に配慮した、安全・安心、品質の高い農産物の生産を進
める農業のことです。本県では、堆肥により土づくりに
取り組んでいる農家の割合は10％で全国平均の16％よ
りも低く、堆肥にする有機質資源の確保と堆肥生産利用
施設の導入が課題となっています。

●クリプトスポリジウム（P34）
家畜等の哺乳動物を保虫宿主とする、大きさ1,000

分の５mm程の寄生性原虫。宿主の糞便に水道水が汚染
されヒトへの集団感染を引き起こした事例が国内外で報
告されおり、はげしい腹痛・下痢のほか、ときに嘔吐・
発熱等の症状を引き起こすとされています。
感染しても通常数日で自然治癒しますが、免疫不全患

者等では重篤な症状となることがあります。なお、通常
水道水に用いられている塩素消毒では死滅しないため、
原水が汚染される恐れのある浄水場では、「ろ過法」に
よる浄水処理を行う必要があります。

●クローズドシステム（P111）
水の合理的使用の最終的理想形態として考えられてい

る、放流のない使用形式です。
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●渓谷林（P102）
渓流沿いの傾斜地などに成立する林。サワグルミ、ト

チノキ、カツラなどが代表的な構成種となっています。

●建設副産物（P79）
建設副産物とは、建設工事に伴い副次的に得られる物

品のことをいい、再生資源及び　廃棄物を含みます。
このうち再生資源とは、副産物のうち有用なものであ

って原材料として利用することができるもの又はその可
能性のあるもので、例えばコンクリート塊は廃棄物であ
るとともに、再生資源としても位置付けられています。

●公害（P２）
環境基本法では、事業活動その他の人の活動に伴って

生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌
の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭（同法ではこ
れを「典型７公害」と規定しています。）によって、人
の健康又は生活環境に係る被害が生ずることと定義して
います。

●光化学オキシダント（P32）
自動車及び工場から排出された大気中の窒素酸化物、

炭化水素などが強い紫外線により光化学反応を起こして
生成されるオゾン、PAN（パーオキシアセチルナイト
レート）などの強酸化性物質の総称。強い刺激性を有し、
大気濃度が0.12ppm以上になると粘膜を刺激し、目、
鼻、のどを痛めることがあります。夏の日差しが強く、
風の弱い日には、局所的に光化学オキシダントの濃度が
高くなり、大気が白っぽく、どんよりと濁った状態にな
る光化学スモッグが発生しやすくなります。

●公共下水道（P71）
主として市街地の雨水をすみやかに排除し、また、汚

水を処理して河川などに放流するもので、市町村が事業
主体となって行う下水道です。終末処理場を有するもの
と流域下水道に接続するものとがあります。

●公共用水域（P34）
河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供さ

れる水域及びこれに接続する水路（終末処理場に流入す
る下水道を除く）をいいます。

●耕地生態系（P66）
人の手によって管理されている水田や畑などの耕作地

に成立する生態系です。

●コージェネレーション（P112）
１つのエネルギー源から熱と電気など複数のエネルギ

ーを取り出して供給するシステムで、熱併給発電、熱電
併給ともいいます。発電に伴う排ガス等を用いて熱供給
を行うので、エネルギー効率を70～80％にまで高める
ことができます。
従来、紙パルプ産業など蒸気を多く使用する工場では

自家発電システムとして活用されてきましたが、最近で
はビル、病院、ホテルなどエネルギー消費地域の地下な

どに発電機を置き、その排熱を有効利用して冷暖房や給
湯などを行う民生用の高効率発電システムとして注目を
集めています。

●こどもエコクラブ（P55）
地域において、環境に関する活動を行う数人～20人

程度からなる小・中学生のグループの総称です。全国の
小・中学生の継続的な環境活動を支援するため、平成７
年度から環境省が全国の小・中学生に参加を呼びかけて
います。平成14年度における本県のこどもエコクラフ
登録状況は、秋田市、能代市、大曲市など３市６町46
クラブ788人です。

●北東北子ども環境サミット（P55）
平成10年の北東北知事サミットにおける合意に基づ

き、平成11年度から北東北三県が連携し輪番で開催し
ている環境教育事業。毎年、三県のこどもエコクラブを
中心に200人以上の子どもたちが集結し、身近な自然
の体験や環境の学習を通じて、環境に優しい行動の実践
に向けた教育が行われています。なお、平成16年は秋
田県が開催当番県となっています。

●コンポスト化（P1108）
生ごみなどを微生物の働きで堆肥にすることをいいま

す。

●最終処分場（P42）
廃棄物の埋立処分を行う場所またはその設備をいいま

す。－般廃棄物の最終処分場は１種類（管理型）ですが、
産業廃棄物の最終処分場は、埋め立てる産業廃棄物の環
境に及ぼす影響によって、安定型、管理型、遮断型の３
種類に分類されます。
・安定型最終処分場

廃棄物の飛散及び流出を防止する構造を持つ
処分場。性質が安定しており生活環境上の支障
を及ぼすおそれが少ないと考えられる安定型産
業廃棄物（廃プラスチック類、ゴムくず、金属
くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁
器くず、がれき類）のみが対象です。

・管理型最終処分場
地下水などの汚染を防止するため、底にシー

トを張るなどの遮水工を行い、浸み出した水を
集め、法に基づく排水基準を満たすよう処理し
て公共用水域に放流する設備を備えた処分場。
遮断型処分場の対象外の産業廃棄物及び一般廃
棄物が対象です。

・遮断型最終処分場
周囲をコンクリートで固め、雨水などが入り

込まないように覆うなど、有害物質が浸出する
のを遮断した処分場。燃え殻、汚泥、ばいじん
及び鉱さいなどの中で、有害物質が基準を超え
て溶出するものが対象です。

●細密調査（P40）
カドミウム汚染米発生を防止する恒久対策等を講ずる

ための「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」に基
づく調査で、ほ場が特定できる概ね2.5haを１区画とし
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た水田において穂（立毛玄米）を採取し、カドミウム濃
度を調査する方法のことです。

●砂丘植生（P98）
砂浜海岸、大きな川の岸、砂漠などの砂丘に成立する

植生。乾燥や貧栄養的条件に耐え、砂の移動による被砂
の害に対しても抵抗性の強い植物がみられます。

●里山（P２）
集落周辺で、従来は主に林産物栽培、有機肥料、薪や

炭の生産などに利用されていた丘陵地などをいいます。

●里地（P22）
都市地域と原生的自然との中間に位置し、様々な人間

の働きかけを通じて環境が形成されてきたとする抽象的
な地域概念。

●3R（P43）
廃棄物対策のキーワードであるReduce（リデュース：
発生抑制）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサ
イクル：再生利用）の３つの頭文字を取った総称です。

●産業廃棄物（P44）
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え穀、汚泥、
廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類など及び輸
入された廃棄物をいいます。

●産業廃棄物税制度（P45）
産業廃棄物の発生抑制、減量化、リサイクルなどを促

進するための制度であり、環境保全協力金制度と同じく
「経済的手法」の一つです。最終処分場への搬入１トン
につき、原則として1,000円を課税します。平成14年
４月に三重県が全国に先駆け導入し、中国三県（広島、
岡山、鳥取）北九州市が導入を予定しています。本県は
青森、岩手両県と共同歩調で、16年１月の導入を予定
しています。

●酸性雨（P２）
工場や自動車から排出された硫黄酸化物や窒素酸化物

が硫酸塩や硝酸塩に変化し溶け込んで酸性が強くなった
雨のこと。酸性の度合いはpH（水素イオン濃度）で表
現されますが、一般にpH5.6よりも低い数値を示す雨
を酸性雨といいます。ちなみに､オレンジ果汁はpHが４、
酢は３です。

●酸性河川（P34）
河川は陸地への降水が海へ注ぐ地表の水の流れであ

り、pHは通常中性付近の一定の範囲内にありますが、
流域の酸性湧水などの影響を受け、pHがこの範囲を超
えて酸性になっているものを酸性河川といいます。県内
には、玉川温泉の影響を受けている玉川の上中流や川原
毛湧水の影響を受けている高松川を始め多くの酸性河川
があります。

●酸性湖沼（P70）
湖沼の水のpHは、河川と同様に通常は中性付近の一

定の範囲にありますが、火山の火口湖などpHがこの範
囲を超えて酸性になっているものを酸性湖沼といいま
す。県内には、規模の小さな酸性湖沼がいくつかありま

すし、田沢湖も元々は酸性湖沼ではありませんでしたが、
酸性河川である玉川の水を導入したため酸性湖沼となっ
てしまいました。

●酸性水中和処理事業（玉川）（P34）
雄物川の支川、玉川の上流には日本でも有数の強酸性

泉である玉川温泉があります。この温泉水は毒水とも呼
ばれるほどで、温泉水が流れ込む玉川も酸性となり下流
地域の農業に害を与えていました。このため、古くから
この温泉水対策事業が行われていましたが、酸性度が強
く水量も多かったことから、十分な中和効果は得られて
いませんでした。
そこで、平成３年の玉川ダムの建設を契機に、玉川温

泉直下で粒状石灰による中和処理施設を建設して温泉水
の中和を開始しました。これにより、下流の玉川河川水
や玉川を導水している田沢湖では、pHが回復してきて
います。

●COD（P34）
化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand）。

水中の有機物を酸化剤で化学的に分解する際に消費され
る酸素の量です。水質の汚濁状況を示す代表的な指標で、
この数値が大きいほど汚濁しているといえます。国では、
湖沼と海域の水質環境基準の項目の一つとしてCODを
定めており、その評価として75％値を用いることとし
ています。（COD75％値は「75％値」を参照）

●資源水準（P68）
漁獲の対象としている魚介類ごとの資源量の大きさの

こと。
秋田県では、昭和40年代に１万トン以上の漁獲量が

あったハタハタが、平成３年にはわずか70トンまで激
減し、漁業者の英断により平成４年９月から３年間全面
禁漁を実施しました。解禁後も「獲るのは漁獲対象資源
量の半分まで」という全国でも例をみない漁獲可能量制
度を導入するなどの徹底した資源管理により、資源は順
調に回復しています。

●自然環境保全基礎調査（P63）
一般に「緑の国勢調査」と呼ばれており、「自然環境

保全法」に基づき国の自然環境の現況を総合的、科学的
に把握するため、概ね５年ごとに国が都道府県などに委
託して実施しています。

●自然環境保全地域（P22）
「自然環境保全法」に基づく指定地域。環境庁長官が

指定する「原生自然環境保全地域」、「自然環境保全地域」
と、都道府県知事が指定する「都道府県自然環境保全地
域」の３種類があります。

●自然観察指導員（P24）
自然観察会をはじめとする野外活動のボランティア指

導者として活動し、地域の自然保護思想の普及の核とな
り、自然のしくみを理解し、自然を大切に思う仲間づく
りを進めるため、（財）日本自然保護協会が開催する自
然観察指導員講習会の全過程を終了し、同協会に登録し
た人をいいます。
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●自然公園（P22）
すぐれた自然の風景地を保護するとともに、その利用

の増進を図るために、「自然公園法」に基づいて指定さ
れる公園です。環境大臣が指定する「国立公園」、「国定
公園」と、都道府県知事が指定する「都道府県立自然公
園」の３種類があります。

●自然公園管理員（P24）
「秋田県自然公園管理員業務要綱」に基づき知事が配

置するもので、県内の国立公園、国定公園及び県立自然
公園区域を巡回し、適正な公園の管理・運営に当たる管
理員（非常勤）です。

●自然保護指導員（P24）
「秋田県自然環境保全条例」に基づき知事が配置する

もので、自然環境の保全状況の把握、保全のための指導
などに当たる指導員（非常勤）です。

●持続的発展が可能な社会（P17）
「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会」の
項参照。

●湿生植物（P92）
水辺に生育している植物で、水分に対する様々な適応

形態を持つ植物。

●湿地（P23）
年中または一時的に表面水で覆われる沼沢地や河川周

辺の場所のほか、地下水位が高く土壌水分が飽和状態に
ある土地をいいます。

●自動車排出ガス測定局（P32）
自動車排出ガスによる著しい大気汚染が生じている場

所、または生ずるおそれがある道路及びその周辺の区域
において、大気の汚染状況を常時監視する測定局です。

●循環を基調とした（地域）社会（ほかに循環型社
会など）（P16）
「循環」には、生態系の循環やエネルギー循環など、

人が健康で生活していく上で大切な様々な循環がありま
すが、本基本計画でいう「循環型社会」とは、
◎　廃棄物の排出抑制やリサイクル、エネルギー利
用の効率化、設備改善等による排水等の処理の徹
底など、県民がそれぞれの立場で環境に配慮した
取組を積極的に行うことにより、家庭生活や事業
活動からの環境への負荷が軽減され、自然の物質
循環が健全な状態で維持される社会をイメージし
ています。

ちなみに、「循環型社会形成推進基本法」では、循環
型社会を「廃棄物等の発生抑制やリサイクル、適正処理
の徹底により実現される、資源の消費が抑制され、環境
への負荷ができる限り低減される社会」としています。

●（重要）伝統的建造物群保存地区（P96）
「文化財保護法」に基づき、伝統的建造物群及びこれ

と一体をなしてその価値を形成している環境を保存する
ため、市町村が定める地区。国は、市町村の申し出に基
づき、伝統的建造物群保存地区の区域の全部または一部
で、我が国にとってその価値がとくに高いものを重要伝

統的建造物群保存地区として選定しています。

●種苗放流（P69）
有用魚介類の稚魚（貝）を人為的に生産して放流する

ことによって資源の維持・増大を図るもので、秋田県で
は、ハタハタのほかマダイ、ヒラメ、アワビ、クルマエ
ビ、ガザミなどの種苗放流を行っています。

●浄化槽（P34）
水洗便所からの汚水または雑排水を処理し、公共下水

道以外に放流するための施設のことをいいます。浄化槽
には、し尿のみを処理する「単独処理浄化槽」と、し尿
と厨房排水、洗濯排水、浴室排水などの生活雑排水も併
せて処理する「合併処理浄化槽」があります。

●植生
ある場所に生育している植物の集団で植被ともいいま

す。人為的影響を受けているかいないかによって、代償植
生と自然植生に区分されます。

●処理基準（廃棄物）（P78）
廃棄物の適正な処理を目的に、廃棄物の収集・運搬や

処分（中間処理、最終処分）について法令で定めた基準
で、一般廃棄物処理基準、産業廃棄物処理基準などがあ
ります。
収集・運搬に関する基準では廃棄物が飛散・流出しない
ようにする事など、処分に関しては野焼きの禁止などが定
められており、廃棄物の処理に当たっては、この基準に従
う必要があります。

●新エネルギー（P49）
石油、石炭、原子力等を用いたエネルギーに対し、風

力、太陽光、雪氷冷熱等の「自然エネルギー」、廃棄物
発電や工場廃熱等を利用する「リサイクルエネルギー」、
従来のエネルギー利用の効率を高めたコージェネレーシ
ョン、燃料電池等の「高効率エネルギーの利用」などを
いいます。

●親水空間（P24）
水浴、水遊び、釣り、水辺の散歩など、日常生活や観

光、レクリエーションを通して、水と身近にふれ親しむ
ことのできる場所をいいます。

●森林性哺乳類（P102）
カモシカ、ニホンザル、ムササビ、モモンガ、ヤマネ

など、森林を主な生活場所としている哺乳類です。

●水源かん養（P16）
森林の公益的機能の１つです。樹木及び地表植生など

により降雨、融雪水の地下浸透を助長し、貯留水を徐々
に流出させる森林の理水機能（洪水ピークの平準化、渇
水の緩和）の維持増進を図り、洪水の防止及び水資源の
確保に資する機能を指します。

●スカイパトロール（P127）
不法投棄等の未然防止や早期発見・早期解決を図るた

め、ヘリコプターによる上空からの監視活動をいい、パ
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トロールで発見した箇所については現地調査を実施し、
必要により原状回復の指導等を行っています。
なお、不法投棄防止に関する広域連携の一環として、

平成14年度から東北６県で連携してスカイパトロール
を実施しています。

●生活環境保全林（P92）
森林には、騒音の防止、大気の浄化、自然災害の防止、
水源のかん養など安全でうるおいのある生活環境を守る
様々な働きがあります。このように都市の健全な生活環
境を守ったり、保健休養の場の提供など森林の公益的機
能を総合的に発揮させるため、生活環境保全林事業によ
り、広葉樹等の植栽、林間広場、東屋、林間歩道などの
整備を実施した森林をいいます。
県内には41地区あり、面積は1,771haに及びます。

●生活排水（P２）
調理、洗濯、入浴など人間の日常生活に伴い公共用水

域に排出されるもので、工場などから排出される産業排
水と区別されています。これら人間活動に伴い排出され
る有機物質、窒素、燐を多く含む排水が河川、湖沼、海
洋に流入すると、その水域が富栄養化状態になります。
県内でも、中小の都市河川や八郎湖などが生活排水の

影響を強くうけている水域があります。これを防止する
ためには、下水道の整備、し尿と台所等の雑排水を一緒
に処理する合併浄化槽など地域に応じた施設の改善、普
及を図る必要があります。

●生活排水処理施設（P72）
し尿（トイレ汚水）と生活雑排水（炊事、洗濯、入浴

等日常生活に伴って排出される排水）を併せて処理する
施設の総称。施設には下水道、農業・漁業集落排水施設、
コミュニティ・プラント、合併処理浄化槽などがある。

●生態系（P20）
ある一定地域内で生息・生育している生物群集と、そ

れをとりまく無機的環境要因（光、温度、水、土壌など）
を、相互に密接な関係を持つ一つのまとまりとしてとら
えたもの。

●生態系保全型漁業（P69）
漁業生産力の確保のために、生物生産力の高い藻場な

どの海洋環境の維持を図り、漁獲対象魚以外の生物種に
与える影響を最小限にとどめることにより、生物多様性
の確保と漁業資源の持続的利用を図ろうとする漁業です。

●生物相（P68）
ある一定の地域または環境内に生息・生育する生物の

全種類をいいます。

●生物多様性（P16）
地球上の生物は、約40億年に及ぶ進化の過程で多様

に分化し、生息場所に応じた相互の関係を築きながら、
地球の生命体を形づくっています。このような多様な生
物の世界を「生物多様性」といいます。生物多様性は、
生態系のバランスを維持するうえで重要であるばかりで
なく、私たち人間の生活にも計り知れない恵みをもたら

してくれます。

●生物多様性データバンク（P66）
これまでに集積してきた多様な生物の様々な資料をパ

ソコンを使って活用できるよう入力、整理し、環境アセ
スメントなどの各種開発の事前指導などに活用するほ
か、自然環境情報を県民に提供できるよう集積していま
す。

●生物多様性国家戦略（P46）
1993年に日本が受諾した「生物多様性条約　1992

年」などに基づき、政府が決定した日本の生物多様性保
全の長期的目標と取り組みの方針です。目標として、全
国及び地方レベルでの生物多様性の保全と持続可能な利
用の推進、動植物の絶滅のおそれの防止、重要な地域の
保全などを示し、このための方策として保全対策の強化、
自然の創出、調査研究の推進などをあげています。

●世界遺産（P９）
「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約

1972年採択」に基づき、国際的な協力・援助のもとに
保護が図られている顕著な普遍的価値を有する文化遺産
及び自然遺産。国内では文化遺産として奈良県の「法隆
寺地域の仏教建造物」、兵庫県の「姫路城」などが、自
然遺産としては本県と青森県にまたがる「白神山地」及
び鹿児島県の「屋久島」が登録されています。

●世界遺産センター（P91）
世界遺産地域の普及啓発のため平成10年に開館した

施設。
世界遺産条約の解説や白神山地の自然を模型などによ

り紹介するとともに、各種の自然ふれあい活動を行うた
めの拠点となっています。

●ゼロエミッション（P76）
生産や流通、消費の各段階で生じる廃棄物を、新たに

他の分野の原料として活用するなどにより廃棄物をゼロ
にすること。

●ダイオキシン類（P41）
有機塩素化合物で、水に溶けにくく、蒸発しにくいほ

か、他の物質とも簡単には反応しない性質を持っている
化学物質です。「ダイオキシン類対策特別措置法」では、
ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF 135種類）とポリ塩
化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（PCDD 75種類）及び
コプラナーポリ塩化ビフェニル（Co-PCB）を合わせて
「ダイオキシン類」と定義しています。ダイオキシン類
は、物の燃焼過程などで非意図的に生成され、その中で
も最も毒性の強い2,3,7,8-四塩化ダイオキシンについ
ては、人に対する発がん性が確認されています

●大気（の）浄化（P29）
窒素酸化物、硫黄酸化物、ばいじんなどの大気汚染物

質を除去すること。大気汚染物質の吸収力が強い樹種の
植栽は、大気汚染の軽減・防止の上で有効な手段です。
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●多面的機能（P69）
農業が有する多面的機能とは、農業生産活動が適切に

行われていることによって発揮されるものであり、国土
保全・水源のかん養・自然環境の保全・良好な景観の形
成・文化の伝承・保健休養・地域社会の活性化・食料安
全保障があります。
森林の有する多面的機能には、動植物の生活の場とし

ての生物多様性を保全する機能、地球温暖化の緩和や気
候の安定化などの地球環境を保全する機能、土砂の浸食
を防止し保全する機能、洪水の緩和及び水資源貯留など
の水源をかん養する機能、大気浄化や防音などの快適な
生活環境を形成する機能、都市民への保健休養、レクレ
ーション機能、景観や教育などの文化的な諸機能、木材な
どの物質生産機能等があります。

●玉川酸性水中和処理事業（P95）
「酸性水中和処理事業（玉川）」の項参照

●単独処理浄化槽（P72）
「浄化槽」の項参照

●地球温暖化（P２）
地球が太陽から暖められると、宇宙に向けて熱（赤外

線）をはきだしてちょうどよい温度に保とうとします。
大気中にはこの赤外線を吸収する気体があり、地表から
宇宙に逃げる熱を減らして地球を暖める働きをしていま
す。この働きを温室効果といいます。
温室効果をもつ気体には、二酸化炭素、メタン、フロ

ンなどがあり、それらを温室効果ガスといいます。
この大気中の二酸化炭素などが増えすぎると、地球全

体の温度が高くなってしまいますが、これを地球の温暖
化といい、2001年の気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）の第３次報告書によれば、このまま温暖化が進
むと西暦2100年には気温が1.4～5.8℃上昇するとさ
れています。

●窒素（P34）
水質汚濁の指標として用いられる場合の「窒素」は、

「全窒素」、「T－N」とも表現されます。ここでの窒素と
は、有機態窒素と無機態窒素の和をいいます。窒素は、
動植物プランクトンの増殖に欠かせないもので、リンと
ともに栄養塩と呼ばれ、その濃度は湖沼等の富栄養化の
目安として使われています。

●窒素酸化物（P46）
窒素（N）と酸素（O）の化合物を窒素酸化物（NOx）
といい、主なものには一酸化窒素（NO）と二酸化窒素
（N02）があります。太陽光線の作用により炭化水素と反
応して光化学スモッグの原因となります。工場やビル暖
房などにおける燃焼工程、自動車などから排出されます。

●中間処理（P42）
廃棄物の減量化、安定化、有価物の回収などを行うこ

とで、具体的には、都市ごみや可燃性の産業廃棄物の焼
却、粗大・不燃ごみの破砕・圧縮・選別、汚泥の脱水・
乾燥、廃酸・廃アルカリの中和、ばいじんなどのコンク
リート固形化などをいいます。

●鳥獣保護員（P24）
「鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律」に基づき知事が配置

するもので、鳥獣保護事業の実施に関する事務補助に当
たる職員（非常勤）です。

●鎮守の森（P107）
その地を鎮め守る社の森。神社の境内の森を指します。

●つくり育てる漁業（P28）
有用魚介類の種苗生産・放流や魚礁漁場や増殖場の造

成などにより、「獲る」ことに重点を置いた漁業から、
資源を増やし育てる努力を払いながら、より合理的な漁
獲を目指す「つくり育てる漁業」を積極的に推進してい
ます。

●低公害車（P32）
従来のガソリンや軽油を燃料とする自動車とは異なる

燃料や駆動方法を用いる自動車で、大気汚染や地球温暖
化の原因である窒素酸化物や二酸化炭素の排出量の少な
い自動車です。電気自動車、天然ガス自動車、メタノー
ル自動車、ハイブリッド自動車（エンジンとモーターの
二つの動力を持つ自動車）、LPGガス自動車低排出ガス
車（前記車種を除く）及び燃料電池自動車が実用化され
ています。

●低周波騒音（P38）
人間の耳では聞き取りにくい非常に低い音（100Hz

以下の低周波）や全く聞こえない空気の振動（20Hz以
下の超低周波）。

●低層湿原（P93）
地下水位が高く、直接地下水のかん養を受ける河川や

湖沼の近くなどに成立する湿原で、富栄養的です。ヨシ、
マコモ、スゲ類などが優占した湿生草原を形成します。

●テレメータシステム（P63）
大気常時測定局及び主な工場、事業場等に自動計測器

を設置し、その観測データを常時中央監視センターに伝
送し、データを迅速に集中把握するとともに、総合的な
汚染防止対策を策定するためのシステムをいいます。

●天然林施業（P27）
植林せずに天然の力によって次の世代の樹林を発生さ

せることにより、森林を造成する施業のこと。

●特定環境保全公共下水道（P92）
市街化区域以外の地域において、農産漁村部の生活環

境の改善、自然公園区域内の水域の水質保全、そして水
質保全上特に必要な地区において、市町村が事業主体と
なって行う下水道です。
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●特用林産物（P69）
きのこや、山菜、クルミ、木炭など林野から生産また

は採取されるもので、用材以外の全体を指しますが、栽
培きのこも、この分類で扱います。

●都市・生活型公害（P２）
生活排水などによる河川の水質汚濁、自動車交通量の

増大による大気汚染や騒音など、人口の集中する都市周
辺における公害です。従来の工場などに起因する産業型
公害に対し、都市化の進展、生活様式の変化などが背景
となっています。

●都市公園（P29）
「都市公園法」に基づく公園または緑地で、都市地域

の緑をはじめとする自然的環境の中核をなす公共施設。

●都市生態系（P66）
都市の生活パターン、構造物、都市・生活型公害など、
都市の人為的影響下に成立する生態系です。

●土壌汚染対策法（P40）
汚染土壌による人への健康被害を防止することを目的

とした法律で、平成15年２月15日に施行されました。
この法律により土地所有者は汚染の可能性が高い土地に
ついて調査を実施し、汚染土壌が確認された場合は指定
区域として管理されます。汚染土壌により人の健康に被
害が生じるおそれがある時は、汚染原因者または土地所
有者が必要な措置を講じることとしています。

●十和田湖水質・生態系改善行動指針（P70）
十和田湖の水質環境基準が達成できない状態が昭和

61年度以降継続していることやヒメマスの資源量が激
減したことに対処するため、平成13年８月に青森県と
共同で策定し公表した指針です。この指針では、汚濁負
荷量の削減や水産資源の管理、沿岸域の保全と管理など
５つの大項目を掲げ、行政や事業者・周辺住民が取り組
むべき具体的な行動を示しています。

●75％値（BOD、COD）（P71）
ある環境基準点における年間の日間平均値の全データ

（n個）をその値の小さいものから順に並べた時、
0.75×n（整数でない場合は直近上位の整数）番目にく
るデータのことをいいます。
河川のBOD（生物化学的酸素要求量）や海域・湖沼

のCOD（化学的酸素要求量）の環境基準について、年
間を通じて環境基準を達成していたかどうかを判断する
場合に、この75％値を使います。

●内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）（P41）
生物の体内に入った場合、本来その物が持っている正

常な内分泌（ホルモン）作用を阻害する化学物質の総称
で、一般に環境ホルモンと言われます。環境ホルモンの
作用としては、生体内のホルモンと似た作用をするもの、
生体内のホルモン作用を妨害するもの等があります。環
境中の濃度が極めて低くても、食物連鎖による生物濃縮
を通じて生体内での濃度が高まり、野生生物への影響が
現れているとの研究報告があります。

●ナショナルトラスト（P24）
価値ある自然の風景地や歴史的建造物を、国民自らの

手で買い取ることなどにより保全していこうとする行動
です。

●21世紀に向けた環境政策のあり方について（P３）
平成８年２月に秋田県環境審議会に諮問したもので

す。これに対して「環境保全施策を総合的かつ計画的に
推進していくため、環境保全についての中・長期的な目
標や施策の基本方針を内容とする環境基本計画を策定す
べきである」と答申され、このことも踏まえ、先の秋田
県環境基本計画が策定されました。

●二酸化硫黄（P32）
亜硫酸ガスとも呼ばれる大気汚染物質の一つであり、

自然界の火山活動とともに、石油や石炭などの燃料中に
含まれる硫黄分の燃焼酸化により発生します。二酸化硫
黄自身が呼吸器系に対して有害であるだけでなく、大気
中で硫酸ミストや硫酸塩に変換され酸性雨の原因ともな
っています。

●二酸化窒素（P32）
大気汚染物質の一つで、大気中の窒素酸化物の主要成

分です。燃焼により発生した一酸化窒素の酸化で生成し、
呼吸器系に対して有害です。

●二次的自然（P22）
人間が関与しない原生的自然と対比した表現として、

伐採や埋立等により１次的に改変された地形が回復した
状態（例：雑木林など）であるが、原生的自然とはなり
えないような地域のことをいいます。

●二次草原（P102）
伐採、風水害による倒木、山火事などにより、植生が

破壊された後に成立した草原のことです。

●二次林（P102）
その土地本来の自然植生が、災害や人為によって破壊

され、そのおきかえ群落として発達している森林のこと
を指します。雑木林は、燃料用の薪や炭を焼くために伐
られた後が、自然に再生したものなので二次林です。な
お、人為の全く及んでいない森林を原生林といい、原生
林と二次林を合わせて天然林といっています。

●熱射病（P49）
高温により突発的に発症する中枢性の体温調節機能障

害。

●農業・漁業集落排水施設（P34）
農業・漁業集落における、し尿、生活雑排水、雨水を

処理する施設です。農村生活環境改善と農業用排水の保
全及び漁村の浄化を図り、併せて公共用水域の水質保全

な
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に寄与することを目的としています。

●バイオマス（P79）
再生可能な生物由来の有機資源（化石資源を除く）で、
生物の炭酸同化作用により、太陽光と生物がある限り枯
渇しない資源のことをいいます。森林資源から得られる
薪や木炭などの固体燃料のほか、アルコール発酵・合成
などから得られる液体燃料、家畜の排せつ物などのメタ
ン発酵から得られる気体燃料をバイオマスエネルギーと
いいます。
バイオマスの中でも特に木材を起源とする有機物のこ

とを木質バイオマスといい、平成15年２月、能代市に
「木質バイオマス発電施設」（出力3,000kW）が完成し、
樹皮、製材端材を燃料として稼働しています。
また、平成14年12月27日に「バイオマス・ニッポ

ン総合戦略」が閣議決定されるなど、「京都議定書」
（「気候変動枠組条約」参照。）の締結が契機となり地球
温暖化対策の観点からもその利活用に期待が高まってい
ます。

●ばい煙（P２）
大気汚染防止法では、次の物質を｢ばい煙｣と定義し、

排出基準を定めています。
�　燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物
�　燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使
用に伴い発生するばいじん（排出ガス中に含まれ
る固体の粒子状物質）

�　物の燃焼、合成､分解その他の処理（機械的処理
を除く）に伴い発生する物質のうち、カドミウム･
塩素など人の健康又は生活環境に係る被害を生ず
るおそれがある物質で政令で定めるもの。

●廃棄物（P３）
一般の通念からすれば、捨てられているものはすべて

廃棄物といえますが、廃棄物の処理及び清掃に関する法
律では、｢ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃
油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物または
不要物であって、固形状または液状のものをいう｣と定
義しています。

●ハイブリッド自動車（P80）
「低公害車」の項参照

●八郎湖水質対策連絡協議会（P71）
八郎湖の水質対策等について協議するため、八郎湖流

域13市町村と県を構成員として昭和56年に設立された
団体です。八郎湖の周辺のクリーンアップ活動や八郎湖
の水を考える集いなど住民参加の催しにより、八郎湖水
質保全のための啓発活動を行っています。

●PRTR（P74）
環境汚染物質排出・移動登録（Pollutant Release

and Transfer Register）。事業者自らが、対象となる化
学物質ごとに工場・事業場からの環境への排出量や廃棄
物としての移動量を把握して、その結果を行政に報告し、

行政がそれらを何らかの形で公表するシステム。

●pH（P52）
水溶液中の水素イオン濃度の逆数の対数をとったも

の。pH7が中性で、７未満であれば酸性、７より大きけ
ればアルカリ性です。

●BOD（P34）
生物学的酸素要求量（Biochemical Oxygen

Demand）。水中の有機物が微生物の働きによって分解
されるときに消費される酸素の量です。水質の汚濁状況
を示す代表的な指標で、この数値が大きいほど汚濁して
いるといえます。
国では、河川の水質環境基準の項目の一つとして

BODを定めており、その評価として75％値を用いるこ
ととしています（BOD75％値は「75％値」を参照）。

●ppm（P32） ⇒ グラフの単位
百万分率（part(s) per million）のこと。ある量が全

体の百万分のいくつであるかを表す単位です。例えば、
大気中の汚染物質の濃度を示す場合、１立方米の大気中
にその物質が１ml含まれてるときを１ppm（容積）と
いい、また、水中の汚濁物質では、１トンの水の中に１
グラム含まれているときを１ppm（重量）といいます。

●ビオトープネットワーク（P29）
ビオトープとは、植物、昆虫類、両生・爬虫類、鳥類、
哺乳類などの野生生物が生息・生育する空間を類型化し
た概念のことで、私たちの身の回りには池沼、湿地、雑
木林など、様々なタイプのビオトープがあります。野生
生物は、一般に、種によって生息・生育に必要なビオト
ープのタイプや規模が異なります。同じタイプのビオト
ープが交流・繁殖するには、双方がネットワークされて
いることが必要であり、これをビオトープネットワーク
といいます。

●ビル緑化（P110）
ビルの屋上などに樹木などの植物を植え付けること。

ヒートアイランド現象（都市部が周辺部に比べてより高
温となる現象）の軽減効果、大気汚染の緩和効果のほか、
都市生活での疲労回復・リフレッシュなど、人への生理
的・心理的効果があります。

●風穴植物（P90）
夏季でも冷風を吹き出している風穴の周辺に分布する植
物。より北方や高山など、本来寒冷な土地に生育する植物
が遺存的に分布しています。

●富栄養化（P34）
太陽光線を受けると藻類や植物性プランクトンが増殖

し、冬になるとこれらが枯死し腐敗する過程で窒素や燐
を水中に放出することになります。このサイクルによっ
て、湖沼などの閉鎖性水域で栄養塩類の濃度が増加して
いく現象を富栄養化といいます。本来は数千年かかるこ
の現象が、近年では生活排水などが流れ込むことによっ
て急激に加速されています。富栄養化状態になると植物
プランクトンが異常繁殖し、赤潮やアオコが発生しやす
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くなります。

●複層林施業（P27）
人工的に造成した樹林において、森林を構成する林木

を部分的に伐採し、そこに植樹するなどして、樹齢や高
さの異なった複数の樹冠（樹木の枝や葉の茂っている部
分）層を有する森林を育てる方式。

●浮遊粒子状物質（P32）
大気中に液体や固体またはこれらの混合物として浮遊

している0.005～10μm程度の粒子状物質のことをい
います。大気中での滞留時間が長く、呼吸器系に影響を
及ぼします。

●フレックスタイム（Pl12）
勤務者が一定の定められた労働時間帯の中で、勤務の

始めと終わりの時間を自由に選択できる勤務時間制で
す。

●フロン（類）（P46）
炭化水素の水素原子のいくつかが、塩素原子とフッ素

原子とで置きかえられた人工のガスで、「フロン回収破
壊法」ではクロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロ
クロロフルオロカーボン（HCFC）、ハイドロフルオロ
カーボン（HFC）のうちオゾン層破壊又は地球温暖化
の原因物質を「フロン類」といいます。熱に強く冷媒、
溶剤として優れた性能をもっており、エアコンや冷蔵庫
の他、半導体産業での洗浄剤、又断熱材の発泡剤として
も広く利用されています。しかし、成層圏のオゾン層を
破壊し、その結果地表に届く有害紫外線を増加させるほ
か、温室効果ガスとして地球温暖化の原因ともなり、人
間や生態系に影響を及ばす恐れがあるとして国際的に問
題となっています。

●閉鎖性水域（P34）
湖沼や内湾など、周辺を陸で囲まれた水域のことです。
水の交換性が悪いので水質が悪化しやすく、水底に汚

濁物質が堆積しやすくなります。
閉鎖性水域では、富栄養化が進行している場合が多く

みられます。

●保安林（P27）
国土の保全、水資源のかん養などを目的として「森林

法」に基づき指定・管理されている森林をいいます。保
安林の種類としては、１号「水源かん養保安林」、２号
「土砂流出防備保安林」、３号「土砂崩壊防備保安林」な
ど17種類が指定されており、県内民有林における面積
は82,286haとなっています。その内訳は、１～３号が
75,683haと92％を占めています。

●松くい虫（P98）
森林害虫である「マツノマダラカミキリ」により媒介

される「マツノザイセンチュウ」が引き起こす急激なマ
ツ枯れのことで、正式には「マツ材線虫病」と呼ばれて
います。
被害は、北海道と青森県を除く全国で発生しており、

県内では昭和57年に初めて確認されて以来、年々被害
区域が北上し、現在では55市町村に被害が及んでいま
す。
このため、県や、市町村では「森林病害虫等防除法」

に基づき、保安林、海岸林、名木、古木など将来にわた
り守るべきマツ林について、その区域を定め被害の鎮静
化に必要な薬剤散布や樹幹注入による予防措置、被害木
の伐倒焼却・破砕・くん蒸による駆除措置のほか、除間
伐によるマツ林の健全化やマツ林以外の林に変える樹種
転換などの様々な防除対策を講じています。

●マニフェスト制度（P111）
排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に、処理

業者に対して産業廃棄物の種類、数量、運搬業者名、処
分業者名などを記入したマニフェスト（産業廃棄物管理
票）を交付し、処理終了後に処理業者からその旨を記載
したマニフェストの写しの送付を受けることにより、委
託内容どおりに産業廃棄物が処理されたことを確認する
ことで、適正な処理を確保する制度です。

●水循環（P20）
水は、大地への降水が土壌に保水され、河川や地下水

などと形を変えながら流下し、湖沼や海域に注ぐ過程で
大気中に蒸発して再び降水となります。こうした自然の
水の循環をいいます。

●緑の回廊（P23）
野生生物保護のための移動通路（コリドー）や生態系

の保全など、生物多様性を確保するための連続した森林
のことで、野生生物の繁殖の場や移動経路となる連続し
た森林の姿から、これを「回廊」に見立てたものです。
国有林では全国的に設定を進めており、東北において

は八甲田山周辺から蔵王連峰に至る、南北約400kmの
「奥羽山脈緑の回廊」が平成12年度に設定されています。
北東北三県では、この「奥羽山脈緑の回廊」の途切れた
部分を補完し、より一体的なものとする民有林「緑の回
廊」の設定を推進しています。

●「緑のグランドデザイン」基本構想（P27）
北東北の豊かな森林環境（緑）を将来に向け広域的に

保全・創造するための構想であり、平成10年度の北東
北三県知事サミットの合意に基づき、平成13年度に策
定されました。 北東北三県が共同し、①「緑の回廊」
（※上記参照）の設定、②森林の適正な保全と利用を推
進する北東北版「基準・指標」の作成、モニタリング調
査などの「持続可能な森林経営」の確立に向けた調査・
研究、を推進するための基本計画です。
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●緑の少年団（P55）
次代を担う子供たちが森林での学習活動、地域の社会

奉仕活動、キャンプなどのレクリエーション活動を通し
て、「自然を愛し、人を愛し、自ら社会を愛する心豊か
な人間に育っていく」ことを目的とした子供たちの自主
的な団体です。

●木質バイオマス（P79）
森林・樹木に由来する木質生物資源のことで、主に林

業や木材産業などの生産過程や建築物の解体過程で発生
する残材(枝条、樹皮、根株を含む)、端材、廃材と称さ
れるものです。本県では、531千Kの木質バイオマス
未利用資源量があると言われています。

●木質バイオマス発電（P92）
木質バイオマス発電は、木質バイオマスの持つ科学エ

ネルギーを変換して、電力を得る技術です。
また、CO2の排出源である化石燃料を、大気中のCO2

を増加させないという特性（発電で排出されるCO2＝森
林が成長過程で吸収するCO2）を持つバイオマスで、代
替えすることによりCO2を抑制し、地球温暖化の防止に
貢献するなど地球環境に優しいエネルギーです。
本県では、能代市に森林組合や製材業者、ボード会社

等で組織する協同組合による木質バイオマス発電施設が
平成15年２月に竣工し、製材工場等から排出される
54,000t/年の残廃材を活用して1,500万kw/年の電力
と125,000tの蒸気を作り出し、隣接するボード会社に
電気と蒸気が供給されています。

●藻場（P23）
海中林とも呼び、比較的大型の海藻が海中で密に繁茂

し、陸上の森林の様相を呈するものをいいます。藻場に
は治岸動物の稚仔や成魚などが集まり、魚類の資源保持
の場として重要な役割を果たしています。

●屋敷林（P107）
主に防風、防雪あるいは用材,燃料のために屋敷のま

わりに仕立てられた人工林で、樹種は地方によって特徴
がありますが、東北ではスギが多くなっています。近年、
生活様式の変化により屋敷林の必要性が減少してきてい
ますが、地域の農村景観を特徴づける要素として景観保
全上から、また平場農村地帯に残された自然として生物
多様性保全の上から見直されてきています。

●有害大気汚染物質（P32）
継続的に摂取した場合に、人の健康を損なうおそれが

ある物質として、現在、234種類の有害大気汚染物質
がリストアップされています。そのうち、トリクロロエ
チレン、ダイオキシン類など22物質がモニタリングな
どの優先的な取組物質となっています。

●有害廃棄物（P47）
爆発性、毒性、感染性その他人の健康又は生活環境に

係る被害を生じるおそれがある性状の廃棄物をいいま
す。廃棄物処理法では、特別管理一般廃棄物と特別管理
産業廃棄物に区分されています。

●有機塩素化合物（P40）
分子内に炭素と塩素の共有結合を持つ物質です。大半

は産業活動により人工的に合成されたもので、フロンガ
ス、PCB、ダイオキシンなどが挙げられ、地球規模の
汚染と生態系への影響が懸念されています。

●ライフ・サイクル・アセスメント（P111）
産業生産物の生産・製造時、使用時、廃棄時、リサイ

クル時に費やされるエネルギー投入量と排出物総量を総
合的に評価する手法です。環境への負荷物質や温暖化原
因物質の総排出量を見積る手法として注目されていま
す。

●ライフスタイルの転換（P49）
環境への負荷の少ない循環型社会を形成するために、

私たち一人一人が実践を求められているものです。利便
性や物質的な豊かさを求めないこと、具体的には資源や
エネルギーの浪費を避け、再使用やリサイクルに努める
などの日常生活や事業活動そのものを環境に配慮したも
のに変えていくことです。この見直しによって大量生
産・大量消費・大量廃棄といった社会構造が改められる
ことが期待されています。

●リサイクル（P42）
「RE＝再び」、「CYCLE＝循環する」という意味で、

不要になったものを再使用したり、もとの製品原料や別
の製品原料として使用することをいいます。指標となる
リサイクル率は（中間処理に伴う資源化量＋集団回収
量）÷（ごみ処理量合計＋集団回収量）と定義されてい
ます。
国の環境基本計画では、廃棄物・リサイクル対策の基

本原則を優先すべき順に①廃棄物の発生抑制、②使用済
み製品の再使用（リユース）、③リサイクル、④廃棄物
の適正処理と定めています。

●リサイクル拠点施設（リサイクルプラザ）（P78）
缶・びん・粗大ごみなどの資源ごみのリサイクルを行

うとともに、再生品の展示・販売や普及・啓発を行うリ
サイクル活動の拠点となる施設をいいます。

●リサイクルリーダー（P78）
地域における廃棄物の減量やリサイクルの取組みに先

導的な役割を果たす人材を確保・育成するため、毎年、
県が、市町村長から推薦を受けた人を対象に研修会を開
催し、その修了者を「秋田県リサイクルリーダー」とし
て認定しています。
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●リスクコミュニケーション（P41）
化学物質の危険性（リスク）に関して行政、企業、国

民が相互に情報や意見を交換し、意志疎通を図ることを
いいます。

●リターナブル容器（P115）
ビールびんなどのように、使用後再度使われる容器の

ことをいいます。

●流域下水道（P71）
２つ以上の市町村から排出される下水を処理するため

の下水道で、終末処理場と幹線管きょからなります。事
業主体は原則として都道府県です。

●緑地環境保全地域（P22）
「秋田県自然環境保全条例」に基づく指定地域で、市

街地の周辺地域などに残されている自然を指定の対象と
しています。

●リン（P34）
水質汚濁の指標として用いられる場合の「リン」は、

「全リン」、「T－P」とも表現されます。ここでのリンと
は、有機態リンと無機態リンの和をいいます。リンは、
動植物プランクトンの増殖に欠かせないもので、窒素と
ともに栄養塩と呼ばれ、その濃度は湖沼等の富栄養化の
目安として使われています。

●レッドデータブック（RDO）（P66／P67）
絶滅のおそれのある生物種などをリストアップし、そ

れぞれの絶滅の危険度ランクを記載した本です。環境省、
県などから発行されています。また、地形に関するレッ
ドデータブックもあります。

●レッドリスト（P66）
生物学的観点から個々の種の絶滅の危険度を評価し選

定したものです。
規制等の法律上の効果を持つものではありませんが、

絶滅のおそれのある野生生物の保護を進めていくための
基礎的な資料として広く活用をされることを目的としま
す。
レッドリストに掲載された種について、生息状況等を

取りまとめて編さんしたものがレッドデータブックで
す。

●ロット調査（P40）
玄米に含まれるカドミウムの濃度を調査する方法で、

食品衛生法の規格基準検査に定められているます。
出荷された俵（又は袋）について生産地別・生産者別

等に検査ロットを編成し、その検査ロットごとに俵（又
は袋）数の平方根に相当する数の俵（又は袋）を無作為
抽出し、１俵あたり10～15gの玄米を採取して混合し、
含まれるカドミウム濃度を測定します。

●ローカルアジェンダ21（P46）
「アジェンダ21行動計画」参照。

●ロータリーキルン法（P50）
産業廃棄物焼却炉のうち、ロータリーキルン方式の炉

（細長い円筒内に燃焼物を投入して、回転力で攪拌しな
がら燃焼させる横型の回転炉）を用いた焼却処埋方法で
す。
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